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連結会計と簿記教育

〔論　説〕

連結会計と簿記教育

池　田　幸　典

１　はじめに

　日本の会計制度は、「連結情報の充実」（企業会計審議会［1997］第一部，二）

と、「単体開示の簡素化」（企業会計審議会［2013］８頁）の方向へ進んできた。

少なくとも、金融商品取引法に基づくディスクロージャー制度では、「連結財

務諸表の開示が中心であることが定着した」（企業会計審議会［2013］８頁）と

認識されている。

　財務諸表は帳簿から導出される。したがって、帳簿を作成するために必要な

簿記においても、連結財務諸表の作成については一定の考慮がなされている。

すなわち、日本商工会議所の簿記検定（日商簿記検定）でも、「従来すべて１

級の出題範囲とされてきた」（日本商工会議所［2015］17頁）連結会計が2017

年度より２級でも導入され、連結会計を学習する必要性のある受験生が大幅に

増加するとともに、教育現場においても連結会計を学習する機会が増した。

　簿記実務を担う経理担当者は、連結財務諸表を作成することも多いので、実

務では連結会計について一定の知識がなければならない。中小企業でも子会社

を持つケースがあるため、実務上も連結会計に対する需要は高く、連結会計に

対する教育の必要性は高まっている。

　一方で、「連結会計の入門段階で学習者は困難に直面することが多い」（山本
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［2024］237頁）ことから、連結会計は難しい、分かりにくいといわれる。それ

には様々な理由が考えられる1が、その理由の一つとして考えられるのが連結

精算表と開始仕訳である。連結精算表は貸借対照表・損益計算書・株主資本等

変動計算書を１つの表で作成するが、連結精算表を用いて連結財務諸表を作成

する方式では、純資産期首残高を修正したり、連結修正仕訳に純資産の変動の

科目が登場したりするなど、通常の簿記では現れない手続によって連結財務諸

表を作成するため、これまでの簿記に慣れ親しんだ学習者が戸惑うことは必

至である。連結精算表を用いた従来の連結財務諸表作成の方式も、慣れてしま

えば「決して難しいものでは（ない）」のかもしれない2が（有限責任監査法人

トーマツ編［2014］21頁、括弧内は引用者が捕足）、学習者の中には慣れるの

に時間がかかる者もいるであろう。

　とはいえ、連結精算表方式（連結精算表を用いて連結財務諸表を作成する方

式）だけが、連結財務諸表の作成方法ではない。連結精算表方式以外の方法も

ありうるが、日本の簿記・会計のテキストではほとんど言及されていない。も

ちろん、連結財務諸表を誘導・作成するための帳簿、すなわち連結帳簿3につ

いても、まったく言及されていない。したがって、連結帳簿を作成して誘導的

に連結財務諸表を作成する方式、すなわち連結帳簿方式に関する教育上の蓄積

はない。

　そこで本稿では、簿記の講義の中で連結会計を教育するときの課題を示す。

そして、連結帳簿方式を教育することによってどのような有用性が見いださ

れ、また、連結帳簿方式を教育する際にどのような課題があるのかについて、

明らかにしていく。

　まず連結財務諸表の作成方式について整理し、大別すると簿外方式と連結帳

簿方式に分けられることを示す。そのうえで、簿外方式による連結財務諸表作

成方法の教育上の特徴と課題を整理する。そして、それと対比する形で、連結

帳簿方式による連結財務諸表作成方法の教育上の特徴を整理し、今後の課題に

ついて検討していく。
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連結会計と簿記教育

２　連結財務諸表の作成方式の整理

　個別財務諸表を誘導・作成するための基礎となる帳簿を個別帳簿、連結財務

諸表を誘導・作成するための基礎となる帳簿を連結帳簿と呼ぶことにする（池

田［2017］27頁）。そして、帳簿は最低限、主要簿たる仕訳帳と元帳が必要で

ある（沼田［1956］51頁）。コンピュータの場合は、主要簿の代わりに、仕訳

データを格納するための単一のデータベースが必要となる。

　連結財務諸表を作成するための方法には、大別すると２つ考えられる。１つ

は個別財務諸表をベースに、簿外で連結財務諸表を作成する方法であり、もう

１つは連結帳簿を作成して、連結帳簿から連結財務諸表を誘導的に作成する方

法である。本稿では、前者を簿外方式、後者を連結帳簿方式と呼ぶ。そして、

簿外方式の最も代表的な方法が、個別財務諸表をベースにして連結精算表を用

いて簿外で連結財務諸表を作成する方式、すなわち連結精算表方式である。

　もちろん、簿外方式には、下書き（draft）財務諸表や、各勘定の明細（schedule）

を用いる方法、あるいは元帳勘定（Ｔ勘定）を用いる方法（Jaeger［1976］pp. 

6‒56；Stein［1988］pp. 6‒83）などもありうるが、最も普及しているのが連結

精算表方式である。日本の連結会計のテキストは、ほとんどが連結精算表方式

によって連結財務諸表の作成方式を説いている。

　これらを整理したものが図１である。

連結帳簿方式 

簿外方式 

連結精算表方式 

 
その他の方式（下書き財務諸表、各勘定の明細、あるい
は元帳勘定などを用いる方式）

図１　連結財務諸表の作成方式 
出典：池田［2017］29頁。

　教育上、中級（日商簿記検定２級）レベルおよび上級（日商簿記検定１級）

レベルの簿記講義の中で、連結会計が説明されることが多く、中級及び上級の
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簿記のテキストでも、連結財務諸表の作成方法について取り扱われている。こ

れについては各種の簿記検定試験の影響が強いとも考えられるが、教育上、連

結会計が簿記の講義の中で取り扱われることも多い。では、そこに課題がある

とすれば、どのような点が挙げられるか。それが次節以降の課題である。

　なお、ここでは、連結会計が簿記であるか否かに関係なく、連結会計が簿記

の講義の中で取り扱われることを前提に論を進める。

３　簿外方式の教育上の特徴と課題

（1）連結精算表方式の教育上の特徴と課題、および教育上の工夫

　簿外方式のもっとも代表的なものが、連結精算表方式である。簿記の教科書

では、連結精算表方式によって連結手続が説明されている。従来、連結精算表

によって連結財務諸表が作成されてきたことから、連結精算表方式が最も実務

で普及しているので、それにより連結財務諸表の作成手続を教授するのは、あ

る意味合理的であるといえる。連結財務諸表の作成手続を連結精算表方式に

よって教授する方法はすでに確立されているし、テキストも多数存在するの

で、教える側も連結精算表方式のほうが教授しやすいであろう。連結財務諸表

の作成方式には連結精算表方式以外の方法も存在しうるが、連結精算表方式を

否定するつもりは毛頭ない。

　とはいえ、連結精算表方式に教育上の課題がないわけではない。連結精算表

は、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書の３つを作

成する手続を通覧するために作成される。ところが、通常の簿記一巡の手続で

は、貸借対照表と損益計算書を誘導するために帳簿を作成し、株主資本等変動

計算書の作成は帳簿の外でなされる4。連結精算表によって連結手続を解説す

ると、株主資本等変動計算書における資本変動項目という、簿記教科書にある

簿記の５要素から乖離した説明が必要となる。通常の簿記一巡の手続と連結手

続とでは、説明方法を変更しなければならない。
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　従来の簿記の延長では、連結精算表による連結財務諸表作成手続を説明でき

ないので、初学者はこの点で躓く可能性がある。連結精算表による連結財務諸

表作成方式（連結精算表方式）も、慣れてしまえば「決して難しいものでは

（ない）」（有限監査法人トーマツ編［2014］21頁、括弧内は引用者が捕足）の

かもしれないが、慣れるまでに時間のかかる学習者もいるであろう。

　そこで、連結精算表を用いて連結手続を解説する場合、TAC 簿記検定講座

［2024］にみられるように、まずは簿記の５要素（資産・負債・資本・収益・

費用）だけで連結貸借対照表と連結損益計算書を作成する連結手続を説明し、

理解を定着させてから、その次のステップとして、資本の変動項目を連結修正

仕訳に取り入れる形で、連結貸借対照表・連結損益計算書・連結株主資本等変

動計算書を一度に作成するための連結精算表を作成する連結手続を説明する方

法（TAC 簿記検定講座［2024］286‒371頁）が、連結精算表方式に基づく教授

法として有効ではないかと考えられる。

　いきなり連結貸借対照表・連結損益計算書・連結株主資本等変動計算書の作

成手続に進むのではなく、簿記の５要素だけで連結貸借対照表・連結損益計算

書の作成手続の説明を経てから、連結貸借対照表・連結損益計算書・連結株主

資本等変動計算書の作成手続へと段階的に説明を進めて講義を行うのは、教育

上の工夫といえるであろう。

（2）Ｔ勘定を用いる方法の教育上の特徴と課題

　Jaeger［1976］や Stein［1988］といったイギリスの連結会計のテキストでは、

Ｔ勘定を用いる方法が紹介されている5。それらによると、投資と資本の相殺

消去の際に、勘定間の連絡を用いて、連結後の利益剰余金の金額や非支配株主

持分などの金額を、Ｔ勘定を用いて表示・算定する方法が提示されている。こ

れは、各勘定の明細をＴ勘定の形で記入したものと考えられる。これにより、

連結後の各勘定の金額を追跡することが容易になる。その一例を、Stein のテ

キスト（Stein［1988］pp. 12‒15）を参考に説明する6。
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　例） 期末にＰ社（親会社）がＳ社（子会社）の80％の株式を7500で取得

し、支配を獲得した。支配獲得時点（期末時点）では、Ｓ社の流動資

産3000、固定資産5000、資本金5000、利益剰余金3000であり、Ｐ社の

流動資産2500、固定資産10000、Ｓ社株式（子会社株式）7500、資本金

10000、利益剰余金10000であった。

　　　　この状況で、支配獲得時に行う投資と資本の相殺消去の仕訳は、以下

の通りである。

　　　　　　（借）資本金　　　5000　　　（貸）Ｓ社株式　　　　7500

　　　　　　　　 利益剰余金　3000　　　　　 非支配株主持分　1600

　　　　　　　　 のれん　　　1100

　当時（Stein のテキストが公表された時点）のイギリス会計基準によれば、

のれんは発生時に剰余金と相殺するのが原則である（Accounting Standards 

Board［1984］par. 32）が、本稿では資産として処理する。

　「支配権の原価（cost of control）」勘定と非支配株主持分勘定は、以下の表

１の通り記入し、非支配株主持分の1600を連結貸借対照表に振り替える（Stein

［1988］p. 13）7。支配権の原価勘定の借方に子会社株式を記入し、支配権の原

価勘定の貸方に子会社資本の親会社持分の金額を記入する。そしてその差額

がのれんとなる。ここで支配権の原価とは、「支配獲得時に子会社の資本金お

よび剰余金（share capital and reserves）と突き合わせられる子会社株式の原

価」（Stein［1988］p. 8）を指し、「支配獲得時ののれんや資本剰余金（capital 
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支配権の原価 非支配株主持分
S 社株式 7500 資本金（80％） 4000 連結貸借対照表 1600 資本金（20％） 1000

利益剰余金（80％） 2400 利益剰余金（20％） 600
のれん 1100 1600 1600

　 7500 7500
表１　支配権の原価勘定と非支配株主持分勘定 

出典：Stein［1988］p. 13を基に作成。
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reserve）を算定するためのもの」（Stein［1988］p. 16）である8。

　支配権の原価勘定の貸方と非支配株主持分勘定の貸方から、利益剰余金勘

定8と資本金勘定へと振り替える。利益剰余金勘定および資本金について記載

すると、以下のようになる。そして、のれんの1100を、支配権の原価勘定か

ら、のれん勘定に振り替える（表２）。

資本金 利益剰余金
支配権の原価（80％） 4000 Ｐ社 10000 支配権の原価（80％） 2400 Ｐ社 10000
非支配株主持分（20％） 1000 Ｓ社 5000 非支配株主持分（20％） 600 Ｓ社 300
連結貸借対照表 10000 連結貸借対照表 10000

15000 15000 13000 13000

のれん 連結貸借対照表
支配権の原価 1100 連結貸借対照表 1100 流動資産 5500 資本金 10000

固定資産 15000 利益剰余金 10000
のれん 1100 非支配株主持分 1600

21600 21600

表２　資本金勘定・利益剰余金勘定・のれん勘定、および連結貸借対照表 
出典：Stein［1988］pp. 13‒14を基に作成。

　さらに、資本金、利益剰余金、非支配株主持分の勘定残高を、連結貸借対照

表へ振り替え（Stein［1988］p. 14）、のれんの勘定残高も連結貸借対照表へ振

り替える（表２）。

　この方法は、勘定の連絡を用いることで、連結手続をわかりやすく説明する

ことを意図している。この方法によれば、連結精算表を用いることなく、連結

手続を説明することができる。もちろん、連結精算表と併用して教育を行うこ

ともできる。かかる教授法は、連結会計における資本連結に関する教育上の工

夫とみることができる。

　この方法の課題は、教授法の変更が必要な点である。従来連結精算表方式に

慣れ親しんできた教員が教授法を変更することに対しては、抵抗があるかもし

れない。また、この方式はイギリスの連結会計テキストで触れられているにす
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ぎず、日本で同じような教育を行う場合には改めて教材を作成する必要があ

る。これらは今後の検討課題となる。

４　連結帳簿方式の教育上の意義と課題

　連結帳簿方式では、連結修正仕訳をすべて仕訳帳および総勘定元帳に記入

し、親子会社合算後の仕訳帳・総勘定元帳に、親子会社の日々の取引の仕訳、

決算整理仕訳、連結修正仕訳、持分法の仕訳など、すべての仕訳を記入し、そ

れをもって帳簿を締め切り、連結財務諸表を作成する10。

　連結帳簿方式による記帳の手順については、すでに別稿（池田［2016b］

［2018］）で詳述しているが、前節の設例を、連結帳簿方式によって記帳して

いくと、以下のようになる。

　支配獲得時点でのＰ社とＳ社の各勘定は、表３の通りである。

P 社
流動資産 S 社株式 固定資産 資本金 利益剰余金

2500 7500 10000 10000 10000

S 社
流動資産 固定資産 資本金 利益剰余金

3000 5000 5000 3000

表３　支配獲得時点におけるＰ社およびＳ社の勘定残高

　まずＰ社およびＳ社の個別の勘定残高を合算する。

　　（借）流動資産（連結）　　5500　　　（貸）流動資産（Ｐ社）　　2500

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 流動資産（Ｓ社）　　3000

　　（借）Ｓ社株式（連結）　　7500　　　（貸）Ｓ社株式（Ｐ社）　　7500

　　（借）固定資産（連結）　 15000　　　（貸）固定資産（Ｐ社）　 10000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 固定資産（Ｓ社）　　5000
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　　（借）資本金（Ｐ社）　　 10000　　　（貸）資本金（連結）　　 15000

　　　　 資本金（Ｓ社）　　　5000

　　（借）利益剰余金（Ｐ社）10000　　　（貸）利益剰余金（連結）13000

　　　　 利益剰余金（Ｓ社）　3000

　支配獲得時に行う投資と資本の相殺消去の仕訳は、以下の通りである。

　　（借）資本金（連結）　　　5000　　　（貸）Ｓ社株式（連結）　　7500

　　　　 利益剰余金（連結）　3000　　　　　 非支配株主持分　　 1600

　　　　 のれん　　　　　　 1100

　これらの仕訳を、合算した後の各勘定に記入する（表４）。便宜上、金額の

みを記す。

流動資産（連結） S 社株式（連結） 固定資産（連結） のれん
5500 7500 7500 15000 1100

資本金（連結） 利益剰余金（連結） 非支配株主持分
5000 15000 3000 13000 1600

表４　合算後の各勘定

　それを残高（決算残高）勘定に振り替え、勘定を締め切る（表５）。

　　（借）流動資産（連結）　　5500　　　（貸）残高　　　　　　 21600

　　　　 固定資産（連結）　 15000

　　　　 のれん　　　　　　 1100

　　（借）残高　　　　　　　21600　　　（貸）資本金（連結）　　10000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利益剰余金（連結）10000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　非支配株主持分　　 1600
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　この方法によれば、連結精算表を用いずとも連結財務諸表を作成することが

でき、さらに、簿記の５要素、すなわち資産・負債・資本・収益・費用の勘定

だけで、連結手続を理解することが可能となる。従来の簿記の延長で連結会計

を理解することができる点で有効な教授法と考えられる（池田［2017］42頁）。

これは前述のＴ勘定を用いる方法と類似しているが、Ｔ勘定を用いる方法は連

結手続の一部にＴ勘定を用いた説明を行うものであるのに対し、連結帳簿を用

いる場合は連結手続すべてを、勘定を用いて説明することになる。

　通常、個別帳簿では、仕訳を仕訳帳に記帳したら、それを総勘定元帳の各勘

定に転記する。そして決算整理から帳簿決算手続を経て帳簿を締め切り、そし

て財務諸表を作成する。

　しかし連結帳簿においては、親会社と子会社の間で帳簿の持ち方が問題にな

る。連結のために子会社が帳簿に何を記帳し、そして親会社が帳簿に何を記帳

するかを、事前に決めておかなければならない。親子会社それぞれが日々の取

引だけを記帳し、それを連結帳簿に合算するのか、それとも、親子会社それぞ

れが日々の取引だけでなく決算整理まで記帳し、それを連結帳簿に合算するの

かは、講義の前提としてあらかじめ決めておく必要がある。ここでは、合算の
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流動資産（連結） S 社株式（連結） 固定資産（連結） のれん
5500 残高 5500 7500 7500 15000 残高 15000 1100 残高 1100

資本金（連結） 利益剰余金（連結）
5000 15000 3000 13000

残高 10000 残高 10000
15000 15000 13000 13000

非支配株主持分 残高
残高 1600 1600 流動資産 5500 資本金 10000

固定資産 15000 利益剰余金 10000
のれん 1100 非支配株主持分 1600

21600 21600

表５　締切後の各勘定
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タイミングが問題になる。

　また、日々の取引が各社で発生したときに、その仕訳結果をリアルタイムで

親会社に転送するか、それともその仕訳を各社で記帳しておいて、決算時に勘

定残高のみを親会社に転送するかは、企業の状況によって異なる。取引が発生

するたびにリアルタイムで仕訳を親会社に転送しているのであれば、連結のた

めの決算整理は親会社のほうで一元的に行うことになる。これに対し、決算時

に勘定残高を親会社に転送する場合は、決算整理を各社が個別に行うことも考

えられる。したがって、連結財務諸表を作成するための決算整理を各社で行う

か、親会社が一元的に行うかについても、事前に決めておく必要がある。

　また、連結精算表方式の場合は、子会社は個別決算後に個別財務諸表や連結

パッケージなどの、連結を行うのに必要なデータを親会社に送信することにな

るが、連結帳簿の場合は、親子会社間のデータ転送方式について、先に説明し

ておく必要がある。まさに連結帳簿における簿記一巡の手続の明確化が求めら

れる。したがって、連結帳簿を教育するに当たっては、まずは連結帳簿におけ

る簿記一巡の手続を示したうえで、それに従って連結帳簿への記帳手続につい

て述べていく必要がある。

　帳簿締切の方法については、大別して大陸式決算法と英米式決算法がある。

大陸式決算法をとる場合、期末に資産・負債・資本の各勘定から決算残高勘定

へと振り替える仕訳と、翌期首に開始残高勘定から資産・負債・資本の各勘定

へと振り替える仕訳が必要となるが、英米式決算法ではその仕訳は必要ない。

講義の中で、大陸式決算法に依るのか英米式決算法に依るのかを、決めておく

必要がある。

　このように、連結帳簿方式により連結財務諸表の作成を教授する場合には、

様々な課題がある。そして最大の問題は、指導方法が確立していないことであ

る。連結精算表を用いずに連結手続を解説するには、教授法を従来の方法から

大きく変更する必要があるが、指導方法の変更には抵抗も大きいであろう。教

材を作成する必要もある。これらは今後の検討課題となる。
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５　おわりに

　本稿では、連結精算表方式などの簿外方式によって連結財務諸表を作成する

方法における教育上の特徴と課題を指摘したうえで、連結帳簿を用いて連結財

務諸表を作成する方法の教育上の特徴と課題について論じてきた。

　簿記教育における連結財務諸表作成技法の教授法については、連結精算表を

用いることが多いが、分かりにくいという問題もある。そこで、簿外方式を用

いて連結財務諸表作成技法を教育する場合、種々の工夫によって、それを克服

していく必要がある。

　これに対し、連結帳簿を用いて連結手続を教授する場合、連結精算表を用い

ることのデメリットはなくなるが、そもそも教育上の蓄積がないため、指導方

法を確立する必要と、教材を作成する必要がある。教育方法を根底から変える

必要があるため、時間がかかる。

　しかし、そもそも連結会計教育に関する研究の蓄積は多くない。連結会計の

重要性の増大にかんがみ、連結会計教育については、これからの研究の蓄積が

期待される。その意味において、簿記教育研究も、個別ベースから連結ベース

へと、少しずつシフトしていく必要がある。

注
１　山本［2024］はそれについて、連結会計を取り扱うテキストの構成に問題があり、「テキ

ストが初学者に適切な学習インセンティブを与えられていないという点で、教育上大きな
問題である」と指摘している（山本［2024］239頁）。また、「連結会計は複雑であり、学
習するポイントも多い」（山本［2024］238頁）ことから、「連結会計の学習には多くの時
間が必要である」（森［2024］14頁）ことも、難しいと感じる理由の一つであろう。
２　２級合格者が数多くいるのだから、合格者の多くは２級合格の過程で連結会計を勉強し

てきたはずであり、その中で連結精算表を学習してきたであろう。したがって、連結精算
表が誰からも理解されない代物ということはないだろうが、難解なことに変わりはない。
３　連結帳簿については、池田［2016a］［2016b］［2017］［2018］を参照。
４　株主資本等変動計算書を帳簿から導出するには、煩雑な簿記手続を要する。和田［2011］

を参照。
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５　Jaeger や Stain の連結財務諸表の作成方法については、神納［2012］を参照。
６　ただし、説明の都合上、Stein［1988］の設例を一部修正している。また、表現や会計処

理などは現在の会計制度に合わせて一部改変しており、税効果会計（連結税効果会計も含
む）は考慮していない。Stein［1988］の元々の設例は固定性配列法によっているが、ここ
では通常の流動性配列法に変更している。
７　原書では、利益剰余金の3000を、支配獲得前の子会社利益1000と、支配獲得後の子

会社利益2000に分け、支配獲得前の子会社利益だけが相殺消去の対象であるとしている
（Stein［1988］p. 9）。これに対し本稿では、設定を変更し、利益剰余金3000の全額が支配
獲得時にすでに計上されているものとみなして処理している。利益剰余金を支配獲得前の
利益から生じたものと支配獲得後の利益から生じたものに分けるということは、原書で取
り扱われているのが支配獲得後の連結であることを意味しており、連結開始時の連結修正
仕訳を明らかにするという本稿の意図に即していないからである。
８　「支配権の原価」という表現は他のテキストにもあるが、テキストによっては「連結の

れん」（Ellmer［1974］p. 2；Jaeger［1976］p. 13）を指している場合もあれば、子会社資
本における親会社持分や非支配株主持分を算定するための「仮の名目的な元帳勘定（pro-
forma nominal ledger account）」（Hove［2006］p. 13）を指している場合もある。した
がって、支配権の原価という語句は多義的であることに、注意が必要である。ただ、子会
社資本の親会社持分や、のれんの金額を算定するための勘定であることは共通している。
９　Stein［1988］の表現では profit and loss account とあるが、この勘定は利益を累積する

ために貸借対照表に置かれていることから、利益剰余金と同じ性質のものと判断した。
10　連結帳簿による連結財務諸表作成手続の詳細については、池田［2016a］［2016b］［2017］
［2018］を参照。
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〔論　説〕

企業と存続
── 価値観・文化と競争力 ──

野　末　英　俊

　　１．はじめに

　　２．企業規模の拡大

　　３．分業と価値観・文化

　　４．顧客の共感と存続

　　５．むすび

１．はじめに

　マルクスは、「資本主義生産様式が支配的な社会においては、社会の富は

「一つの巨大な商品の集まり」として現れ、個々の商品はその形態要素として

現れる（1）」とした。資本主義は、すべてのものが商品化する体制である。資本

主義においては、地域・家庭のサービス（家事・教育・介護）、労働力までも

が商品化される。資本主義の成立と発展によって、商品市場は急速に拡大し

た。貨幣経済が、社会の隅々にまで、浸透するようになった。資本主義が発展

し、知識経済（2）化した現代においても、商品化は益々進展している。

　企業は、市場に浮かぶ小舟（3）であり、商品を販売することによって、存立が

可能となる。販売は、マルクスが、「命がけの飛躍（4）」、ドラッカーが「顧客の

創造（5）」と述べた。企業が、長期的に存続することは、困難な課題である。企
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業が、存続するためには、需要が必要である。資本主義の歴史をみれば、需要

の存在が、さまざまな革新を生み出す源泉となってきた。

　消費者は、各自の問題解決のための欲求をもっており、市場において、需要

として現れる。企業は、このような問題を解決するための商品・サービスを供

給し、これと見返りに貨幣（利潤）を受け取る。今日、グローバル競争が激化

しており、企業の存続は、ますます困難な課題になっている。市場における企

業の優位性は、先ずは、規模や資本力によって、優位が確立される。

　企業の目的の存続のためには、利潤が必要であり、需要の獲得をめぐる企業

間の競争が、イノベーション（革新）を生み出す（6）。市場における需要をめぐ

る競争が、イノベーション創出の要因となっている。資本主義の発展は、イ

ノベーションによって実現され、「不断に変化する（7）」。イノベーションは、競

争によって促進される。J. A. シュンペーターは、企業家が、自由競争の中で、

新結合によって、経済の均衡を高めることによる、資本主義発展の必然性を指

摘した。資本主義は、動態であり、常に、発展を志向する。この発展を実現す

る手段が、イノベーションである。P. F. ドラッカーは、イノベーションとは、

「すでに活力を失ったもの、陳腐化したもの、生産的でなくなったものの廃棄

を制度化すること（8）」とした。企業は、陳腐化し、競争力を喪失した事業分野

から、迅速に撤退（9）し、将来性の見込める、新分野に、集中して投入する必要

がある。また、ポーターは、「イノベーションは、圧力・必要性、または逆境

から生まれる（10）」としている。

　企業にとっての成長要因は、革新（11）である。従来の技術や、ビジネス・モ

デルは、急速に陳腐化し、他方において、ICT を中心に、活発な技術革新が

展開されている。産業構造が急速に転換し、先進国においては、より付加価値

の高い、研究開発部門や、EV などの先端的な産業での競争に移行するように

なった。市場における競争力は、価格・品質・近年においては、環境に対する

配慮などが、顧客が、企業の商品・サービスを選択する際の目安となることが

多い。今日では、イノベーションは、個人ではなく、大企業が巨額の研究開発
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費を用いて、チームとして行うことが多くなっている。このように、競争がグ

ローバル化した現代においては、規模と資本力が、その競争力に、大きな影響

を及ぼすようになっている。

　企業の存続にとって、規模・資本と同時に、価値観・文化的要因といった暗

黙知（12）は、その存続に、重要な役割を担う。企業が立地する国に、天然資源

が豊富に存在することは、企業にとって、有利な条件であるが、しかし、天然

資源は、発展の絶対条件ではない。他方、企業の発展にとって注意すべきもの

は、国の社会構造・文化である。企業家の出現は、国の社会構造と関連性をも

つ。国力にとって、天然資源などの物理的要因だけが、競争力の源泉ではな

く、市場における自由な競争を容認する社会構造・社会風土が存在すること

は、国際競争力をもつ企業の出現に役立つ。

　企業においても、規模・資本力だけでなく、価値観・企業文化が、その競争

力にとって、重要な意味をもつ。このように、企業文化は、存続と関係性をも

つ。企業文化に、顧客を中心とするステイク・ホルダーの共感が得られたと

き、企業の存続は、容易になる。顧客は、企業の製品・サービスの購入におい

て、その機能・品質・性能ばかりでなく、企業の文化や、価値観・文化を理解

しようとする。ホンダ、トヨタ、ソニー、パナソニック（13）・ユニクロなどは、

その文化によって、顧客を引き付ける。企業は、価値観・文化的要因によって

も、競争力を強化することが可能である。「文化の視点は「社格」を高める（14）」

企業活動の成果は、地域や社会からの共感を得るものであることが望ましい。

　本稿では、企業の規模・資本力のみならず、企業の深層の価値観・文化的要

因に対する顧客の共感が、企業の長期的存続にとって、不可欠であることにつ

いて、分析を、試みることとする。

２．企業規模の拡大

　資本主義の発展とともに、企業規模の拡大が急速に進展した。初期資本主義
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においては、個人企業が中心であったが、資本の集積・資本の集中によって、

企業規模の拡大が急速に進展した。企業規模の拡大は、とりわけ資本の集中に

よって、短期的に実現される。とりわけ、株式会社制度によって実現された。

大塚久雄は、「……その現存所有関係を一応維持しつつ、自らの低き個別性を

否定してより高きより巨大な個別性の中に自己を止揚してゆく。そして、資本

所有関係が「社会化」され、いわば「社会的私有」となってゆく。かかる集中

の仕方において展開されてゆく個別資本の形態を、われわれは「企業形態」─

その原基形態たる個人企業をもふくめて─とよぼう。そしてこの「企業形態」

は、さきにもふれておいたように、「会社企業」と「独占企業」（カルテル・ト

ラスト・コンツェルン）の二つの発展形態をもち、そして前者すなわち会社企

業はさらに上述の三基本形態をふくみ、その中われわれの当面の対象たる株式

会社が最高の形態だったのである（15）」「……しからば、オランダ東インド会社

はいかなる点において、……「株式会社」とよばれるものであったか。……第

一は、いうまでもなく、取締役の無限責任が消失して「会社員の有限責任制」

が確立されたことである。そしてこの点が株式会社への推転の決定的な標識で

あることは、すでに繰返し述べたところである（16）」このように、社員（出資

者）全員の有限責任制の確立をもって、会社形態、すなわち企業形態の最高形

態である株式会社制度が確立したとしている。資本の集積・集中によって、企

業による資本蓄積と、株式会社制度の浸透、M&A によって、資本主義におけ

る企業規模は、急速に拡大した。同時に、企業は、労働集約型から、資本・技

術集約型へと発展した。

　19世紀後半には、アメリカにおいて、大企業が形成（17）されるようになった。

その最初の近代的大企業は、鉄道であった（18）。こうして、巨大企業の出現と

寡占体制（19）へと経済は、移行した。「企業制度は、基本的に企業規模を拡大す

る方向で発展してきた（20）」20世紀への転換期には、アメリカ（21）・ドイツで、

多くの独占企業（22）が出現した。巨大な独占企業は、市場を支配し、巨額の独

占（超過）利潤を獲得することが、可能であった。このような独占企業は、国
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内市場を支配し、しばしば海外市場に進出し、その支配を図った。企業の存続

にとって、企業規模は、重要な意味をもつ。大企業（23）は、中小企業よりも豊

富な資源、大きな市場と資本蓄積をもつ。大企業は、中小企業よりも景気変動

に強く、存続が容易である。市場における需要の拡大は、商品の供給を行う企

業の生産力の向上と技術革新を必要とすることになった。このことは、同時

に、企業規模の拡大を促した。特に、大企業は、大量生産によって、標準的な

商品・サービスを低価格で市場へ供給することが可能である。

　今日では、寡占企業を中心とする経済体制（寡占経済）が形成されるように

なった。寡占経済における市場では、企業間の熾烈な競争が行われている。企

業は、市場における、この熾烈な競争の中で生き残るために、活発なイノベー

ションを展開することになる。ここで、企業の競争力は、価格競争力や品質が

問われる。

　大企業は、商品一単位当たりの人件費、原材料のコストを削減することがで

きる（24）。大企業は、製造コストを大きく節約することによって、企業間競争

において、有利な立場に立つことができる。市場が拡大するにつれて、市場に

おける巨大な需要を、製品を一個一個つくりあげる職人的な個別生産によっ

て、充足することは、困難となる。こうして、資本主義においては、大量生産

方式が、大きな役割を担うようになる。今日では、企業の生産力が高まり、市

場における需要を上回る商品・サービスの供給力をもつようになっている。大

企業は、研究開発や設備投資に大量の資本を投入することによって、新技術の

開発や、コストの削減が、可能である（規模の経済（25））。大企業は、施設を供

用化し、コストを削減することが可能である（範囲の経済（26））。大企業は、総

売上高を増大させ、回転率を上昇させることによって、経済性を生み出すこと

ができる（速度の経済（27））。

　経済のグローバル化が進展する中で、企業規模・資本の役割は、ますます高

まっている。企業規模と資本は、企業の存続にとって、一層重要な役割を担う

ようになっている。しかし、規模（28）と資本によってだけでは、企業は競争力
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を維持することは、困難である。顧客は、価格だけではなく、品質・性能、さ

らには、商品・サービスを生産する企業の深層の構造を理解しようと試みる。

３．分業と価値観・文化

　今日、経済のグローバル化が進展し、グローバル市場が出現し、分業関係の

進展と、企業の専門化がみられる。人類の歴史は、分業の歴史であった。分業

は、生産性向上の基本的手段である。マルクスは、人類の最初の分業は、男女

間の役割の分業であったと述べた（29）。原始時代の人類は、自給自足的であっ

たが、常に生活基盤を移動する狩猟生活から、生活の定着を可能にした農業・

牧畜への移行による農業革命によって、生産性の向上と、財産の蓄積が可能に

なった。人類は、こうした、蓄積物の交換によって、分業化が進展し、それぞ

れが、特定の役割に特化するようになり、この分業関係によって、生産性が高

まった。

　アダム・スミスの『国富論』（1776）は、分業論から、始まっている。「分業

をひきおこすのが交換力であるように、その分割の範囲もまたつねにこの力の

大きさによって、いいかえれば、市場の広さによって制限せざるをえない。市

場がきわめて小さいばあいには、だれ一人として一つの仕事に献身するための

刺激を受けることができない、というのは、自分自身の労働の余剰部分のなか

で、自分自身の消費をこえてあまりあるすべてのものを、他の人々の労働の生

産物のなかで、自分が必要とするような部分と交換する力が欠如しているから

である（30）」分業は、生産力向上の基本手段である。市場の規模が、拡大する

ほど、分業が進展することになる。

　リカードは、比較生産費説で、国際的分業が、相互の利益になることを指

摘した。リカードは、比較優位説を説いた。「われわれは商品を製造し、その

商品で海外の財貨を購買している。なぜなら、そのほうが、国内で生産できる

よりも多量の財貨を取得できるからである（31）」を唱え、自由貿易を推奨した。
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他方、ドイツのリストは、保護貿易について論じた（32）。

　分業は、「構想と執行の分離（33）」も含めて、これからも進展することが予測

される。分業の進展によって、社会的分業や企業内の工程内分業が進展する。

分業によって、専門化や、作業の細分化が進展する。経済のグローバル化は、

世界の分業化を一層進展させる。職業分化という社会的分業、資本主義の工場

内においては、工程間分業が行われるなど、さまざまな分業を進展する。

　1950年代以降、アメリカの大企業が、海外直接投資を拡大して、多国籍企

業が出現した。多国籍企業は、グローバル企業と呼ばれるようになったが、先

進資本主義国の巨大企業が、国境を越えて、分業関係を構築しようとするもの

であった。他方、企業間の提携も進展して、国境を越えた、サプライ・チェー

ン（部品供給網）が、構築されるようになった。このような、国際的な分業が

進展する中で、企業は、得意分野を絞り込んで、専門化し、経営資源を、集中

的に投入することが、その競争力を高めることに役立つ。グローバル市場の出

現によって、大企業といえども、一つの企業で、全てを行うことは困難となっ

た。今日では、巨大な総合企業が力を失い、専門企業が台頭している。大企業

においても、得意分野に、経営資源を集中せざるを得なくなっている。一つの

企業で、全てを行おうとする垂直統合型の大企業は、特定の得意分野に焦点を

絞って専門化された企業に、その基盤を切り崩される（34）。企業の経営資源は

有限であり、大企業においても、例外ではない。企業が、すべての分野で、優

位性をもつことは、できない。

　1990年代以降には、ICT 産業を中心に、従来の垂直統合型とは異なる水平

分業型の企業間ネットワーク関係が形成されるようになった。ICT 企業は、

ネットワークの一端を担うことによって、存続しようとする。産業の規模が大

きく、先端的な技術を必要とする分野においては、一企業が、産業の全てにお

いて、競争力をもつことは、無理である。インテルは MPU で、マイクロソフ

トは OS で、アマゾンは EC で、グーグルは情報の整理で競争力を確保しよう

とする。ビジネス環境のグローバル化（35）する企業が、自らの得意分野に特化
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し、それぞれの競争力の源泉を強化しようとしていることが、今日のグローバ

ル資本主義の特徴である。

　今日の経済において、注目されているのは、オープン・イノベーションであ

る。経済のグローバル化が進展した時代においては、垂直統合型の企業が限界

に直面し、自らの知識と、他企業の知識を、結合させて、新しい知識を生み出

すオープン・イノベーションが重視されるようになっている。チェスブロウ

は、『オープン・イノベーション』（2004）を著し、1990年代以降、垂直統合型

の大企業が、競争力を失い、ネットワークの一部を担う企業が、一般化してい

ることについて、指摘した。「20世紀終わりにクローズド・イノベーションは

崩壊の危機に直面していた。ひとつの要因は、熟練した労働者の流動性の高ま

りであった。熟練労働者が長年働いた会社を去るとき、その長年蓄積した知識

も新たな雇用者の下に持ち去っていった。……クローズド・イノベーションは

もはや持続可能ではなくなった。……オープン・イノベーションは企業内部と

外部のアイデアを有機的に結合させ、価値を創造することをいう（36）」「オープ

ンイノベーション・パラダイムは、企業内の研究開発（R&D）活動が製品の

社内開発をリードし、その製品を同じ会社が流通させるという従来の垂直統合

モデルに対するアンチテーゼと考えることができる。……自社のテクノロジー

を発展させたいのなら、社会のアイデアとともに社外のアイデアも活用できる

しそうすべきだということ、そして市場への進出にも、社内とともに社外を経

由したルートを活用すべきだということを想定したパラダイムである（37）」「通

常、大規模企業には強力なビジネス・モデルがある。しかし、大規模企業に

は、小規模企業にはないリスクがある。成功したビジネス・モデルをもつ大規

模企業は、オープン・イノベーションの機会追求のために自らを変革すること

が難しい（38）」。

　今日、グローバル競争の中で、大企業においても、垂直統合型の経営は、ま

すます困難になっている。また、国境を越えたサプライ・チェーンが形成さ

れ、多くの企業は、このネットワークの一部の役割を担うようになった。この

― 22 ―



企業と存続

ように、大企業は、分業関係をグローバルに拡大して、最適な研究開発・生

産・販売体制によって、コストの削減と売り上げ・利益の極大化に努めてい

る。

　1990年代以降、アメリカの経済発展の中心的役割を担ったのが、ICT 産業

であった。アメリカの ICT 産業においては、アップルのように、垂直統合型

の大企業が存在したが、大部分は、マイクロソフト、グーグルのように、ネッ

トワークの一端を担っている企業であった。同時に、サプライ・チェーン（供

給網）の国際化が、形成されている。

　1990年代以降みられるイノベーションの特徴は、オープン・イノベーショ

ンである。垂直統合型の経営が、競争力を失い、大企業においても、専門化し

た企業が競争力をもつようになっている。先進国においては、企業が、製品の

企画・開発に特化し、製造は、海外の企業にアウトソーシングする企業（ファ

ブレス企業）が増大している。総合から、専門化への移行が、今日の資本主義

の、一般的傾向である。

　ここで、大企業といえども、経営資源は有限であり、すべての分野で、優位

性をもつことはできない。市場における自らの得意分野に特化し、この分野に

経営資源を集中し、不得意な分野は、他企業に外部委託するようになった。今

日においては、多くの産業で、サプライ・チェーンが、国境を越えて、グロー

バル化し、企業は、このサプライ・チェーンの一部において機能し、この部分

について、競争力をもつことを求められるようになっている。こうして、今日

では、グローバルな分業関係が、構築されるに至っている。

　企業は、専門化によって、コア・コンピタンス（39）を生み出すことが容易に

なる。企業は、「選択と集中」を行い、コア・コンピタンスに経営資源を集中

し、その他の分野は、アウトソーシングによって、他企業に委託（業務の外部

委託）するようになった。経済がグローバル化した時代においては、企業は、

専門化が必要であり、この専門化した分野における革新が、企業の競争力を形

成し、企業の存続を可能にする。企業の存続においては、企業がもつ、コア・
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コンピタンスが、重要な役割を担う。コア・コンピタンスが、他企業が、容易

に真似ができない状況にまで、高められたとき、企業の競争力は確固としたも

のになる。ここで、企業文化を基盤とした競争力は、他企業が容易に模倣でき

ない。企業は、専門化された分野で、コア・コンピタンスを研ぎ澄まし、市場

における、自らの地位を、強化しようとする。

　今日の企業においては、専門化とオープン・イノベーションが重要になって

いる。企業は、自らの得意分野と、他企業の優位性を、巧みに結合すること

が、求められるようになっている。今日の資本主義では、先端分野において、

技術革新のスピードが速くなり、製品の研究開発コストは巨額になっている。

同時に、従来の技術は、急速に陳腐化している。企業にとって、絶えざるイノ

ベーションが必要となる。今日では、グローバル競争の中で、分業と専門化が

進展している。20世紀型の独占的大企業は、その資金力によって、原料の獲

得や市場の支配・統制を行おうとした。しかし、大企業においても、「総合」

を維持することが、ますます困難になっている。大企業は、垂直統合（自前主

義）が、一般的であり、高い内製率がみられたが、総合から専門企業への移行

が、進展している。

　このように、企業は、特定の分野で、より専門化された能力・技術を維持

し、高める必要が生じている。先端分野を中心に、技術革新が進展する中で、

製品の製造には、高度な技術が必要となっており、大企業といえども、全ての

事業活動を自前で行うことは困難である。企業は、専門化によって、技術水準

を高め、コストの削減のみでなく、差別化された商品・サービスへのイノベー

ションを試みることが可能となる。

　グローバル競争においては、大企業においても、企業規模と資本力によって

のみでは、業界における地位を維持することは困難になっている。企業は、得

意分野を絞り込み、市場において、橋頭保を構築することが望ましい。今日、

大企業においても、専門化が進展している。同時に、分業と専門化は、生産

する商品・サービスの機能とともに、これに関連した、価値観・文化を生み出
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す。とりわけ、価値観は、顧客の共感を獲得する革新にとって、重要な要因で

ある。このように、創業以来、企業の歴史の中で形成された、価値観・文化（40）

といった深層の競争力（41）が、顧客の共感を生み出し、ブランドの構築や安心

感をもたらすとき、ステイク・ホルダー（消費者・ユーザー・従業員・供給業

者・金融機関・政府（42））の長期的な支持を獲得することが可能となる。

４．顧客の共感と存続

　アダム・スミスは、資本主義の発展とともに、商品経済が浸透して、中世の

共同体的関係が解体して、利己的関係になっても、人間間の同感（共感）は残

るとしている。スミスは、同感について、「人間がどんなに利己的なものと想

定されうるにしても、あきらかにかれの本性のなかには、いくつかの原理が

あって、それらは、かれに他の人びとの運不運に関心をもたせ、かれらの幸福

を、それを見るという快楽のほかにはなにも、かれはそれからひきださないの

に、かれにとって必要なものとするものである。この種類に属するのは、哀れ

みまたは同情であって、それはわれわれが他の人びとの悲惨を見たり、たい

へんいきいきと心にえがかせたりするときに、それに対して感じる情動であ

る（43）」「人間関係の本質は共感にある（44）」としている。また企業にとって、存

続が最大の課題である。企業が、長期的に存続することは、容易ではない。市

場において、企業は、存続するために競争力をもつ必要がある。

　今日、顧客を中心とする、企業のステイク・ホルダーが企業のもつ、価値

観・文化への共感の程度が、企業の競争力にとって、大きな役割を担うように

なっている。ジョセフ・S・ナイは、軍事力・経済力などのハード・パワーと

ともに、価値観・文化などのソフト・パワーが、力の形態の１つとして認識さ

れるべきことを指摘した（45）。E. H. シャインは「文化は、過去の成功が残して

いったものなのである。たとえ、文化のある要素が機能不全に陥っているよう

に見えたとしても、それは、まだ強みでありつづけている他の多くの要素の中
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の、ほんの少数のものに過ぎないことを忘れてはいけない。組織の運営に変革

が必要な場合、弱さであるかもしれない要素を変えようとするよりもむしろ、

既存の文化的強さを土台に築いていこうとする方が良い（46）」としている。価

値観・文化（47）は、模倣が困難であり、企業の存続と競争力にとって、重要な

要因である。

　M. E. ポーターが指摘するように、企業の優位は、模倣される（48）。大企業で

あっても、革新を怠れば、たちまち、後発企業の挑戦に直面し、市場における

地位を喪失する。企業は、長期的に存続するために、容易に他企業が模倣でき

ないような、競争力の源泉をもつ必要がある。ここで、企業の形式的な技術

は、容易に模倣可能である。しかし、形式的な商品・サービスを支えている、

深層に位置する、企業の価値観・文化（49）は、目に見えず、他企業がこれを真

似ることは、容易ではない。このように、企業が、競争力を維持するために

は、顧客を中心とするステイク・ホルダーの企業の価値観・文化に対する共感

の獲得が必要となる。

　経済のグローバル化と共に、企業環境は、急速に変化している。経済社会の

中での技術革新は、急速である。ここで、大企業は、大きな信用と資本蓄積、

豊富な経営資源を保有している。大企業は、資金力を生かして、活発なイノ

ベーションが可能である。大企業の多くは、ブランド（50）を保有しており、ブ

ランドは、企業にとっての無形の財産であり、このようなブランドが、企業の

競争力に大きな影響を及ぼす。

　大企業の技術やビジネス・モデルや技術も、後発企業によって、長期的に

は、模倣される。しかし、価値観・文化は、企業が蓄積した成功体験が形を変

えたもので、後発企業は、容易に、模倣できない。企業は、このように、技

術、商品・サービスの機能・品質・性能を、企業文化と関連付けることが必要

であり、このことが、顧客の企業に対する共感を生み出し、ブランドの構築や

安心感によって、企業の存続に、役に立つ。企業の生産する商品・サービスの

深層に存在する価値観・文化的要因に対する顧客の共感・支持は、企業の存続
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にとって、重要な要因である。

５．むすび

　資本主義の外枠は、商品（貨幣）経済であり、この枠組みは、ますます強化

されている。経済のグローバル化する中で、企業の規模と資本力は、その存続

と競争力にとって、有利に作用する。他方、グローバル市場の出現は、分業と

専門化を進展させる。企業が、長期的に存続することは、容易ではない。

　企業は、存続するために、新しい視点によるイノベーションが必要となる。

企業の存続のためには、市場における需要が必要であり、この需要をめぐる競

争が、イノベーションを生み出す要因となり、このことが、資本主義社会の発

展の要因となる。企業が、競争力をもつためには、顧客のもつ問題の解決に役

立つ商品・サービスを提供することが必要である。他方、今日、市場がグロー

バル化した結果、巨大企業といえども、すべてを、自ら行うことはできない。

企業は、ネットワークの一部として、機能することを求められるようになって

いる。20世紀に広範にみられた、垂直統合型の大企業が、次第に競争力を失

い、専門企業の役割が高まっている。企業は、専門化することによって、活発

なイノベーションが可能となる。

　同時に、企業は、価値観・文化をもつ。企業の競争力は、規模・資本力だ

けでは、決定されない。企業の競争力にとって、企業の生産する個々の商品・

サービスの特性（品質・価格・環境への配慮等）は、消費者が、購買を決定す

る主要な要因であるが、同時に、企業のもつ価値観・文化的要因に対して、顧

客は、関心をもっている。企業の深層の価値観・文化に対する顧客の共感の獲

得が、企業の存続に、重要な役割を担うと考えられる。

（注）
（1）カール・マルクス、中山元訳『資本論　経済学批判　第１巻Ⅰ』日経 BP 社、2011年、
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ユーザー主導型オーケストレーションの理論構築に向けた考察

〔論　説〕

ユーザー主導型オーケストレーションの 
理論構築に向けた考察

加　藤　好　雄

１．はじめに

　近年、デジタル技術の進展、特に生成 AI の登場により、ユーザーの情報収

集・活用能力が飛躍的に向上し、製品やサービスの提供プロセスが大きく変化

しつつある。従来の企業主導型モデルでは、企業が事前に設定した一定の枠組

みの中でユーザーが受動的に製品やサービスを選択することが一般的であった

が、現代ではユーザー自身が主体的に複数の製品やサービスを選択し、それら

を自らのニーズに応じて動的に組み合わせ、調整・統合するプロセスが可能と

なっている。特に生成 AI が提供する高度な情報処理能力やパーソナライズさ

れた推奨機能は、ユーザーが主体的にサービスを統合するための重要な支援基

盤となっている。この新たなプロセスは、ユーザーが主体となり価値を積極的

に統合・創出することを意味しており、マーケティングやサービス理論の分野

においても学術的な関心を集め始めている。しかしながら、例えばサービス・

ドミナント・ロジック（SDL）や顧客価値共創（CVC）理論は顧客との共創

プロセスを重視するものの、ユーザー自身が動的に複数のサービスを統合する

主体としての視点は十分に理論化されておらず、理論的な整理と位置付けが課

題である。
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　本研究は、この新しい動きを「ユーザー主導型オーケストレーション」とし

て概念化し、その理論的整理を行い、既存のマーケティング理論における位置

付けとその発展への貢献可能性を考察することを目的としている。ここでい

う「オーケストレーション」とは一般に、複数のリソースを戦略的に統合・調

整するプロセスを指し、元来は企業が競争優位性や価値創出を目的として行っ

てきた。しかし、本研究が焦点を当てるのは企業ではなくユーザー自身が主体

となって行うプロセスであり、サービス・ドミナント・ロジック（SDL）や顧

客価値共創（CVC）の理論を基盤としつつ、これらの既存理論の説明力の限

界を補完・拡張する可能性を秘めている。ユーザー主導型オーケストレーショ

ンは、マーケティングおよびサービス理論に新たな理論的視座を提供するとと

もに、企業がユーザー主導型のサービス設計やマーケティング戦略を構築する

際の実践的指針となる点で重要な意義を持つ。研究目的を達成するため、本研

究ではオーケストレーション理論、サービス・ドミナント・ロジック（SDL）、

顧客価値共創（CVC）、テクノロジー受容モデル（TAM／UTAUT）、ユー

ザーエクスペリエンス（UX）、知識創造理論（SECI モデル）、マーケティン

グ5.0を中心に、関連する国内外の文献を包括的に収集・分析した。具体的に

は、1980年代以降の基礎理論から最新の研究成果までを幅広く対象とし、体

系的な文献レビューを行った。収集した文献を整理し、その結果を第２章の理

論的背景、第３章の研究動向の分析で詳細に提示する。さらに第４章では、実

際の AI を活用した事例とユーザー主導型オーケストレーションの新たな理論

的枠組みから、その理論的および実務的意義について議論を展開する。

２．理論的背景と概念の整理

　本章では、本研究の基盤となる主要理論および概念を、中心理論、基盤理

論、補完理論の3つのカテゴリーに分類して整理する。具体的には、中心理論

としてオーケストレーション理論（Orchestration Theory）、基盤理論として
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サービス・ドミナント・ロジック（Service-Dominant Logic: SDL）および顧

客価値共創（Customer Value Co-creation: CVC）、補完理論としてテクノロ

ジー受容モデル（TAM／UTAUT）、ユーザーエクスペリエンス（UX）、知識

創造理論（SECI モデル）、マーケティング5.0を取り上げる。

　各理論は本研究の概念枠組みにおいて相互に連携し、理論的整合性を構成す

る。中心理論であるオーケストレーション理論は、ユーザー主導のサービス統

合プロセスを説明する中核的役割を持ち、基盤理論の SDL と CVC はその価

値創出の理論的基礎を提供する。補完理論の TAM／UTAUT、UX、SECI モ

デル、マーケティング5.0は、ユーザー行動や利用体験、知識創造、人間中心

の価値創造の観点から、中心・基盤理論の理解を深め、補完する役割を担って

いる。

2.1　中心理論であるオーケストレーション理論の概念と展開

　オーケストレーション理論は、複数のリソースを戦略的に統合・調整し、動

的に価値を創出するプロセスを体系的に説明する理論である。従来のリソー

ス・ベース理論（Resource-Based Theory: RBT）がリソースそのものの保有

や特性に着目していたのに対し、Sirmon ら（2011）はリソースを「構造化

（Structuring）」「結合（Bundling）」「活用（Leveraging）」するプロセスに焦

点を当て、「リソース・オーケストレーション」という新たな視点を提示した。

構造化とは企業や組織が必要なリソースを選定・獲得するプロセス、結合とは

リソースを効果的に組み合わせ独自の能力を形成するプロセス、活用とはリ

ソースの潜在価値を最大限に引き出し、競争優位を実現するプロセスである。

　近年、この理論は産業や市場の境界を越えたリソース統合を指す「Breadth」、

組織のライフサイクルや成長段階に応じた統合を指す「Life Cycle」、企業内

の複数階層間で調整・連携を促進する統合を指す「Depth」といった観点に展

開されている。これらの視点は企業経営のみならず、個人やユーザーといった

多様な主体が動的にリソース統合を行うプロセスの分析枠組みとしても活用さ
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れつつある。本研究では、このオーケストレーション理論を基礎として、ユー

ザー自身が主体的に製品やサービスを統合し、新たな価値を創出するプロセス

（ユーザー主導型オーケストレーション）を理論的に考察し、その実務的意義

も検討する。

2.2　基盤理論の概念と展開

（1）サービス・ドミナント・ロジック

　サービス・ドミナント・ロジックは、価値創造のプロセスを財（Goods）の

交換から「サービスの交換」へと根本的に捉え直す理論的枠組みであり、マー

ケティング研究においてパラダイム転換をもたらした重要な基盤理論である。

SDL の基本的な考え方は、価値が企業によって一方的に提供される財やサー

ビスそのものに内在するのではなく、企業や顧客など複数のアクターが相互作

用を通じて共創するプロセスに存在するというものである。この共創プロセス

においては、企業や顧客がそれぞれ持つ知識やスキル（オペラントリソース）

を活用し合い、サービス交換を通じて新たな価値が生み出される。SDL の提

唱は、企業と顧客の関係性を、単なる供給者と消費者という関係から積極的に

価値を共創するパートナーとして再定義し、マーケティング戦略における企業

の役割や活動領域を大きく変える契機となった（Vargo & Lusch, 2004）。

　SDL は近年、サービス・エコシステムという新たな概念へと拡張されつつ

ある。サービス・エコシステム視点では、価値共創を企業と顧客の二者間の相

互作用に限定せず、ネットワーク上で複数のアクターが相互に資源を提供・活

用し合うプロセスとして捉える。具体的には、多様な主体が連携・協調して資

源統合を行い、その統合プロセスを共有されたルールや規範（制度）が調整す

ることによって、価値創造がより持続的かつ効率的に進展することが可能にな

る。すなわち、サービス交換や資源統合の場は単一の企業内部ではなく、企

業間や産業を超えた広範なネットワーク全体にまで広がっている。このよう

に SDL は、単純な交換プロセスにとどまらず、制度的環境やエコシステム全

― 36 ―



ユーザー主導型オーケストレーションの理論構築に向けた考察

体を包含する広範かつ包括的な枠組みとして位置付けられ、特にデジタルマー

ケティングやプラットフォーム型ビジネスなどにおいて、企業が顧客や他企

業と協働して価値創造を促進するための実務的指針としても活用されている

（Vargo & Lusch, 2016）。

（2）顧客価値共創

　顧客価値共創は、企業と顧客が能動的に相互作用を行い、価値を共同で創出

するプロセスを重視する理論である。従来のマーケティング理論では、企業が

一方的に提供した製品やサービスを顧客が受動的に受け取る関係性が中心で

あった。しかし Prahalad と Ramaswamy（2004）は、情報技術の発展により

顧客が豊富な情報を得て主体的に行動できるようになったことで、企業と顧

客との間の価値創造プロセスが変化したと指摘する。特に彼らは企業と顧客の

相互作用そのものが価値を生み出す核心であると主張し、この新たな共創プロ

セスを DART モデル（Dialogue, Access, Risk-benefits, Transparency）とし

て体系化した（Prahalad & Ramaswamy, 2004）。このモデルでは、企業が顧

客との対話を重視し、顧客に透明性の高い情報を提供することで、相互理解を

促進し、価値創出のリスクと利益を共有する環境を整えることが強調されてい

る。

　近年の CVC 理論では、顧客の主体的な参加がもたらす実務的な効果に関す

る実証的研究が数多く展開されている。顧客を単なるサービスや製品の消費

者ではなく、企業と積極的に価値創造を行うパートナーとして位置づけること

で、より高次元での顧客体験の提供が可能となり、それが持続的な競争優位

につながるとされる。具体的には、企業が顧客参加型の製品開発やサービス設

計を行うことにより、顧客の真のニーズや期待をより精確に反映できるため、

市場への浸透性や顧客満足度の向上が期待される（Prahalad & Ramaswamy, 

2004）。このように CVC 理論は、デジタル化や消費者行動の変化に伴って企

業と顧客間の役割関係が動的かつ相互的に進化していることを示唆し、マーケ
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ティング研究およびサービスデザインの理論的基盤として重要な位置を占めて

いる。

2.3　補完理論の概念と展開

（1）テクノロジー受容モデルと統一理論

　テクノロジー受容モデル（Technology Acceptance Model: TAM）は、

Davis（1989）が提唱した理論であり、ユーザーが新しい技術や情報システム

を受容する過程を説明するための基本的枠組みである。TAM では、ユーザー

が技術を利用する意図は、その技術がどれほど役に立つと感じるかという「知

覚有用性（Perceived Usefulness）」と、どれほど容易に利用できるかという

「知覚容易性（Perceived Ease of Use）」の2つの要因によって規定されると

する。その後、Venkatesh ら（2003）は、既存の複数の技術受容理論を統合

した統一的受容理論（Unified Theory of Acceptance and Use of Technology: 

UTAUT）を提唱した。

　UTAUT では、技術利用意図や行動に影響を与える要因として「業績期待

（Performance Expectancy）」「努力期待（Effort Expectancy）」「社会的影響

（Social Influence）」「支援的条件（Facilitating Conditions）」という4つの主要

要因を設定し、さらにこれらの影響を調整する要素としてユーザーの性別、年

齢、経験、利用の自発性を加えた。この統一的な理論枠組みは、特に IT 導入

プロジェクトやデジタルサービス設計において、ユーザー受容度の予測や促進

策の立案のために実務的に広く活用されている。

（2） ユーザーエクスペリエンス

　ユーザーエクスペリエンス（User Experience: UX）は、製品やサービスを

利用する際にユーザーが感じる主観的な体験全般を指す概念である。UX は単

なる製品やシステムの使いやすさや効率性にとどまらず、利用中にユーザーが

経験する感情的な側面（楽しさ、快適さ、満足感）も含めた幅広い領域を対象
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とする。国際標準規格である ISO 9241‒210（2010）では、UX を「製品、シ

ステム、サービスの利用に伴うユーザーの知覚と反応」と定義し、ユーザーの

感情、信念、嗜好、心理的・身体的反応などを広範囲に含めている。

　近年、製品やサービスが高度化・多様化するなかで、UX の重要性は増して

いる。従来のユーザビリティ評価が機能性や操作性に限定されていたのに対

し、UX の評価は感性や情緒に関連するヘドニック要素（Hedonic elements）

を含み、ユーザーの総合的な体験価値を重視している。例えば、Apple 製品の

ように単なる使いやすさに加えて、感覚的な満足やブランドへの愛着を生む設

計などがヘドニック要素の典型である。そのため、企業や組織がユーザー主体

のサービス設計を行う際、UX の視点を取り入れることで顧客満足やブランド

ロイヤルティの向上を図ることが可能になる。

（3）知識創造理論（SECI モデル）

　知識創造理論（SECI モデル：Knowledge Creation Theory - SECI Model）

は、Nonaka と Takeuchi（1995）によって提唱された知識経営の中核理論

である。この理論では、知識を「暗黙知（Tacit Knowledge）」と「形式知

（Explicit Knowledge）」に区分し、それらの相互変換を通じて新たな知識が創

造されるプロセスを説明している。具体的には、共同化（Socialization）、表

出 化（Externalization）、 連 結 化（Combination）、 内 面 化（Internalization）

の４つのプロセスを経て、個人の知識が組織全体の知識へと拡大・深化される

とする。

　SECI モデルでは、個人間の直接的な対話を通じて暗黙知を共有する共同化

から始まり、それが言語や文書などの形式知として明示化される表出化を経

て、異なる形式知が体系的に統合され新しい知識体系が形成される連結化に至

る。最後に、それらが再び個人の内面的な理解や行動に取り込まれ、暗黙知

として蓄積される内面化によって知識創造のスパイラルが継続的に進展する。

この知識創造プロセスは、製薬業界における研究開発プロセスや IT 企業のア
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ジャイル型開発環境などで広く応用されており、組織のイノベーション促進や

競争力強化に重要な役割を果たしている。

（4）マーケティング5.0

　マーケティング5.0は、Kotler ら（2021）により提唱された最新のマーケ

ティング概念である。この概念は、マーケティングの進化を「製品志向（1.0）」、

「顧客志向（2.0）」、「人間中心志向（3.0）」、「デジタル化（4.0）」と整理した上

で、その先にある「テクノロジーと人間中心性の融合」として位置付けられ

ている。マーケティング5.0は、AI（人工知能）、IoT、ビッグデータなどの最

新技術を活用しながら、同時に顧客一人ひとりの体験やニーズを深く理解し、

パーソナライズされた価値提供を目指すことを特徴としている。

　具体的には、リアルタイムで顧客のオンライン行動を分析し、それに基

づいたパーソナライズ広告やレコメンデーションなどのデータ駆動型（Data-

driven）マーケティング戦略が展開される。特にデジタルトランスフォーメー

ション（Digital Transformation: DX）が進展する中で、企業がテクノロジー

を通じて顧客体験の質を向上させ、共感やエンゲージメントを高めることが

競争優位性の源泉になると指摘されている。このようにマーケティング5.0は、

顧客中心のデジタルマーケティング戦略に対して、理論的基盤と実務的指針を

提供している。

３．理論的基盤と先行研究の展開

3.1　先行研究レビューの視点と分析手順

　本章では、第２章で理論的背景として整理した中心理論（オーケストレー

ション理論）、基盤理論（サービス・ドミナント・ロジック、顧客価値共創）、

補完理論（テクノロジー受容モデル、ユーザーエクスペリエンス、SECI モデ

ル、マーケティング5.0）に関する先行研究を体系的にレビューし、それらの
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理論が相互にどのように関連付けられ、発展してきたのかを明確化する。第２

章においては、各理論の概念的枠組みや役割を個別に整理したが、実際の研究

動向の中で各理論が相互にどのような関連性を持ち、ユーザー主導型オーケス

トレーションという新たな概念形成の理論的基盤をどのように提供しているか

について、より総合的・実証的な解釈を加える必要がある。

　したがって、関連する重要文献を基礎的理論形成期（1980～2010年）およ

び AI・デジタル技術応用・展開期（2011～2024年）の二つの時期に区分し、

それぞれの理論的背景、研究方法、理論的および実務的示唆の観点から分析し

た。この分析を通じて、各理論がどのように相互に関連し合い、ユーザー主導

型オーケストレーションという新たな概念の理論的基盤を形成しうるかについ

て、より体系的かつ具体的な分析を行うことで、新たな理論構築に向けた今後

の研究課題を提示する。

3.2　基礎的理論形成期（1980〜2010年）の研究動向

　1980年代から2010年頃の基礎的理論形成期には、ユーザーがサービスや

価値創造に主体的に関与するという視点が提起された。マーケティング研究

ではサービス・ドミナント・ロジック（SDL）が登場し、企業が一方的に価

値を提供する従来のモデルに対して、顧客自身が価値を共創する主体である

との認識が提示された（Vargo & Lusch, 2004）。さらに、顧客価値共創理論

（CVC）は、顧客と企業の相互作用を通じて価値が生まれることを体系的に整

理し、顧客をパートナーとして位置付ける考え方を深化させた（Prahalad & 

Ramaswamy, 2004）。これらの理論は、ユーザーを価値創造の主体と捉える考

え方を提示し、本研究が新たに提唱する「ユーザー主導型オーケストレーショ

ン」という概念構築の理論的基盤となる。

　情報システム研究では、テクノロジー受容モデル（TAM; Davis, 1989）が

ユーザーの技術受容意図を定量的に把握する方法を提示し、ユーザー視点での

技術利用の理論的基礎を築いた。さらに、UX（ユーザーエクスペリエンス）
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の概念（Norman, 2004）が製品やサービスの利用に伴うユーザーの主観的体

験の重要性を示した。これらの理論は、ユーザーが主体的にサービスや技術を

受容し活用する際の心理的・行動的側面を補完的に説明するものであり、本研

究が提案するユーザー主導型オーケストレーション概念において、ユーザーの

行動や体験を分析するための重要な理論的支援を提供するものである。

3.3　AI・デジタル技術の応用・展開期（2011年〜2024年）の研究動向

　2011年以降、AI・IoT・ビッグデータ等のデジタル技術が実務で広く利用さ

れるようになり、既存の理論が具体的な応用局面を迎えた。マーケティング分

野では Kotler ら（2021）がマーケティング5.0を提唱し、AI 技術を活用して

顧客個人に最適化されたサービスを提供するための新たな枠組みが構築され

た。この動向は、SDL が示した顧客主体の価値共創を、AI 技術を通じてリア

ルタイムに支援するものであり、本研究で提唱するユーザー主導型オーケスト

レーション概念の実践的な展開可能性を示す重要な先行事例として位置付けら

れる。

　経営戦略論では、リソース・オーケストレーション理論（Sirmon et al., 

2011）が、企業内外のリソースを動的かつ戦略的に統合・調整するプロセスを

理論化した。さらにエコシステム・オーケストレーション（Linde et al., 2021）

では、企業やユーザー、パートナー企業間の資源調整と協調の仕組みが明確化

された。これら既存の理論的枠組みは、本研究におけるユーザー主導型オーケ

ストレーションの提案にあたり、ユーザー自身がサービス統合を主体的に行う

新しいプロセスを理論化するための重要な参照枠を与えるものである。TAM

や UX 理論は、ユーザーがデジタル技術をどのように受容し活用するかという

具体的プロセスを示し、新規に概念化するユーザー主導型オーケストレーショ

ンの枠組みにおいて、ユーザー行動の実証的分析を可能にする補完的役割を果

たす。
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3.4　統合的考察と今後の研究課題

　本章の統合的レビューを通じて、ユーザー主導型オーケストレーションとい

う新たな概念を構築するための理論的基盤が明確になった。特に中心理論とし

て位置づけたリソース・オーケストレーション理論は、リソースの戦略的統

合・調整プロセスを提示し、基盤理論であるサービス・ドミナント・ロジック

（SDL）および顧客価値共創（CVC）は、価値創造におけるユーザーの主体性

や企業との協調関係を示している。これらの理論間の連携は、ユーザーが複数

のサービスを主体的に組み合わせ、動的に価値創出を図るプロセスの理論的解

釈を可能にする。また、テクノロジー受容モデル（TAM／UTAUT）やユー

ザーエクスペリエンス（UX）、SECI モデル、マーケティング5.0といった補完

理論は、ユーザーの技術受容行動や経験的側面を体系的に説明し、理論的枠組

みに実証可能性と分析的視座を提供している。

　本章で実施した文献レビューは、既存理論がユーザー主導型オーケストレー

ションの理論的基盤として機能し得ることを明らかにした。しかしながら、既

存理論はあくまで理論的土台を提供するものであり、ユーザー自身がサービス

統合を主体的に行うプロセスそのものを直接的に説明するものではない。その

ため、ユーザーがオーケストレーションを行う際の具体的なメカニズムや、そ

の結果としてもたらされる価値創造効果について、実証的かつ定量的な検証を

行うことが今後の研究課題として必要である。具体的には、ユーザー主導型

オーケストレーションを構成するプロセス要素の明確化、ユーザーの行動や経

験を捉えるための新たな測定尺度の開発、さらに理論間の整合性を具体的に検

証する実証研究が求められる。これらの課題に取り組むことにより、本研究が

新たに提案する概念を、より明確かつ有効な理論として発展させることが可能

になる。
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４．�ユーザー主導型オーケストレーションの理論的枠組みと実践的
展開

4.1　理論的枠組みの提示

　本章では、第３章で整理した国内外の研究動向を基盤として、ユーザー主導

型オーケストレーションという新たな概念に関する理論的枠組みを構築する。

この理論的枠組みは、①ユーザー、② AI、③サービス提供者という三者間の

相互作用を中心として構成される。

　ユーザー主導型オーケストレーションにおいて、ユーザーは単なるサービ

スの消費者ではなく、自らのニーズに応じて主体的にサービスを選択し、生

成 AI の支援を受けながら複数のサービスや製品を統合・調整するオーケス

トレーターの役割を担う。AI はユーザーの行動データを分析し、最適化され

たサービスの提案や意思決定支援を通じてユーザー体験の向上を促進する。

また、サービス提供者は、ユーザーと AI が自由に価値共創できるプラット

フォーム環境を構築し、このプロセスを支援する。三者の相互作用プロセスは

以下の循環的なステップで表現される。

　①ユーザーがニーズを表明 → ② AI がサービスの分析・提案を行う → ③

ユーザーがサービスを評価・選択 → ④サービス利用後にユーザーが体験を

フィードバック → ⑤ AI およびサービス提供者がフィードバックに基づき

改善を行う。

4.2　AI を活用した企業事例分析と枠組みの具体的メカニズム

　ユーザー主導型オーケストレーションの枠組みを具体的に示すために、その

前提として企業主導の現状を概観し、実際の企業における AI 活用事例を分析

する。例えば、Amazon のレコメンデーションシステムは、ユーザーの購買

や閲覧履歴に基づき、機械学習によるアイテム間協調フィルタリング（item-to-

item collaborative filtering）を行うことで、ユーザー個人に最適化された製品

提案を実現している（Linden, Smith, & York, 2003）。ここでは、ユーザーが
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自身の関心に基づき製品選択を主体的に行い、AI がその意思決定を効果的に

支援する。また、Netflix の動画推薦システムでは、ユーザーの視聴履歴や評

価データをリアルタイムで解析し、パーソナライズされた動画推薦を行ってい

る（Gomez-Uribe & Hunt, 2015）。Amazon や Netflix の事例では、AI がユー

ザーの視聴傾向や嗜好を機械学習によって把握し、ユーザーが主体的かつ効率

的に望ましい視聴体験を構築できるよう支援している一方で、統合の主導権は

企業側にあり、企業主導の枠組みに位置づけられる。したがって、これらの事

例はユーザー主導型オーケストレーションへの移行を展望させる前段階であ

る。

　このプロセスを理論的に解釈すると、サービス・ドミナント・ロジック

（SDL）と顧客価値共創（CVC）で示されたユーザーの価値共創主体性が、

TAM の知覚有用性（Perceived usefulness）と知覚容易性（Perceived ease of 

use）、ならびに UTAUT のパフォーマンス期待（Performance expectancy）

と努力期待（Effort expectancy）により促進されている。また、ユーザーエ

クスペリエンス（UX）は、ユーザーがサービス選択を行う際の心理的・感情

的満足を評価するための枠組みとして機能し、SECI モデルにおける表出化と

連結化プロセスは、ユーザーの体験やフィードバックを AI が新たな知識へと

統合する循環メカニズムを具体的に説明するものである。このように、複数の

理論が相互に補完的に作用し合うことで、ユーザー主導型オーケストレーショ

ンのメカニズムが明確に理論化される。

4.3　提案する理論的枠組みの学術的および実務的意義

　本研究が提案するユーザー主導型オーケストレーションの理論的枠組みの学

術的意義は、従来、企業主体の視点で論じられてきたオーケストレーション理

論や価値共創理論をユーザー主体の視点から再解釈・拡張し、既存理論の説明

力の限界を補完する新たな視座を提供したことにある。特に、ユーザー自身が

能動的に複数のサービスや製品を動的に統合・調整するプロセスに焦点を当て
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ることで、理論の新規性と独自性が明確に提示された。また、これまで個別

に議論されてきた SDL、CVC、TAM／UTAUT、UX、SECI モデル、マーケ

ティング5.0という異なる理論群を一つの枠組みの下で統合的に示すことに成

功し、理論間の相互補完関係を具体的に明らかにした。

　一方、実務的意義としては、提案した枠組みが企業やサービス設計者に対し

て、ユーザーの主体性を尊重したサービス設計の具体的なガイドラインを提供

する点が挙げられる。企業は、ユーザーが AI 支援を受けつつ、自律的にサー

ビスを選択・調整できるプラットフォームを構築することで、顧客満足度やロ

イヤルティを持続的に向上させることが可能になる。また、ユーザーの主体性

を強化するためには、AI が提供するサービス提案の透明性や信頼性を高める

必要があり、これらの設計要素を具体的に明示することによって実務的な適

用可能性を高めることが求められる。特に日本国内においては、海外の一般的

な理論をそのまま適用するのではなく、日本の社会的・文化的背景を考慮して

ローカライズしたサービスモデルを開発し、実践的な活用を推進する必要があ

る。こうした具体的かつ実務的な視点は、本枠組みが日本のサービス産業や

マーケティング活動において重要な指針として機能する可能性を示すものであ

る。

５．おわりに

5.1　結論

　本研究では、生成 AI などのデジタル技術の普及によってサービス環境が変

化する中で、ユーザー自身が主体的にサービスを統合する新たな潮流に着目

し、「ユーザー主導型オーケストレーション」の理論的枠組み構築を目指した。

統合的文献レビューを通じ、中心理論（オーケストレーション理論）、基盤理

論（サービス・ドミナント・ロジック、顧客価値共創）、補完理論（テクノロ

ジー受容モデル、ユーザーエクスペリエンス、SECI モデル、マーケティング
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5.0）という分類で理論整理を行った。この分類方法は、既存研究における複

数理論の統合的活用事例が、理論の機能や位置付けを明示的に区分して提示し

ていることに着想を得たものである。特に、本研究のように複雑なサービスプ

ロセスや異質な理論群を整理・統合する場合には、各理論の概念的役割を明確

化するため、この分類手法が有効であると判断した。

　本研究が構築した理論的枠組みでは、ユーザー、AI、サービス提供者間の

相互作用を通じた動的な価値共創プロセスを体系的に提示した。従来のサー

ビス・ドミナント・ロジック（SDL）や顧客価値共創（CVC）理論は、主に

企業が提供する枠組みの中での顧客との価値共創に焦点を当ててきたが、ユー

ザー自身が主体的に複数のサービスを統合・調整する能動的プロセスについ

ては理論化が十分ではなかった。本研究は、このユーザーの主体性という視点

を理論の中心に据え、従来の理論の限界を補完した点で新規性を持つ。さら

に、テクノロジー受容モデル（TAM／UTAUT）やユーザーエクスペリエン

ス（UX）の理論を導入することで、ユーザーの行動心理や技術受容プロセス

の分析を可能にし、SECI モデルを用いて知識創造・循環プロセスを明示的に

組み込んだことも、理論的貢献として重要である。

　実務的意義としても、企業やサービス提供者がユーザー主導型サービスを具

体的に設計・改善する際の指針として、本研究の枠組みが活用可能であること

を示した。特に、ユーザーが AI の支援を受けながら主体的にサービスを統合

するための環境の構築や、AI の介在レベルを最適化することでユーザーエク

スペリエンス（UX）を向上させる具体的な示唆を提供している点が、実務的

貢献として重要である。本研究では、現状の企業主導的実装を出発点としつ

つ、ユーザー主導型オーケストレーションへの転換が理論・実務の双方で要請

されることを示した。

5.2　今後の研究課題と研究方向性

　本研究で提示した理論的枠組みをさらに深化・発展させるためには、理論
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的・実証的の両面でいくつかの課題に取り組む必要がある。理論面では、中心

理論・基盤理論・補完理論の分類方法について、さらなる理論的検討や学術的

議論が求められる。本研究で採用した分類方法は既存の理論群を機能的に整理

するための便宜的な枠組みとして位置付けられるため、より広範な理論群を対

象にその妥当性や一般化可能性を検証する必要がある。

　実証的研究においては、特に複合的なサービス領域である旅行サービスを対

象として、ユーザー主導型オーケストレーションの具体的な価値創造効果を実

証的に検証することが望まれる。旅行サービスは、交通手段や宿泊施設、観光

スポットなど複数のサービス要素をユーザーが主体的に統合・調整しやすく、

AI によるパーソナライゼーションやリアルタイム情報提供の効果も明確に測

定可能である。したがって、ユーザーが AI 技術を介してどのようにサービス

統合を行い、その結果としてどの程度の満足度や体験価値が生まれるのかを定

量的に把握する実証研究が有効である。AI がサービスプロセスに介在する際

の倫理的課題も重要な研究テーマとして残されている。具体的には、ユーザー

のデータ利用に関する透明性や公正性、AI が行う意思決定プロセスの説明責

任などについて、理論的枠組みに倫理的要素を明確に組み込む研究が必要であ

る。さらに、ユーザーが主体的に AI 統合型サービスを効果的に活用するため

の AI リテラシー向上策についても、具体的な教育方法や支援体制の効果を実

践的に検証する研究が望まれる。

　これらの課題を通じて、ユーザー主導型オーケストレーションの理論的妥当

性を高めるとともに、その実務的適用可能性を具体的に示し、サービス研究お

よびマーケティング分野へのより一層の理論的貢献を図っていくことが期待さ

れる。
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為替相場の不安定性の理論的分析

〔論　説〕

為替相場の不安定性の理論的分析

藤　原　秀　夫

Ⅰ．序

　（直物）名目為替相場は、第二次安倍政権が誕生した2013年以降、ラフに言

えば、趨勢的な円安トレンドの軌道の近傍で不安定な変動を繰り返して現在に

至る。現在は、利上げによる趨勢的な円高トレンドが新たな為替相場の軌道と

して現れてくるのか定かではない。趨勢的な円安トレンドを決定している要因

は何であって、短期的な変動を決定している要因は何であるのかが、為替相場

決定の核心的な問題である。前者が重要であって後者が重要でないということ

は決してありえない。両者は相互に影響を及ぼす。経済学には「為替相場決定

理論」というテーマがあり、多くの理論モデルが存在する。しかしながら、一

部を除いて、それらの多くは部分（均衡）的モデルでマクロ一般均衡モデルで

はない。為替相場は短期的にはマネタリーサイドで決定されるとしても、やや

長めの中期的にはリアルサイドが決定に加わることは明らかである。このタイ

ムラグは重要でかつ難しい問題であるが本質的ではない。まず初めに、両サイ

ドが趨勢的な為替相場にも短期的な変動にもかかわる一般的モデルが存在しな

ければならない。それは、統合モデルと言い換えても差し支えない。今回は、

問題提起も兼ねて、学説史的な議論を離れて、筆者にも全く初めての試論を以

下で展開する。筆者にとってはこのテーマは既に経験済みなのであるが、今が
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そのタイミングであろう。そのうち、既存理論も、不安定性に絞って取り上げ

改めて再検討していきたい。

Ⅱ．不安定性モデル、その①

［1］　動学的名目為替相場理論

　名目為替相場決定の部分的モデルが内外金利格差のみに依存する場合は、名

目為替相場は定常水準で安定とはならず、不安定である。まず、最初に、この

ことを、部分的モデルで証明する。

　定義式から初めておこう。

　（1） （dE／dt）／E＝Φe，（dP／dt）／p＝Φ，（dPe／dt）／Pe＝π，

　P：物価水準、Pe：予想物価水準、π：予想インフレ率、Φ：インフレ率、E：

自国通貨建て名目為替相場、Φe：名目為替相場の予想変化率、とする。

　名目為替相場の変化率が、次のように、内外利子率格差に依存し、その増加

関数であることを一次関数で近似する。i：自国利子率、＊は外国変数。

　（2） Φe＝α（i*－i），α＞0，

　インフレ率は、通常の修正フィリップス曲線に、名目為替相場の変化率がプ

ラスの影響をもたらすことを仮定する。ただし、タイムラグがあると思われる

が、それは影響の程度の大きさで表すことができると考える。

　（3） Φ＝q（Y）＋βπ＋γΦe，0＜β＜1，1＞γ＞0，q'
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為替相場の不安定性の理論的分析

　部分モデルであるので、利子率の決定に LM 曲線やテイラールール、は分

析ツールとしては使われない。名目利子率は、フィッシャー方程式で実質利子

率（ρ）が与えられていると仮定することによって決定される。利子率決定の

フィッシャー方程式が次のように表すことができることは、周知のことであ

る。

　（4） i＝ρ＋π，ρ＝const,．

　差し当たり、実質所得は外生変数とする。動学方程式は次のように構成する

ことができる。

　（5） dE／dt＝Eα［i*－（ρ＋π）］，dπ／dt＝λ［q（Y）＋βπ＋γα（i*－（ρ＋π））－π］

　連立微分方程式の性質は下記の通りである。ただし、定常均衡近傍ではな

く、グローバルな性質である。

　（6） （dE／dt）／dE＝α（i*－i）≷0，（dE／dt）／dπ＝－αE＜0，

 （dπ／dt）／dE＝0，（dπ／dt）／dπ＝（β－1）－γα＜0，

　この連立微分方程式は、外国名目利子率＞自国名目利子率の領域では、不安

定である。この連立微分方程式のヤコビー行列を J とすれば、この行列は、次

のような性質を持っている。

　（7） det（J）＝α（i*－i）｛（β－1）－γα｝＜0，

 tr（J）＝α（i*－i）＋｛（β－1）－γα｝≷0，

　仮定により、上式が成立する。この性質は、名目為替相場と予想インフレ率
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が定常値に収束することなく、グローバルに不安定であることを意味してい

る。逆に、外国名目利子率＜自国名目利子率であれば、安定であり、名目為替

相場と予想インフレ率は定常値に収束する。

　（8） det（J）＝α（i*－i）｛（β－1）－γα｝＞0，

 tr（J）＝α（i*－i）＋｛（β－1）－γα｝＜0，

　この部分モデルは、内外利子率の正負によって、安定性・不安定性につい

て、非対称性を持つモデルとなる。外国利子率が自国利子率よりも大なる領域

では、名目為替相場と予想インフレ率の運動は定常値に収束することなく不安

定となる。この動学的為替相場モデルの経済的含意は、通俗的には極めて現実

適合的である。つまり、リアリティがある。外国利子率が自国利子率よりも大

であればあるほど、自国通貨高は抑制され自国通貨安は大きくなる。2013年

以降の日本経済の現実にピタリと当てはまっている。また、外国利子率よりも

自国利子率が大であればあるほど、自国通貨安は抑制され自国通貨高となる。

そして、際限なく自国通貨高が進む不安定となる。このモデルで、名目為替相

場とインフレ率、予想インフレ率の定常値の決定を検討する。定常状態では、

次の関係が成立する。

　（9） i＝i*，π＝Φ，Φe＝0，

　したがって、インフレ率、予想インフレ率は、つぎの関係式によって決定さ

れる。つまり、dπ／dt＝0、が成立する条件である。

　（10） q（Y）＋（β－1）π＝0，

　これを解き、インフレ率、予想インフレ率が等しい条件を考慮することによ
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為替相場の不安定性の理論的分析

り、次のように求めることができる。

　（11） π＝Φ＝q（Y）／（1－β），

　修正フィリップス曲線でも同じ結果を導出することができる。

　（3） Φ＝q（Y）＋βπ＋γΦe，

　Φe＝0，Φ＝π，が成立するので、同様の結果を得る。

　（11） π＝Φ＝q（Y）／（1－β），

　β＝1という仮定はありうるのか。それは、実質所得が、外生変数というこ

とと矛盾するから、この仮定は成立しない。

　Φ＝Φ* が一般的に成立しないので、実質為替相場は、このモデルでは、成

立しない。実質為替相場（自国通貨建て表示）を Ω とすると、次の関係が成

立する。

　（12） （dΩ／dt）／Ω＝Φe＋Φ*－Φ＝Φ*－Φ，Ω＝EP*／ρ

　定常均衡では内外インフレ率格差は、実質為替相場の変化率に等しい。安定

性が充たされ、名目為替相場が定常値に収束している場合、外国インフレ率が

自国インフレ率よりも大きければ、実質為替相場は自国通貨安でその程度は大

きくなる。逆は逆で、自国通貨高でその程度は大きくなる。

　この部分モデルを実質表示の古典的な IS／LM モデルに接合する。実質表示
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のモデルで決定されるのは、実質所得と実質利子率である。実質表示の単純な

マクロ経済モデルは次のように構成される。

　（13） Y＝C（Y）＋I（ρ）＋Gn／Pe＋T（Y，Y*，Ω），M／Pe＝L（Y，ρ），Ω＝EP*／P，

　Y：実質所得、I：実質投資、Gn：名目政府支出、M：名目貨幣供給、L：実

質貨幣需要、ρ：実質利子率。

　上から順に、財市場の均衡条件、貨幣市場の均衡条件、実質為替相場の定義

式、である。金融財政政策は、対称的に定式化され、通常のモデルのように、

金融政策変数が名目値であり、財政支出政策が実質であるという非対称性は持

ち込まない。いずれも名目値とする。

　（14） 1＞C'＞，1'＜0，T1＜0，T2＞0，T3＞0，L1＞0，L2＜0

　　　 Gn／Pe＝g=const.，M／Pe＝u=const.,

　短期市場均衡では、実質為替相場は、与えられている。市場均衡解を導出し

ておこう。

　（15）  （1－C'－T1）dY－I'dρ＝dg＋T3dΩ　L1dY＋L2dρ＝du　⊿＝（1－C'－T1）

L2＋I'L1＜0　∂Y ／ ∂g＝L2／⊿＞0，∂ρ ／ ∂g＝－L1／⊿＞0，∂Y ／ ∂Ω＝

（T3L2）／⊿＞0，∂ρ／ ∂Ω＝（－T3L1）／⊿＞0，∂Y／ ∂u＝I'／⊿＞0，∂ρ／

∂u＝（1－C'－T1）／⊿＜0，

　（16） Y＝Q（Ω；g，u），ρ＝H（Ω；g，u），Q1＞0，Q2＞0，Q3＞0，H1＞0，

　　　 H2＞0，H3＜0，
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為替相場の不安定性の理論的分析

　新たな動学方程式は実質為替相場、Ω、に関する微分方程式である。

　（17）  dΩ／dt＝Ω［Φe＋Φ*－Φ］，i＝ρ＋π＝H（Ω；g，u）＋π，Φe＝α（i*－H（Ω；

g，u）－π），α＞0，Φ＝q（Y）＋βπ＋γΦe，β＝＜1，

　　　 1＞ γ＞0，Φ＝q（Q（Ω；g，u））＋βπ＋γΦe，

［2］　実質為替相場と予想インフレ率の動学モデル

　（18）  dΩ／dt＝Ω［α（i*－H（Ω；g，u）－π）＋Φ*－｛q（Q（Ω；g，u））＋βπ＋γα（i*－

H（Ω；g，u）－π）｝］，dπ／dt＝λ［q（Q（Ω；g，u））＋βπ＋γα（i*－H（Ω；g，

u）－π）－π］，

　（19）  ∂（dΩ ／ dt）／∂Ω＝Ω［α（－H1）－q'Q1－γα（－H1）］＝Ω［（1－γ）α（－H1）－

q'Q1］ ＜0，∂（dΩ／dt）／∂π＝Ω［－α－（β－1）］≷0，∂（dπ／dt）／∂Ω＝ 

λ［q'Q1＋γα（－H1）］≷0，∂（dπ／dt）／dπ＝λ［（β－1）－γα］＜0，

　tr（J）＜0，必要条件は充たされている。十分条件も充たされている。

　（20）  d e t（J ）＝Ω λ［（ β－1 ）｛（ 1 －γ）α（－H 1 ）－q ' Q 1 ｝－γ α｛（ 1 －γ）α（－

H 1）－q ' Q 1｝＋（α＋（β－1））｛q ' Q 1＋γα（－H 1）｝］＝Ωλ［（β－1）｛q ' Q 1＋ 

γα（－H1）＋（1－γ）α（－H1）－q'Q1｝－γα｛（1－γ）α（－H1）－q'Q1｝＋αq'Q1

＝（β－1）α（－H1）－γα（1－γ）α（－H1）＋α（1＋γ）q'Q1＞0

Ⅲ．不安定性モデル、その②

　為替相場には、名目為替相場と実質為替相場がある。名目為替相場が部分モ

デルであれば、それを決定する実質所得や利子率は外生変数である場合が大方

である。それらを決定して一般均衡モデルで為替相場の不安定性を分析するた

めには、上記２つのカテゴリーで分析する必要がある。まず、最初に実質表示
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の古典的な IS／LM モデルに接合する。その実質表示のモデルで決定されるの

は、実質所得と実質利子率である。それらにトータルな影響を及ぼすのは、実

質為替相場である。名目為替相場は実質為替相場の一要素に過ぎない。実質為

替相場が定常値に収束し安定であるとしても、それに対応して名目為替相場が

定常値であることは、一般的にはありえない。実質為替相場については不安定

なモデルも安定なモデルも両方が存在する。その違いは何処にあるのかをこれ

から明らかにしていく。

［1］　実質表示の単純なマクロ経済モデル

　モデルは、次のように構成される。

　（21） Y＝C（Y）＋I（ρ）＋Gn／Pe＋T（Y，Y*，Ω），

　　　  M／Pe＝L（Y，ρ），Ω＝EP*／P，

　（22） 1＞C'＞0，I'＜0，T1＜0，T2＞0，T3＞0　L1＞0，L2＜0

　マクロ経済変数は、次のように定義される。

Y：実質所得、C：実質消費、I：実質投資、Gn：名目政府支出、T：実質貿易

収支、M：名目貨幣供給、L：実質貨幣需要、Ω：実質為替相場、ρ：実質利子

率、Pe：予想物価、E：自国通貨建て名目為替相場。

　上から順に、財市場の均衡条件、貨幣市場の均衡条件、実質為替相場の定義

式、である。為替相場はいずれも自国通貨建て定義されている。したがって、

それらの上昇は、自国通貨の減価を意味している。金融財政政策は、対称的に

定式化され、通常のモデルのように、金融政策変数が名目値であり、財政支出

政策変数が実質であるという非対称性は持ち込まない。いずれも名目値を政策

変数とする。つまり、民間部門は貨幣錯覚を持たないが、政府・中央銀行は、
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為替相場の不安定性の理論的分析

一般的には貨幣錯覚に陥る。金融財政政策は次のように定式化される。

　（23） Gn／Pe＝g=const.，M／Pe＝u=const.,

　動学的には、次のように定義される。

　（23）’  （dg／dt）／g＝（dGn／dt）／Gn－π＝0　（du／dt）／u＝（dM／dt）／M－π　

π＝（dPe／dt）／pe

　短期市場均衡では、実質為替相場は、与えられている。均衡解を導出してお

こう。そのために、モデルの全微分系を導出する。

　（24） （1－C'－T1）dY－I'dρ＝dg＋T3dΩ　L1dY＋L2dρ＝du

　均衡解を導出する。

　（25）  ⊿＝（1－C'－T1）L2＋I'L1 ＜ 0　∂Y／∂g＝L2／⊿＞0，∂ρ ／ ∂g＝－L1

／⊿＞0，∂Y／∂Ω＝（T3L2）／⊿＞0，∂ρ／∂Ω＝（－T3L1）／⊿＞0，∂Y／∂u

＝I'／⊿＞0，∂ρ／∂u＝（1－C'－T1）／⊿＜0，

　均衡解は下記のように表すことができる。

　（26） Y＝Q（Ω；g，u），ρ＝H（Ω；g，u），Q1＞0，Q2＞0，Q3＞0，H1＞0，

　　　  H2＞0，H3＜0，

　新たな動学方程式は実質為替相場に関するものである。実質為替相場は、Ω

で表されている。
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　（27） dΩ／dt＝Ω［Φe＋Φ*－Φ］，

　Φe：名目為替相場の変化率、Φ：自国のインフレ率、*は外国変数を表して

いる。次に利子率に関するフィッシャー方程式は次のように表すことができ

る。

　（28） i＝ρ＋π＝H（Ω；g，u）＋π，

　名目為替相場変化率は、定義されている内外利子率格差の増加関数でかつ一

次関数として定式化される。インフレ率は修正フィリップス曲線によって決定

されるが、名目為替相場変化率の関数でもある。インフレ予想については適応

的期待仮説を適用する。動学モデルは下記のように表される。

　（29）  Φe＝α（i*－H（Ω；g，u）－π），α＞0，Φ＝q（Y）＋βπ＋γΦe，β＝＜1，1＞

γ＞0，Φ＝q（Q（Ω；g，u））＋βπ＋γΦe，

　実質為替相場と予想インフレ率の動学モデルは下記のように表される。

　（30）  dΩ／dt＝Ω［α（i*－H（Ω；g，u）－π）＋Φ*－｛q（Q（Ω；g，u））＋βπ＋γα（i*－

H（Ω；g，u）－π）｝］，dπ／dt＝λ［q（Q（Ω；g，u））＋βπ＋γα（i*－H（Ω；g，

u）－π）－π］，

　連立微分方程式は、後述する定常均衡の近傍で下記の性質を有している。

　（31）  ∂（dΩ ／ dt）／∂Ω＝Ω［α（－H1）－q'Q1－γα（－H1）］＝Ω［（1－γ）α（－H1）－

q'Q1］＜0，∂（dΩ ／ dt）／∂π＝Ω［－α－（β－1）］≷0，∂（dπ ／ dt）／∂Ω＝λ

［q'Q1＋γα（－H1）］≷0，∂（dπ／dt）／∂π＝λ［（β－1）－γα］＜0，
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為替相場の不安定性の理論的分析

　ヤコビー行列を J とすれば、tr（J）＜0，が成立するので、安定性の必要条件

は充たされている。また、下記のように十分条件も充たされている。

　（32）  det（J）＝Ωλ［（β－1）｛（1－γ）α（－H 1）－q 'Q 1｝－γα｛（1－γ）α（－H 1）－

q'Q1｝＋（α＋（β－1））｛q'Q1＋γα（－H1）｝］＝Ωλ［（β－1）｛q'Q1

	 �  ＋γα（－H1）＋（1－γ）α（－H1）－q'Q1｝－γα｛（1－γ）α（－H1）－q'Q1｝＋αq'Q1

＝（β－1）α（－H1）－γα（1－γ）α（－H1）＋α（1＋γ）q'Q1＞0，

　以上で、実質為替相場が安定であるモデルが示された。定常値は、下記の条

件によって決定される。この結果は、金融財政策の仮定（3）に依存している。

　（33）  ［α（i*－H（Ω；g，u）－π）＋Φ*－｛q（Q（Ω；g，u））＋βπ＋γα（i*－H（Ω；g，

u）－π）｝］＝0,［q（Q（Ω；g，u））＋βπ＋γα（i*－H（Ω；g，u）－π）－π］＝0

　定常均衡では、次の条件が成立している。名目為替相場の変化率（Φe）は

インフレ率格差（Φ－Φ*）に等しい。

　（34） Φe＋Φ*－Φ＝0，Φ＝π

Ⅳ．不安定性モデル、その③

［1］　加速的インフレーション・モデルにおける為替相場の不安定性

　古典的な加速的インフレーション・モデルを幾つか取り上げて、開放マクロ

経済モデルに拡張して、為替相場の不安定性を分析することにしよう。周知の

ようにこのモデルの最終均衡は、閉鎖経済モデルであっても、一般的には安

定とはならない。閉鎖経済モデルの安定条件の経済的意味はよく知られてい

る。この安定条件が導出されることは、決定的に次の仮定に依存している。政
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府の財政支出政策は、実質政府支出を政策変数としているが、中央銀行は名目

貨幣供給を政策変数としている。政府は政策を実施する過程で貨幣錯覚を持た

ないが、中央銀行は貨幣錯覚に陥る。この非対称な取り扱いをなくせば、最終

均衡は安定となるか、これが一つの重要な論点である。財政政策は名目政府支

出が政策変数として、中央銀行の金融政策変数は実質貨幣供給とする、カウン

ター・アシンメトリーの場合、閉鎖経済モデルでは異なった安定条件が導出さ

れることが知られている。部分的な名目為替相場決定モデルを接合した加速的

インフレ開放マクロ経済モデルでは、この閉鎖経済の安定条件にどのような条

件が付けくわえられるのであろうか、これが問題となるもう一つの論点であ

る。

（i）モデル

　財市場の均衡条件は、テキスト・モデルと全く同じである。マクロ総需要モ

デルとしての本質を失わず、様々な要素を付け加えることは可能であるが、単

純化は、プロットをより明確にする。

　（35） Y＝C（Y）＋I（i－π）＋G＋T（Y，Y*，Ω），

　（36） 1＞ C' ＞0，I' ＜0，T1＜0，T2＞0，T3＞0，

　（37） Ω＝EP*／P,

　名目利子率決定のツールは、LM 曲線、である。

　（38） M／P＝L（Y，i），L1＞0，L2＜0，

　（39） u＝M／P，G＝const.

　動学的要因を定義しておこう。
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　（40） Φ＝（dP／dt）／P，Φe＝（dE／dt）／E，m＝（dM／dt）／M

　名目為替相場の変化率が内外格差に依存し、下記のような一次関数を仮定す

る。

　（41） Φe＝α（i*－i），1＞α＞0，

　修正フィリップス曲線に名目為替相場変化率が反映されるように付け加え

る。タイムラグは、係数の大きさで反映される。

　（42） Φ＝q（Y）＋βπ＋γΦe，q' ＞0，1＞ β＞0，1＞ γ＞0，

　動学方程式は、以下の３つの方程式となる。インフレ予想については、適応

的仮説を仮定する。

　（43） dΩ／dt＝Ω（Φe＋Φ*－Φ），du／dt＝u（m－Φ），dπ／dt＝λ（Φ－π）

　短期的市場均衡解を導出しておこう。短期市場均衡では、予想インフレ率

（π）、実質為替相場、実質貨幣供給（u）、は一時的均衡では与えられている。

　（44） Y＝C（Y）＋I（i－π）＋G＋T（Y，Y*，Ω），

　（45） u＝L（Y，i），L1＞0，L2＜0，

　短期市場均衡で、実質所得、名目利子率が同時に決定される。

　（46）  （1－C'－T1）dY－I'di＝dG－I'dπ＋T3dΩ　L1dY＋L2di＝du　⊿＝（1－C'－

T1）L2＋I'L1＜0　∂Y／ ∂G＝L2／⊿＞0，∂i／ ∂G＝－L1／⊿＞0，∂Y／ ∂u
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＝I'／⊿＞0，∂i ／ ∂u＝（1－C'－T1）／⊿＜0，∂Y ／ ∂π＝（－I'L2）／⊿＞

0，1＞∂i ／ ∂π＝（I'L1）／⊿＞0，∂Y ／ ∂Ω＝（T3L2）／⊿＞0，∂i ／ ∂Ω＝ 

（－T3L1）／⊿＞0

　均衡解は、一般的には次のように表される。

　（47）  Y＝Q（Ω，u，π；G），Q1＞0，Q2＞0，Q3＞0，Q4＞0，

　　　 � i＝H（Ω，u，π；G），H1＞0，H2＜0，1＞ H3＞0，H4＞0，

　短期均衡解を動学方程式に代入しすれば、動学体系は下記の連立微分方程式

で表される。

　（48）’  dΩ／dt＝Ω［α（i*－H（Ω，u，π；G））＋Φ*－q（Q（Ω，u，π；G））－βπ－

γα（i*－H（Ω，u，π；G））］，du ／ dt＝u（m－q（Q（Ω，u，π；G））－βπ－

γα（i*－H（Ω，u，π；G））），dπ ／ dt＝λ［（q（Q（Ω，u，π；G））＋βπ＋

γα（i*－H（Ω，u，π；G））－π）］，

　（49）  ∂（dΩ／dt）／∂Ω＝Ω［－αH1－q'Q1＋γαH1］＝Ω［－α（1－γ）H1－q'Q1］＜0，∂

（dΩ／dt）／∂u＝Ω［－α（1－γ）H2－q'Q2］≷0，∂（dΩ／dt）／∂π＝Ω［－α（1－

γ）H3－q'Q3－β］＜0，

　　　 �∂（du ／ dt）／∂Ω＝u［－q'Q1＋γαH1］≷0，∂（du ／ dt）／∂u＝u［－q'Q2＋

γαH2］＜0，∂（du ／ dt）／∂π＝u［－q'Q3＋γαH3］≷0，∂（dπ ／ dt）／∂Ω＝λ

［q'Q1－γαH1］＞＜0，∂（dπ／ dt）／∂u＝λ［q'Q2－γαH2］＞0，∂（dπ／ dt）／

∂π＝λ［q'Q3＋（β－1）－γαH3］≷0

　dΩ／dt＝du／dt＝dπ／dt＝0で与えられる定常均衡近傍の一次近似系のヤコ

ビー行列を J とすれば、
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　（50） tr（j）＝∂（dΩ／dt）／∂Ω＋∂（du／dt）／∂u＋∂（dπ／dt）／∂π≷0，

　したがって、定常均衡の安定性の必要条件は一般的には保証されないので一

般的には、それは不安定である。

　ここで、金融政策と財政政策に関して、貨幣錯覚に関する非対称性を放棄

し、金融政策変数についても実質値を仮定する。つまり、

　（51） u＝const.,

 上記で定式化された動学的実質為替相場モデルは、２次元の連立微分方程式

となる。

　（52）’’  dΩ／dt＝Ω［α（i*－H（Ω，π；G，u））＋Φ*－q（Q（Ω，u，π；G））－βπ－

γα（i*－H（Ω，u，π；G））］，dπ／ dt＝λ［（q（Q（Ω，π；G，u））＋βπ＋γα

（i*－H（Ω，u，π；G））－π）］，

　同様にして、連立微分方程式の性質を求めておく。

　（53）’  ∂（dΩ ／ dt）／∂Ω＝Ω［－αH1－q'Q1＋γαH1］＝Ω［－α（1－γ）H1－q'Q1］＜

0，∂（dΩ／dt）／∂π＝Ω［－α（1－γ）H3－q'Q3－β］＜0，∂（dπ／dt）／∂Ω＝λ

［q'Q1－γαH1］≷0，∂（dπ／dt）／∂π＝λ［q'Q3＋（β－1）－γαH3］≷0，

　（54）  tr（J）＝Ω［－α（1－γ）H1－q'Q1］＋λ［q'Q3＋（β－1）－γαH3］≷0，det（J）＝

Ωλ［｛q'Q3＋（β－1）｝｛－α（1－γ）H1｝－q'Q1q'Q3－q'Q1（β－1）＋γαH3q'Q1

－γαH3｛－α（1－γ）H1｝－q'Q1｛－α（1－γ）H3－q'Q3－β｝＋γαH1｛－α（1－γ）

H3｝－γαH1（q'Q3＋β）＝－q'Q1q'Q3－q'Q1（β－1）＋γαH3q'Q1－q'Q1｛－α（1－
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γ）H3－q'Q3－β｝－γαH1（q'Q3＋β）＋（q'Q3＋β）｛－α（1－γ）H1｝－｛－α（1－γ）

H1｝＝q'Q1＋γαH3q'Q1－q'Q1｛－α（1－γ）H3｝－｛－α（1－γ）H1｝－（q'Q3＋β）

αH1＝q'Q1＋q'Q1αH3－αH1｛q'Q3＋β－（1－γ）｝＞0，

　局所的安定性の必要条件（tr（ρ）＜0）が成立するための十分条件は、次のよ

うになる。

　（55）  q'Q3＋（β－1）＜γαH3（＜1），q'Q3＋（β－1）＜ γ（＜1）

　0＜ H3＜1，が成立している。さらに、0＜ α＜1，0＜ γ＜1。

　したがって、次の条件が成立すればよい。

　（56）  q'Q3＋（β－1）＜γαH3

　インフレ率の予想インフレ率感応性が相対的に小さく、また予想インフレ率

の投資を通じた実質所得増加効果が相対的に小さければこの条件は充たされ

る。

　閉鎖経済モデルの場合の安定条件とは本質的には変わりがない。ただし、実

質貨幣供給が不変であるという条件が、開放経済の場合は仮定されていて、こ

の仮定が決定的に効果を持っている。

［2］　名目政府支出政策と為替相場の不安定性モデル

　マクロ財政支出政策に関して、名目政府支出を政策変数とするモデルも考え

られる。つまり、政府は支出政策を実施する過程で貨幣錯覚に陥る。これは、

過去から、インフレ率の高低が実質財政支出乗数に影響を及ぼす問題としてよ
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く知られている。この問題が、マクロ経済的枠組みの中で、為替相場の不安定

性問題にどのような影響をもたらすのかを検討する。その際、金融政策変数は

実質貨幣供給とし、通常と異なる逆アシンメトリーを仮定する。このようなモ

デルは詳しく検討されてはいない。筆者は、閉鎖経済モデルでこの政策的仮定

の場合を検討したが、名目貨幣供給、実質政府支出が政策変数であるとする半

ば常識化した非対称性を仮定したモデルの動学的安定性とは全く異なる条件が

導かれる。

（i）実質為替相場のマクロ動学モデル

　財市場の均衡条件は、テキスト・モデルと１点だけ異なる。つまり、名目政

府支出が財政政策変数である点である。加速的インフレの過程で、政府は貨幣

錯覚に陥る。

　（57） Y＝C（Y）＋I（i－π）＋Gn／P＋T（Y，Y*，Ω），

　（58） 1＞ C' ＞0，I' ＜0，T1＜0，T2＞0，T3＞0，

　（59） （dGn／dt）／Gn＝g＝const.，Gn／P＝δ、Ω＝EP*／P,

　g：名目政府支出の変化率

　名目利子率決定のツールは、これまでと同様に、LM 曲線である。

　（60） M／P＝L（Y，i），L1＞0，L2＜0，（5）u＝M／P＝const.,

　動学的要因を定義しておこう。

　（61） Φ＝（dP／dt）／P，Φe＝（dE／dt）／E，m＝（dM／dt）／M＝Φ
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　名目為替相場の変化率が内外名目利子率格差に依存し、下記のような一次関

数を仮定することは、これまでと同様である。

　（62） Φe＝α（i*－i），1＞α＞0，

　修正フィリップス曲線に名目為替相場変化率が反映されるように付け加え

る。タイムラグは、係数の大きさで反映される。

　（63） Φ＝q（Y）＋βπ＋γΦe，q' ＞0，1＞ β＞0，1＞ γ＞0，

　動学方程式は、以下の３つの方程式となる。インフレ予想については、適応

的仮説を仮定する。

　（64） dΩ／dt＝Ω（Φe＋Φ*－Φ），dδ／dt＝δ（g－Φ），dπ／dt＝λ（Φ－π）

　短期的市場均衡解を導出しておこう。短期市場均衡では、予想インフレ率、

実質為替相場、実質貨幣供給は、与えられている。

　（57）’  Y＝C（Y）＋I（i－π）＋δ＋T（Y，Y*，Ω），1＞C'＞0，I'＜0，T1＜0，T2＞0，

T3＞0，

　（65） u＝L（Y，i），L1＞0，L2＜0，

　短期市場均衡で、実質所得、名目利子率が同時に決定される。

　（66）  （1－C'－T1）dY－I'di＝dδ－I'dπ＋T3dΩ　L1dY＋L2di＝du　⊿＝（1－C'－

T1）L2＋I'L1＜0　dY／dδ＝L2／⊿＞0，∂i／∂δ＝－L1／⊿＞0，∂Y／∂u＝I'

／⊿＞0，∂i／∂u＝（1－C'－T1）／⊿＜0，∂Y／∂π＝（－I'L2）／⊿＞0，1＞
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di／dπ＝（I'L1）／⊿＞0，∂Y／∂Ω＝（T3L2）／⊿＞0，∂i／∂Ω＝（－T3L1）／

⊿＞0

　均衡解は、一般的には次のように表される。

　（67）  Y＝Q（Ω，δ，π；u），Q1＞0，Q2＞0，Q3＞0，Q4＞0，

　　　 �i＝H（Ω，δ，π；u），H1＞0，H2＞0，1＞ H3＞0，H4＜0，

　短期均衡解を動学方程式に代入しすれば、動学体系は下記の連立微分方程式

で表される。

　（68）’  dΩ ／ dt＝Ω［α（i*－H（Ω，δ，π；u））＋Φ*－q（Q（Ω，δ，π；u））－βπ－

γα（i*－H（Ω，δ，π；u））］，dδ／ dt＝δ（g－q（Q（Ω，δ，π；u））－βπ－

γα（i*－H（Ω，δ，π；u））），dπ／dt＝λ［（q（Q（Ω，δ，π；u））＋βπ＋γα

（i*－H（Ω，δ，π；u））－π）］，

　（69）  ∂（dΩ／dt）／∂Ω＝Ω［－αH1－q'Q1＋γαH1］＝Ω［－α（1－γ）H1－q'Q1］＜0，∂

（dΩ／ dt）／∂δ＝＝Ω［－α（1－γ）H2－q'Q2］＜0，∂（dΩ／ dt）／∂π＝Ω［－α

（1－γ）H3－q'Q3－β］＜0，∂（dδ／ dt）／∂Ω＝δ［－q'Q1＋γαH1］≷0，∂（dδ／

dt）／∂δ＝δ［－q'Q2＋γαH2］≷0，∂（dδ ／ dt）／∂π＝δ［－(q'Q3＋β）＋γαH3］ 

≷0，∂（dπ ／ dt）／∂Ω＝λ［q'Q1－γαH1］≷0，∂（dπ ／ dt）／∂δ＝λ［q'Q2－

γαH2］≷0，∂（dπ／dt）／∂π＝λ［q'Q3＋（β－1）－γαH3］≷0

　dΩ／dt＝dδ／dt＝dπ／dt＝0で与えられる定常均衡近傍の一次近似系のヤコ

ビー行列を J とすれば、

　（70）  tr（J）＝∂（dΩ／dt）／∂Ω＋∂（dδ／dt）／∂δ＋∂（dπ／dt）／∂π≷0，
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　したがって、定常均衡の安定性必要条件は一般的には保証されない。少なく

とも、その十分条件として、次の条件が必要である。

　（71）  q'Q3＋（β－1）＜γαH3，q'Q2＞ γαH2，

　後者の条件は、政府支出の実質所得へのプラスの効果が相対的に大きいこと

を意味する。

Ⅴ．不安定性モデル、その④

　本節では、以下のような論点を取り扱う。外国為替の実需である貿易収支に

影響を及ぼすのは、趨勢的な名目為替相場で、これは為替相場の構造的要因で

ある。名目為替相場の瞬時的変動は、内外金利差（ここでは、外国名目利子率

マイナス自国名目利子率）が影響を及ぼすというプロウジブルな見方が存在す

る。この２つの要因を接合できる名目為替相場の一つの予想形成の特定化は、

回帰的予想形成仮説であると筆者は考える。なぜならこの仮説はファンダメン

タルズによって決定される構造的名目為替相場と現実のそれとの乖離を為替相

場予想に結び付けているからである。名目為替相場の瞬時的変動は時間を経て

構造的な名目為替相場に影響を及ぼしていく。こうした為替相場の変動が二重

構造になっている本質的な理由は、貿易取引という時間のかかる財の対外取引

と金融市場取引の一つである外国為替取引という瞬時に価格が決定される取引

の時間差にある。この両方の名目為替相場は相互に影響を及ぼしながら、定常

均衡にむけて変動していく。定常均衡の安定性の分析が主要な論題となる。

［1］　単純な名目為替相場のマクロ不安定性モデル

　回帰的予想形成仮説では、名目為替相場の予想上昇率（負の場合は、下落

率）は、次のように定式化される。
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　（72） Π＝ψ（En／E），Ψ'＞0，

　（73） i＝i*＋Ψ（En／E），（金利平価条件）

　（74） dEn／dt＝θ1（E－En）＋θ2T，θ1＞0，θ2＜0

　ここで、Π：名目為替相場の予想上昇率（負の場合は、下落率）、En：趨勢

的名目為替相場、i：自国名目利子率、T：自国通貨建て実質貿易収支、E：瞬

時的名目為替相場、とする。

　財市場の均衡条件は単純に次のように表すことができる。

　（75）  Y＝C（Y）＋I（i，En）＋G＋T（Y，Y*，（EnP*）／P），1＞ C'＞0，I1＜0，I2

＞0，T1＜0，T2＞0，T3＞0，

　ここで、マクロ経済変数は、次のように定義される。

　Y：実質所得、C：実質消費需要、T：実質貿易収支、I：実質投資需要、G：

実質政府支出。

　（72）、（73）式から、瞬時的名目為替相場（E）を解いて、モデルを構成する。

このことから、名目為替相場が内外利子率格差と貿易収支に依存していること

がわかる。

　（73）式を変形して、内外利子率格差と構造的為替相場（En）の瞬時的名目

為替相場に及ぼす影響を明らかにする。

　（73）’ Ψ（En／E）＝－（i*－i）

　（74）  Ψ'（－En／E2）dE＝－d（i*－i）－ψ'（1／E）dEn，dE／d（i*－i）＝1／Ψ'（En

／E2）＞0，dE／dEn＝－ψ'（1／E）／｛Ψ'（－En／E2）｝＞0

― 71 ―



　名目為替相場の貿易収支への影響には、時間的な遅れが存在する。内外債券

収益率格差＝＝＝＝＞短期的名目為替相場＝＝＝＞貿易収支に影響を及ぼす趨

勢的名目為替相場（長期名目為替相場）

　（76） E＝ξ（i*－i，En），ξ1＞0，ξ2＞0，

　名目利子率決定のために、さしあたり、伝統的な LM 曲線を仮定する。

　（77） M／P＝L（Y，i），＝＝＝＞ i＝H（Y；M／P）

　実質貨幣供給が一定という単純化で、名目利子率は実質所得の増加関数。

　（77）’ i＝H（Y；M／P），H1＞0，H2＜0

　名目利子率関数を財市場の均衡条件に代入。

　（78） Y＝C（Y）＋I（H（Y；M／P），En）＋G

 ＋T（Y，Y*，（EnP*）／P）

 1＞ C'＞0，I1＜0，I2＞0，T1＜0，T2＞0，T3＞0，

　（78）’ 式を解けば、次のようになる。

 ｛（1－C'）－I1H'－T1）｝dY＝｛I2＋T3（P*／P）｝dEn

 　　　　　　　　　　 ＋dG，

 ∂Y／∂G＝1／｛（1－C'）－I1H'－T1）｝＞0，
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 ∂Y／∂En＝｛I2＋T3（P*／P）｝

 　　　　　／｛（1－C'）－I1H'－T1）｝＞0，

　（78）’’ Y＝Q（En；G，M／P），Q1＞0，

　趨勢的な名目為替相場に関する動学方程式は、（3）式で与えられている。

　（79） dEn／dt＝θ1｛ξ（i*－H（Q（En）），En）

 －En）｝

 ＋θ2T（Q（En；G，M／P），Y，En（P*／P））

 θ1＞0，θ2＜0

［2］　安定性の検討

　（80） ∂（dEn／dt）／∂En＝θ1（－ξ1H1Q1，ξ2）

　　　　　　　　　 θ2（T1Q1＋T3（P*／P））≷0

　安定条件は、∂（dEn／dt）／∂En ＜0、である。趨勢的な名目為替相場の安定

性は、一般的には保証されない。

　構造的為替相場の投資への効果がなければ、安定性は強まる。実質為替相場

の貿易収支感応性が所得効果に比べて弱ければ安定性は強まる。特に、外貨建

て自国財の価格が為替相場の変動にもかかわらず一定であれば、安定性は強め

られる。

　（81） P／En＝const.,
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Ⅵ．結語

　為替相場の短期的不安定性について、幾つかの単純なマクロ経済・モデルで

分析してきたが、全体としては、安定性は一般的には、保証されない。
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〔研究ノート〕

コラッツ予想の証明へのアプローチ

神　頭　広　好

はじめに

　1930年代ごろ、学生であったコラッツは数論的関数を有向グラフとして表

現して、そのグラフの性質が関数のふるまいとどのように関連付けられるかを

考え、1950年の国際数学者会議において広くこの問題が知られるようになり、

1963年に初めてこれまでのコラッツの研究成果が紙面に取りあげられたとい

うことである1。

　近年、コラッツ予想に関してアルゴリズムおよび統計的研究としては、

Garner（1981）、Gluck and Traylor（2001）などが上げられる。一方、数列か

らのアプローチとしては、Lagarias, Jeffrey C.（2010、PART I）に整理され

ている。最近 Tao（2022）は、コラッツ数列における最小値は、すべて対数値

によって達成されることを説明している。

　本論では３を乗ずる数列の構造に潜んでいるシステムを再生していくことに

よって、コラッツ予想が満たされる条件を求め、そこで導かれた３を初期値と

してコラッツ予想にしたがって計算して行くと、最終的に１に到達する。ここ

での一連の数値は、どの奇数からの計算においても辿ることになる。それゆえ

コラッツ予想は、証明されたと考える。
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　コラッツ予想2は、以下に示される。

「偶数であれば２で割り、奇数ならば３倍して１を足す。これを繰り返すこと

によって、いつかは１になる」（別名3 1x + 問題とも呼ばれている）

　ここでは、奇数を

　 2 1n +  （1）

として、（1）を 3 1x + へ代入して、コラッツ予想にしたがって奇数を当ては

めながら順次計算して行くが、以下では２で割り切られた奇数を 3 1x + に当

てはめるのではなく、１が足される前の奇数を当てはめて行くと、

　 ( )0 0 03 2 1 1 3 2 3 1 2 1 1n n n+ + = + + = + +  （2）

　 ( )3 2 1 1 3 2 3 1n n+ + = ⋅ + +  （3）

　 ( ) 2 23 3 2 3 1 3 2 3 1n n⋅ + + = ⋅ + +  （4）

　 ( )2 2 3 33 3 2 3 1 3 2 3 1n n⋅ + + = ⋅ + +  （5）
　　　　　　　　　　

　 （6）

が得られる。ただし、γ は０を含む自然数として定義する。

　（6）において、その値が２の累乗であれば、コラッツ予想として（6）で終

了となる。

　ここで、（6）の右辺を 2a として、偶数を 3 2nγ ⋅ と 3 1γ + の２つに分けて、

それぞれ 2b とすると、（6）から、

　 1(3 2 ) (3 1) 2 2 2 2b b b anγ γ +⋅ + + = + = =  （7）

( )1 13 3 2 3 1 3 2 3 1n nγ γ γ γ− −⋅ + + = ⋅ + +
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が成立する。

　前者については、

　3 2 2bnγ ⋅ =  （8）

または、

　 13 2bnγ −⋅ =  （9）

で表される。

　一方、後者については、

　3 1 2bγ + =  （10）

で表される。ここで、（10）を（9）で割ると、

　 1

3 1 2 2
3 2

b

bn

γ

γ −

+
= =  （11）

である。

　さらに、（11）を整理すると、

　1 3 (2 1)nγ= −  （12）

を得る。（12）が成立するのは、 0γ = および 2 1 1n − = 、すなわち、 1n = の

場合である。

　これらの値を（6）へ代入すると、４（= 22 ）が得られる。これにより1に
到達するために（6）で終了となる。

　さらに、 1n = を（1）へ代入すると、

　 2 1 3n + =  （13）

が得られる。この3を3 1x + へ代入して、コラッツ予想にしたがって計算して
行くと、
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　10、5、16、8、4、2、1 （14）

が得られる。これは、 3 1x + へ代入されたどの奇数でも、（14）の一連の数値

を通じて1に到達することを示している3。ただし、最初に２の累乗値が算出さ

れる場合は、16、8、4、2、1の一連の数値または2を通じて1に到達すること

を示している。また、5については、（14）から5を除いて16、8、4、2、1が計

算され、1に到達することを示している。

　要約すると、初期の任意の奇数 2 1n + は、これに 03 を乗じた値と同じにな

るために、ここでは 0 γ≤ としている。また、コラッツ予想が展開された式に

おいて２の累乗の値が存在する場合の条件として、 0γ = および 1n = が導か
れ、それによって奇数として3が求まる。すなわち、最初に3 1x + へ代入する

奇数が何であれ、3を初期値としてコラッツ予想にしたがって1になるまで計

算すると、一連の値を必ず通過することになる。
　これについては、奇数は偶数を２で割り切れた数であると言えるため、奇数

を代入した３掛けの奇数であっても、３掛けの奇数を伴っているコラッツ予想

は、すべての場合において成立しなければならない。

おわりに

　ここでは、最初に代入した奇数に対して３の倍数によってもたらされる奇数

を3 1x + へ順次代入した場合、コラッツ予想を満たす条件として、最小の奇数
３を必要としていることから、３を初期値としてコラッツ予想に従って計算す

ると１に到達する。

　したがって、最初に投入される奇数が何であっても、３によって展開された

一連の数値を通って１に到達することになる。そのため最終的にはコラッツ予

想が正当化されることになる。それゆえコラッツ予想が証明されたと考える次
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第である。

注
１　これについては、コラッツの問題─Wikipedia（https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83

%AD%E3%83%BC%E3%82%BF%E3%83%BC%E3%83%BB%E3%82%B3%E3%83%A9%E3
%83%83%E3%83%84）を参照。また、この予想については、Richard（2004、E16、訳 pp. 
317‒323）によって、コラッツ予想のこれまでの研究が整理されている。

２　この予想については、今野・成松 (2020、第１章 ) および NHK 制作班編（2024、テー
マ２）によって容易に説明されている。また、この予想は「角谷の問題」とも呼ばれてい
る。（難波、pp. 117‒119）

３　これについては、理系のための備忘録─ n=1000までのコラッツ数列一覧（https://
science-log.com/%e9%9b%91%e8%a8%98top%e3%83%9a%e3%83%bc%e3%82%b8/n1000
%e3%81%be%e3%81%a7%e3%81%ae%e3%82%b3%e3%83%a9%e3%83%83%e3%83%84%e6
%95%b0%e5%88%97%e4%b8%80%e8%a6%a7/）を参照せよ。
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Gluck, D., and Traylor, B. (2001) A new statistic for the 3x+1 problem. Proceedings of the 
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実
際
に
そ
の
内
容
も
き
わ
め
て
体
系
的
で
専
門
的
で
す
。
二
〇
年
以
上
に
わ
た
っ
て
執
筆
し
続
け
て
き
た
ひ
と
つ
ひ
と
つ
の

論
考
は
、
考
察
主
題
に
対
し
て
常
に
複
数
の
観
点
か
ら
の
詳
細
な
整
理
と
論
評
を
お
こ
な
い
、
さ
ら
に
多
く
の
論
考
の
最
後
で

は
、
新
自
由
主
義
（
的
資
本
主
義
）
か
ら
の
転
換
や
新
自
由
主
義
を
の
り
こ
え
う
る
新
た
な
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
の
可
能
性
に
つ
い

て
も
同
様
に
、
多
元
的
な
視
野
か
ら
一
貫
し
て
模
索
さ
れ
て
い
ま
す
。
内
容
上
の
重
複
を
と
も
な
い
な
が
ら
、
政
治
経
済
学
的
見

地
か
ら
み
て
き
わ
め
て
重
要
な
一
連
の
問
題
群
を
め
ぐ
っ
て
、
伊
藤
先
生
が
こ
れ
ほ
ど
ま
で
に
粘
り
強
い
思
索
と
考
究
を
精
力
的

に
重
ね
続
け
て
こ
ら
れ
た
こ
と
に
、
評
者
の
私
は
驚
き
、
感
銘
を
受
け
ま
す
。

　

本
書
『
資
本
主
義
の
多
重
危
機
』
に
は
、『『
資
本
論
』
と
現
代
世
界
』
に
も
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
欧
米
マ
ル
ク
ス
派
の
学
問
的

貢
献
を
積
極
的
に
活
か
す
、
伊
藤
先
生
の
鮮
烈
な
時
代
認
識
と
透
徹
し
た
良
識
が
貫
き
流
れ
て
い
ま
す
。
清
水
・
𠮷
村
両
先
生
が

巻
末
「
解
説
」
で
指
摘
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
伊
藤
先
生
の
「
本
書
は
、
い
わ
ば
そ
の
最
後
の
集
大
成
と
も
い
え
る
だ
ろ
う
」

（
二
七
六
頁
：
以
下
に
お
い
て
と
く
に
断
り
が
な
い
限
り
、
引
用
は
本
書
の
頁
数
）
こ
と
に
ち
が
い
あ
り
ま
せ
ん
。

　

二
〇
世
紀
後
半
に
か
け
て
新
自
由
主
義
化
し
た
資
本
主
義
の
限
界
、
ソ
連
型
社
会
主
義
の
崩
壊
と
い
う
現
代
世
界
に
お
け
る
い

わ
ゆ
る
「
双
対
的
危（
４
）機」
の
深
度
は
二
一
世
紀
に
お
い
て
い
っ
そ
う
顕
著
に
増
し
て
お
り
、
と
り
わ
け
前
者
に
お
け
る
危
機
は
ま

さ
に
「
多
重
危
機
（M
ultiple Cris

（
５
）

es

）」
と
し
て
、
人
類
に
き
わ
め
て
重
い
宿
題
を
課
し
て
い
ま
す
。
現
代
「
資
本
主
義
」
世

界
が
解
決
し
え
ず
直
面
し
続
け
て
い
る
「
多
重
危
機
」
の
諸
相
と
そ
れ
ら
を
生
じ
さ
せ
て
い
る
根
拠
を
学
問
的
に
解
明
で
き
な
け

れ
ば
、
新
自
由
主
義
的
資
本
主
義
と
二
〇
世
紀
型
社
会
主
義
を
の
り
こ
え
う
る
「
二
一
世
紀
型
社
会
主
義
」
を
ふ
く
む
オ
ル
タ
ナ

テ
ィ
ブ
を
骨
太
に
展
望
す
る
こ
と
も
で
き
ま
せ
ん
。
そ
う
し
た
試
み
の
な
か
に
は
、
新
自
由
主
義
に
理
論
的
基
礎
を
与
え
て
い
る

主
流
派
の
新
古
典
派
ミ
ク
ロ
経
済
学
の
限
界
を
浮
き
彫
り
に
す
る
作
業
も
含
ま
れ
て
い
る
は
ず
で
す
。「
新
古
典
派
経
済
学
に

は
、
資
本
主
義
市
場
経
済
の
歴
史
性
や
そ
の
限
界
を
理
解
さ
せ
る
準
備
も
基
礎
も
な
い
の
で
は
な
い
か
」（『
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
か
ら

世
界
恐
慌
へ
』
青
土
社
、
二
〇
〇
九
年
、
一
〇
五（
６
）頁）。
こ
う
し
て
本
書
で
の
伊
藤
先
生
の
体
系
的
考
究
は
、
人
類
の
未
解
決
問
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一
七

題
へ
の
挑
戦
の
一
環
を
な
し
て
い
る
と
い
っ
て
も
け
っ
し
て
過
言
で
は
あ
り
ま
せ（
７
）ん。

　

な
お
本
書
に
先
立
っ
て
刊
行
の
既
刊
書
『
幻
滅
の
資
本
主
義
』（
大
月
書
店
、
二
〇
〇
六
年
）、『
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
か
ら
世
界
恐

慌
へ
』（
青
土
社
、
二
〇
〇
九
年
）、『
日
本
経
済
は
な
ぜ
衰
退
し
た
の
か
』（
平
凡
社
新
書
、
二
〇
一
三
年
）、『
マ
ル
ク
ス
経
済
学

の
方
法
と
現
代
世
界
』（
桜
井
書
店
、
二
〇
一
六
年
）、『
入
門 

資
本
主
義
経
済
』（
平
凡
社
新
書
、
二
〇
一
八
年
）、『
マ
ル
ク
ス

の
思
想
と
理
論
』（
青
土
社
、
二
〇
二
〇
年
）
な
ど
は
い
っ
そ
う
読
み
や
す
く
、
本
書
と
の
併
読
が
推
奨
さ
れ
ま
す
。
本
書
の
構

成
を
ふ
ま
え
、
伊
藤
先
生
の
学
問
的
考
究
の
成
果
を
五
つ
の
主
要
テ
ー
マ
か
ら
論
じ
直
し
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
。

一
．
資
本
主
義
の
新
自
由
主
義
化
の
イ
ン
パ
ク
ト

　

新
自
由
主
義
的
グ
ロ
ー
バ
ル
資
本
主
義
の
限
界
と
そ
の
歴
史
的
意
義
を
体
系
的
に
総
括
す
る
こ
と
は
、
人
類
史
の
未
来
を
切
り

拓
く
う
え
で
き
わ
め
て
重
要
で
す
。
そ
う
し
た
観
点
か
ら
み
て
も
、
第
二
章
「
資
本
主
義
の
螺
旋
的
進
化
」
は
、
本
書
全
体
の
論

旨
を
把
握
す
る
た
め
に
有
益
で
あ
り
、
ま
た
興
味
深
い
論
考
で
す
。

　

マ
ル
ク
ス
と
エ
ン
ゲ
ル
ス
の
共
著
『
共
産
党
宣
言
』（
一
八
四
八
年
）
は
、
欧
米
マ
ル
ク
ス
派
の
デ
ヴ
ィ
ッ
ド
・
ハ
ー
ヴ
ェ
イ

が
表
明
し
て
い
た
よ
う（
８
）に、
資
本
主
義
の
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
胎
動
を
予
告
し
て
い
た
と
も
い
え
ま
す
。
マ
ル
ク
ス
ら
の

そ
の
天
才
的
洞
察
と
あ
わ
せ
、
ア
メ
リ
カ
を
震
源
地
と
す
る
二
〇
〇
七
─
八
年
の
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
世
界
恐
慌
に
象
徴
さ
れ
る
、
新

自
由
主
義
化
し
た
先
進
資
本
主
義
諸
国
で
生
じ
た
一
連
の
事
態
は
、
ま
さ
に
〈
マ
ル
ク
ス
の
逆
襲
〉
と
称
し
て
よ
い
で
し
ょ
う
。

　

Ｉ
・
ウ
ォ
ー
ラ
ー
ス
テ
イ
ン
の
表
現
で
い
う
と
こ
ろ
の
資
本
主
義
世
界
シ
ス
テ
ム
の
歴
史
的
進
化
を
長
期
的
趨
勢
か
ら
捉
え
直

す
と
、
一
九
世
紀
末
の
大
不
況
（
一
八
七
三
─
九
六
年
）
以
降
、
重
化
学
工
業
の
発
達
に
と
も
な
う
独
占
資
本
や
労
働
者
階
級
の

結
束
を
つ
う
じ
た
労
働
組
合
の
急
成
長
、
一
九
一
七
年
の
ロ
シ
ア
革
命
後
の
ソ
連
型
社
会
主
義
の
建
設
、
さ
ら
に
は
帝
国
主
義
段
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一
八

階
に
お
け
る
国
民
国
家
の
役
割
も
再
強
化
さ
れ
、
資
本
主
義
世
界
シ
ス
テ
ム
は
、
自
由
主
義
段
階
に
お
け
る
自
由
な
競
争
的
市
場

を
制
限
す
べ
く
螺
旋
的
反
転
傾
向
を
顕
著
に
示
し
て
い
た
の
で
す
。
伊
藤
先
生
は
、「
現
実
に
は
ほ
ぼ
一
世
紀
に
わ
た
り
…
…
、

資
本
主
義
世
界
シ
ス
テ
ム
の
自
由
市
場
的
活
力
は
衰
退
し
つ
つ
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
た
」（
三
五
頁
）
と
述
べ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
、
そ
し
て
日
本
と
い
っ
た
先
進
資
本
主
義
諸
国
は
、
ケ
イ
ン
ズ
主
義
的
福
祉
国
家
路

線
に
も
と
づ
く
第
二
次
大
戦
後
の
安
定
し
た
高
度
成
長
の
時
代
か
ら
一
九
七
〇
代
初
頭
の
イ
ン
フ
レ
恐
慌
を
介
し
、
上
記
の
趨
勢

を
ふ
た
た
び
大
き
く
反
転
さ
せ
、
一
九
八
〇
年
代
以
降
、
民
営
化
（
小
さ
な
政
府
）・
緊
縮
財
政
・
規
制
緩
和
の
三
面
を
主
要
な

特
徴
と
す
る
新
自
由
主
義
路
線
を
政
策
基
調
と
す
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
自
由
な
競
争
的
市
場
秩
序
の
グ
ロ
ー
バ
ル
な
再
活
性

化
を
つ
う
じ
て
、
資
本
主
義
は
〈
新
自
由
主
義
化
〉
す
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
す
。「
自
由
な
競
争
的
市
場
に
多
様
な
社
会
的
制

御
を
試
み
て
い
た
資
本
主
義
の
進
化
の
態
様
を
螺
旋
的
に
反
転
す
る
歴
史
過
程
を
な
し
て
い
た
」（
四
〇
頁
）
と
い
う
、
資
本
主

義
の
〈
新
自
由
主
義
化
〉
の
も
つ
イ
ン
パ
ク
ト
が
甚
大
な
の
は
な
ぜ
で
し
ょ
う
か
。

　

な
ぜ
な
ら
ば
、
新
自
由
主
義
的
資
本
主
義
へ
の
転
換
を
つ
う
じ
て
、
新
自
由
主
義
的
資
本
主
義
は
、
た
と
え
ば
以
下
の
よ
う
な

危
機
と
限
界
を
は
っ
き
り
と
露
呈
し
て
き
て
い
る
か
ら
で
す
。
す
な
わ
ち
、
主
流
派
の
新
古
典
派
ミ
ク
ロ
経
済
学
が
そ
の
理
論
的

論
拠
と
さ
れ
て
い
る
新
自
由
主
義
は
、
高
度
情
報
通
信
技
術
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
）
を
マ
ル
ク
ス
の
唯
物
史
観
の
い
う
経
済
的
下
部
構
造
と

し
て
の
物
質
的
基
盤
と
し
な
が
ら
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
次
元
と
規
模
で
消
費
の
個
人
主
義
的
多
様
化
や
労
働
・
金
融
市
場
の
自
由
化

を
顕
著
に
促
進
し
、
そ
れ
と
同
時
に
、
貨
幣
・
金
融
の
国
際
的
な
投
機
的
流
動
化
に
と
も
な
う
バ
ブ
ル
リ
レ
ー
と
経
済
恐
慌
を

「
た
ら
い
回
し
」
的
に
反
復
さ
せ
（
第
三
章
に
あ
る
ハ
ー
ヴ
ェ
イ
の
表
現
）、
資
本
主
義
シ
ス
テ
ム
の
不
安
定
性
も
増
長
し
て
い
ま

す
。
地
域
社
会
は
疲
弊
し
、
共
同
体
社
会
は
「
個
」
へ
分
解
さ
れ
て
き
て
い
ま
す
。
雇
用
形
態
も
多
様
化
・
弾
力
化
し
、
非
正
規

雇
用
に
も
と
づ
く
非
正
規
社
会
を
大
き
く
進
展
さ
せ
、
多
面
的
に
格
差
を
再
拡
大
し
、
働
く
人
々
の
生
活
・
将
来
不
安
の
持
続
化

と
そ
れ
と
軌
を
一
に
す
る
少
子
化
も
い
っ
そ
う
深
化
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
い
え
ば
、
市
場
原
理
主
義
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
に
よ
る
新
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一
九

自
由
主
義
的
資
本
主
義
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
地
球
温
暖
化
現
象
に
象
徴
さ
れ
る
、
人
間
社
会
と
そ
の
基
盤
を
な
す
外
的
自
然
の
荒

廃
化
と
い
う
エ
コ
ロ
ジ
カ
ル
な
災
厄
と
危
機
を
解
決
す
る
道
筋
を
示
し
え
て
い
ま
せ
ん
。

　

か
つ
て
の
『
資
本
主
義
の
限
界
と
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
』（
岩
波
書
店
、
二
〇
一
七
年
）
と
い
う
伊
藤
先
生
の
書
名
が
端
的
に
示

唆
し
て
い
る
よ
う
に
、
市
場
経
済
に
よ
る
資
本
主
義
に
は
根
源
的
矛
盾
や
不
可
避
的
な
不
安
定
性
、
自
己
破
壊
性
と
い
う
「
限

界
」
が
本
来
的
に
内
在
し
て
い
ま
す
が
、
資
本
主
義
の
〈
新
自
由
主
義
化
〉
こ
そ
は
そ
う
し
た
「
限
界
」
を
い
っ
そ
う
強
く
露
呈

し
、
そ
れ
ら
の
相
互
累
進
的
な
複
合
作
用
が
現
代
的
な
「
多
重
危
機
」
を
惹
き
起
こ
し
て
い
る
の
で
す
。
伊
藤
先
生
が
本
書
『
資

本
主
義
の
多
重
危
機
』
を
つ
う
じ
て
果
敢
に
挑
ま
れ
て
い
る
人
類
史
的
課
題
は
、
次
の
よ
う
な
凝
縮
的
な
一
文
に
端
を
発
す
る
と

い
え
る
で
し
ょ
う
。「
こ
う
し
て
わ
れ
わ
れ
は
、
前
世
紀
末
に
お
け
る
ケ
イ
ン
ズ
主
義
な
い
し
社
会
民
主
主
義
と
ソ
連
型
社
会
主

義
へ
の
幻
滅
に
加
え
、
そ
れ
に
代
わ
る
期
待
を
集
め
て
い
た
新
自
由
主
義
に
も
失
望
を
深
め
、
世
界
史
の
進
路
に
深
刻
な
重
層
的

な
危
機
と
閉
塞
感
を
経
験
し
つ
つ
あ
る
」（
四
三
頁
）。
ま
さ
に
そ
う
し
た
ト
リ
レ
ン
マ
か
ら
人
類
が
脱
却
す
べ
く
、
広
く
深
い
思

索
を
伊
藤
先
生
は
重
ね
続
け
て
お
ら
れ
た
の
で
す
。

　

の
ち
の
第
七
章
「
世
界
経
済
の
構
造
変
化
と
先
進
諸
国
の
衰
退
」
に
お
い
て
も
簡
潔
な
論
及
が
あ
る
よ
う（
９
）に、BRICS

（
ブ
ラ

ジ
ル
、
ロ
シ
ア
、
イ
ン
ド
、
中
国
、
南
ア
フ
リ
カ
）
に
代
表
さ
れ
る
新
興
諸
国
や
そ
の
他
の
途
上
国
に
お
け
る
、
大
規
模
な
地
殻

変
動
を
と
も
な
う
成
長
拠
点
の
シ
フ
ト
の
動
向
が
注
視
さ
れ
る
の
と
は
対
照
的
に
、
先
進
諸
国
に
お
い
て
、
経
済
成
長
の
鈍
化
か

ら
の
顕
著
で
長
期
的
な
衰
退
傾
向
を
も
た
ら
し
て
き
て
い
る
新
自
由
主
義
的
グ
ロ
ー
バ
ル
資
本
主
義
の
限
界
は
あ
き
ら
か
で
あ
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
す
で
に
四
〇
年
以
上
、
い
や
半
世
紀
近
く
に
及
ん
で
、
そ
れ
は
経
済
政
策
の
基
本
教
義
と
し
て
の
し
ぶ
と
さ

と
生
命
力
を
依
然
と
し
て
保
持
し
続
け
て
い
ま
す
。
そ
の
こ
と
自
体
が
新
自
由
主
義
（
的
資
本
主
義
）
に
代
替
し
う
る
新
た
な
オ

ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
を
見
い
だ
し
に
く
い
世
界
史
的
状
況
を
生
み
出
し
て
い
る
と
も
い
え
ま
す
が
、
わ
れ
わ
れ
は
こ
の
点
を
ど
う
み
れ

ば
よ
い
の
で
し
ょ
う
か
。
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二
〇

二
．
新
古
典
派
経
済
学
の
排
他
性
と
競
合
的
学
派

　

お
そ
ら
く
そ
の
こ
と
は
、
自
由
な
競
争
的
市
場
原
理
こ
そ
が
公
正
で
合
理
的
な
経
済
秩
序
を
も
た
ら
す
と
み
な
す
新
自
由
主
義

が
、
そ
の
物
質
的
基
盤
で
あ
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
と
方
法
論
的
個
人
主
義
に
も
と
づ
く
新
古
典
派
ミ
ク
ロ
経
済
学
と
適
合
的
で
あ
る
こ
と
、

さ
ら
に
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
形
態
に
変
異
し
な
が
ら
分
析
領
域
を
拡
張
し
て
い
く
現
代
の
新
古
典
派
ミ
ク
ロ
経
済
学
が
世
界
の
大
学

や
学
界
で
支
配
的
に
な
り
、
マ
ル
ク
ス
『
資
本
論
』
の
経
済
学
や
ケ
イ
ン
ズ
の
マ
ク
ロ
経
済
学
（
ミ
ク
ロ
的
基
礎
づ
け
の
新
古
典

派
の
ケ
イ
ン
ズ
経
済
学
で
は
な
い
）
な
ど
の
政
治
経
済
学
、
そ
れ
ら
を
ふ
く
め
て
尊
重
す
る
異
端
派
経
済
学
が
過
度
に
排
除
さ

れ
、
学
問
の
多
様
性
が
大
き
く
失
わ
れ
て
い
る
こ
と
と
も
有
機
的
か
つ
密
接
に
関
連
し
て
い
る
は
ず
で
す
。
だ
か
ら
こ
そ
伊
藤
先

生
は
、
第
一
章
「
価
値
概
念
の
進
化
と
そ
の
歴
史
的
基
礎
」
の
最
後
で
、
こ
う
し
た
事
態
は
ま
さ
に
「
現
代
世
界
の
危
機
的
ゆ
き

づ
ま
り
に
経
済
学
が
学
問
的
に
応
え
る
可
能
性
を
大
幅
に
狭
め
る
方
向
を
選
択
し
て
い
る
こ
と
に
な
っ
て
い
な
い
で
あ
ろ
う
か
」

（
二
四
頁
）
と
深
く
憂
慮
さ
れ
て
い
る
の
で
す
。
経
済
と
社
会
の
危
機
は
、
社
会
科
学
と
し
て
の
経
済
学
の
危
機
と
連
動
し
あ
う

累
積
的
な
循
環
・
再
生
産
構
造
を
な
し
て
い
る
の
で
す
。

　

ア
メ
リ
カ
で
の
ラ
デ
ィ
カ
ル
・
エ
コ
ノ
ミ
ク
ス
の
先
導
的
理
論
家
の
一
人
で
あ
る
Ｄ
・
コ
ッ
ツ
の
論
考
を
、
第
六
章
「
新
自
由

主
義
的
資
本
主
義
の
再
考
」
と
し
て
取
り
上
げ
検
討
を
加
え
て
い
る
伊
藤
先
生
の
試
み
は
、
そ
う
し
た
事
態
へ
の
批
判
的
認
識
を

明
確
に
表
明
す
る
も
の
で
し
ょ
う
。
コ
ッ
ツ
が
新
自
由
主
義
的
資
本
主
義
を
分
析
す
る
際
に
依
拠
し
て
い
る
資
本
・
賃
労
働
の
労

使
関
係
な
ど
社
会
的
制
度
的
諸
要
因
を
重
要
視
す
る
蓄
積
の
社
会
的
構
造
理
論
（Social Structure of A

ccum
ulation

＝

SSA

理
論
）
は
、
フ
ラ
ン
ス
の
レ
ギ
ュ
ラ
シ
オ
ン
理
論
と
あ
わ
せ
て
、
マ
ル
ク
ス
と
ケ
イ
ン
ズ
の
経
済
学
を
分
析
の
理
論
的
参

照
枠
の
コ
ア
に
位
置
づ
け
て
い
る
か
ら
で
す
。
ラ
パ
ヴ
ィ
ツ
ァ
ス
と
の
共
著Political Econom

y of M
oney and Finance

と
そ

の
邦
訳
版
『
貨
幣
と
金
融
の
政
治
経
済
学
』（
岩
波
書
店
、
二
〇
〇
二
年
）
を
あ
げ
、
マ
ネ
タ
リ
ー
な
経
済
理
論
と
し
て
の
強
さ
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二
一

を
も
体
系
的
に
有
し
て
い
る
の
が
マ
ル
ク
ス
の
経
済
学
で
あ
る
こ
と
を
伊
藤
先
生
が
再
確
認
（
（1
（
し
、
マ
ル
ク
ス
派
の
ラ
パ
ヴ
ィ
ツ
ァ

ス
と
ポ
ス
ト
・
ケ
イ
ン
ズ
派
の
デ
ィ
ム
ス
キ
ー
と
の
あ
い
だ
の
論
争
と
そ
の
理
論
的
意
義
・
射
程
に
つ
い
て
考
察
し
て
い
る
第
四

章
「
現
代
資
本
主
義
に
お
け
る
貨
幣
・
金
融
の
政
治
経
済
学
」
も
、
第
六
章
と
同
様
の
学
問
的
関
心
に
端
を
発
す
る
論
考
で
す
。

　

と
り
わ
け
現
代
の
主
流
派
を
な
す
新
古
典
派
経
済
学
は
概
し
て
市
場
経
済
を
自
然
視
し
、
そ
の
調
和
的
で
効
率
的
な
機
能
的
特

性
（
市
場
の
失
敗
、
歪
み
を
理
論
体
系
の
な
か
に
組
み
込
ん
で
は
い
る
も
の
の
）
を
信
奉
す
る
傾
向
が
強
く
、
貨
幣
に
つ
い
て
の

理
解
も
き
わ
め
て
狭
く
、
そ
れ
は
「
た
ん
に
財
や
サ
ー
ビ
ス
の
交
換
を
媒
介
す
る
手
段
で
あ
り
、
市
場
に
お
け
る
商
品
の
流
通
手

段
で
あ
り
、
そ
の
意
味
で
の
通
貨
と
し
て
の
役
割
に
と
ど
ま
る
」（
伊
藤
誠
『
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
か
ら
世
界
恐
慌
へ
』
青
土
社
、
二

〇
〇
九
年
、
一
〇
〇
頁
）
の
で
す
。
こ
の
よ
う
な
単
な
る
媒
介
で
あ
る
交
換
手
段
と
し
て
の
貨
幣
理
解
の
論
理
的
帰
結
は
、
諸
商

品
の
部
分
的
不
均
衡
は
生
じ
え
て
も
、
そ
れ
は
市
場
の
価
格
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
よ
る
需
給
調
整
機
能
を
つ
う
じ
て
速
や
か
に
解
消
さ

れ
、「
商
品
の
全
般
的
過
剰
生
産
や
労
働
者
の
不
完
全
雇
用
を
も
た
ら
す
恐
慌
や
不
況
は
お
こ
る
は
ず
は
な
い
と
信
じ
ら
れ
る
こ

と
に
な
る
」（
同
上
書
、
一
〇
一
頁
）
の
で
す
。

　

マ
ル
ク
ス
の
経
済
理
論
の
重
要
な
特
徴
の
ひ
と
つ
は
、
新
古
典
派
体
系
と
顕
著
に
異
な
り
、「
市
場
経
済
の
諸
形
態
と
資
本
主

義
市
場
経
済
と
の
歴
史
性
を
こ
う
し
て
は
っ
き
り
区
別
し
て
い
る
こ
と
」（
七
六
頁
）
で
す
。
こ
の
着
眼
点
は
、
資
本
主
義
へ
の

オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
と
し
て
の
市
場
社
会
主
義
を
ふ
く
む
社
会
主
義
の
多
様
な
理
論
的
可
能
性
を
展
望
す
る
際
、
そ
こ
で
の
貨
幣
・

金
融
な
い
し
は
信
用
の
諸
機
能
の
あ
り
か
た
が
問
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
以
上
、
け
っ
し
て
看
過
で
き
ま
せ
ん
。

　

い
ず
れ
に
せ
よ
、
マ
ル
ク
ス
派
の
な
か
に
も
多
様
な
理
論
的
潮
流
が
あ
る
こ
と
を
明
確
に
認
め
あ
い
、
非
マ
ル
ク
ス
派
の
経
済

学
と
の
対
峙
、
競
合
・
協
力
関
係
に
つ
い
て
の
論
議
が
、
新
自
由
主
義
的
グ
ロ
ー
バ
ル
資
本
主
義
と
そ
れ
を
基
礎
づ
け
て
い
る
新

古
典
派
経
済
学
の
排
他
性
へ
の
体
系
的
な
批
判
的
考
察
と
有
機
的
に
呼
応
し
な
が
ら
、
い
っ
そ
う
推
進
さ
れ
て
よ
い
で
し
ょ
う
。

実
際
に
そ
れ
は
、
こ
れ
か
ら
の
（
市
場
）
社
会
主
義
の
新
た
な
可
能
性
に
も
大
き
く
関
わ
っ
て
く
る
の
で
す
。
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伊
藤
先
生
は
市
場
社
会
主
義
の
理
論
モ
デ
ル
の
多
様
性
を
強
調
さ
れ
、
本
書
の
四
八
頁
の
脚
注
で
ア
ナ
リ
テ
ィ
カ
ル
・
マ
ル
ク

ス
派
の
ジ
ョ
ン
・
ロ
ー
マ
ー
に
言
及
さ
れ
て
い
ま
す
。『
経
済
学
か
ら
な
に
を
学
ぶ
か
』（
平
凡
社
新
書
、
二
〇
一
五
年
）
に
お
い

て
、
ロ
ー
マ
ー
に
先
立
つ
オ
ス
カ
ー
・
ラ
ン
ゲ
の
市
場
社
会
主
義
論
を
基
礎
づ
け
て
い
る
「
新
古
典
派
ミ
ク
ロ
経
済
学
の
理
論

も
、
少
な
く
と
も
一
般
均
衡
学
派
の
伝
統
に
は
、
社
会
主
義
の
理
念
と
接
合
可
能
と
み
な
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
が
あ
る
」
と
し
、

「
そ
れ
は
経
済
学
の
思
想
と
理
論
の
関
係
の
多
様
性
な
い
し
弾
力
性
を
め
ぐ
り
、
注
目
に
値
す
る
と
こ
ろ
で
あ
ろ
う
」（
同
上
書
、

一
四
七
頁
）
と
述
べ
ら
れ
て
い
ま
す
。
社
会
主
義
の
新
た
な
可
能
性
に
つ
い
て
の
再
考
は
、
そ
の
理
論
的
参
照
枠
の
あ
り
方
と
密

接
不
可
分
で
あ
る
こ
と
か
ら
み
れ
ば
、「
多
様
性
な
い
し
弾
力
性
」
と
い
う
伊
藤
先
生
の
上
記
の
見
解
は
よ
り
突
き
詰
め
て
、
な

に
を
意
味
し
含
意
し
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。
ラ
ン
ゲ
や
ロ
ー
マ
ー
が
依
拠
し
て
い
る
新
古
典
派
の
静
学
的
な
一
般
均
衡
理
論
と

マ
ル
ク
ス
の
経
済
理
論
か
ら
導
か
れ
る
各
々
の
社
会
主
義
モ
デ
ル
は
大
き
く
異
な
り
、
と
く
に
前
者
の
モ
デ
ル
に
対
し
て
は
、
ハ

イ
エ
ク
ら
オ
ー
ス
ト
リ
ア
学
派
の
論
者
に
よ
っ
て
さ
ま
ざ
ま
な
理
論
的
批
判
が
提
起
さ
れ
続
け
て
き
た
の
で
す
。
理
解
の
仕
方
に

よ
っ
て
は
、
新
古
典
派
の
一
般
均
衡
理
論
を
基
礎
と
す
る
社
会
主
義
モ
デ
ル
を
も
概
し
て
容
認
す
る
伊
藤
先
生
の
ス
タ
ン
ス
は
、

社
会
主
義
の
可
能
性
を
め
ぐ
る
新
古
典
派
経
済
学
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、
両
義
的
で
折
衷
的
で
は
な
い
か
と
の
批
評
が
な
さ
れ
う

る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
さ
ら
に
踏
み
込
ん
だ
検
討
を
要
す
る
問
題
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

社
会
科
学
と
し
て
の
経
済
学
の
現
状
や
「
経
済
学
の
歴
史
」
そ
の
も
の
を
広
く
深
く
問
い
直
す
こ
と
は
、
今
な
お
主
要
な
二
一

世
紀
的
課
題
の
一
環
を
な
し
て
い
ま
す
。
上
記
で
引
用
し
て
お
い
た
、
第
一
章
の
最
後
に
お
け
る
伊
藤
先
生
の
見
解
か
ら
も
、
そ

れ
は
本
書
の
全
体
に
通
底
し
、
根
幹
を
な
す
基
本
認
識
で
あ
る
の
で
す
。
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二
三

三
．
金
融
化
資
本
主
義
の
脆
弱
性
と
格
差
再
拡
大

　

二
〇
〇
九
年
に
刊
行
の
『
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
か
ら
世
界
恐
慌
へ
』
に
よ
れ
ば
、
先
進
諸
国
に
お
け
る
現
代
の
ア
メ
リ
カ
を
先
進
的

モ
デ
ル
と
す
る
新
自
由
主
義
的
グ
ロ
ー
バ
ル
資
本
主
義
は
、
い
わ
ゆ
る
多
重
証
券
化
さ
れ
た
各
種
金
融
商
品
の
膨
大
な
取
引
を
こ

そ
中
心
的
業
務
と
す
る
、「
金
融
化
資
本
主
義
（financialized capitalism

）」
と
規
定
し
う
る
顕
著
な
特
徴
を
も
示
す
よ
う
に

な
っ
て
い
ま
し
た
。
国
内
外
の
金
融
市
場
の
規
模
が
膨
張
し
、
金
融
諸
機
関
の
役
割
が
肥
大
化
す
る
に
と
ど
ま
ら
ず
、
金
融
諸
機

関
の
収
益
源
と
し
て
、「
金
融
市
場
に
お
け
る
各
種
債
務
証
券
、
株
式
、
保
険
、
外
貨
、
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
（
金
融
派
生
商
品
）
な

ど
の
取
引
手
数
料
や
取
引
差
益
が
増
大
」
し
て
お
り
、
も
は
や
「
伝
統
的
な
銀
行
業
務
の
よ
う
に
利
子
収
入
の
み
に
も
っ
ぱ
ら
依

存
す
る
も
の
で
は
な
く
な
っ
て
い
る
」（
五
四
頁
）
か
ら
で
す
。

　

伊
藤
先
生
を
は
じ
め
、
マ
ル
ク
ス
派
の
理
論
家
の
コ
ス
タ
ス
・
ラ
パ
ヴ
ィ
ツ
ァ
ス
や
ア
ン
ド
ル
ー
・
グ
リ
ン
、
デ
ヴ
ィ
ッ
ド
・

ハ
ー
ヴ
ェ
イ
ら
は
、
そ
う
し
た
「
金
融
化
資
本
主
義
」
と
し
て
の
側
面
に
大
き
な
学
問
的
関
心
を
払
っ
て
い
ま
す
。

　

第
三
章
「
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
恐
慌
か
ら
ユ
ー
ロ
危
機
へ
」
は
、
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
恐
慌
か
ら
ギ
リ
シ
ャ
を
震
源
と
す
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

で
の
国
家
債
務
危
機
（
ソ
ブ
リ
ン
危
機
）─
─
伊
藤
先
生
に
よ
れ
ば
、
後
者
は
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
恐
慌
の
進
展
的
で
後
産
的
一
環
を

な
し
、
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
恐
慌
か
ら
国
家
債
務
危
機
へ
の
ハ
ー
ヴ
ェ
イ
の
い
う
「
た
ら
い
回
し
」
的
な
シ
フ
ト
が
、
彼
の
い
う
地
理

的
不
均
等
発
展
の
様
相
を
呈
し
て
深
化
し
て
い
る
の
で
す
─
─
の
諸
相
と
そ
の
ダ
イ
ナ
ミ
ズ
ム
を
描
き
出
し
、
金
融
化
資
本
主
義

に
内
在
す
る
深
刻
な
脆
弱
性
を
も
浮
き
彫
り
に
し
て
い
る
論
考
で
す
。
こ
の
論
考
は
、
ハ
ー
ヴ
ェ
イ
の
恐
慌
論
を
と
り
あ
げ
再
検

討
を
加
え
て
い
る
、
第
一
二
章
「
二
一
世
紀
型
の
社
会
民
主
主
義
と
社
会
主
義
の
政
治
経
済
学
」
に
お
い
て
の
考
察
内
容
と
も
大

き
く
関
連
す
る
も
の
で
す
。
第
三
章
で
と
く
に
興
味
深
い
の
は
、
伊
藤
先
生
に
よ
っ
て
次
の
よ
う
な
重
要
論
点
が
強
調
し
直
さ
れ

て
い
る
こ
と
で
す
。
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と
い
う
の
は
、
膨
大
な
数
の
低
所
得
者
層
を
な
す
労
働
者
階
級
が
背
負
わ
さ
れ
る
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
ロ
ー
ン
に
よ
る
長
期
に
お
よ

ぶ
過
酷
な
金
銭
的
重
荷
は
、
労
働
力
の
債
務
危
機
と
な
り
、
い
わ
ゆ
る
労
働
力
の
商
品
化
を
つ
う
じ
て
、
資
本
主
義
に
お
い
て
剰

余
労
働
が
生
み
出
す
剰
余
価
値
が
資
本
・
賃
労
働
と
い
う
資
本
主
義
的
生
産
関
係
の
も
と
で
資
本
家
に
搾
取
さ
れ
る
従
来
の
収
奪

構
造
に
と
ど
ま
ら
ず
、
概
し
て
低
所
得
の
労
働
者
階
級
は
、「
労
働
力
の
対
価
と
し
て
う
け
と
る
賃
金
の
か
な
り
の
部
分
を
、
一

方
で
預
金
、
年
金
基
金
、
保
険
金
な
ど
の
形
で
金
融
機
関
に
集
め
ら
れ
、
他
方
で
住
宅
ロ
ー
ン
な
ど
消
費
者
金
融
へ
の
元
利
払
い

や
そ
れ
に
付
随
す
る
手
数
料
、
保
険
料
な
ど
の
形
で
重
ね
て
搾
取
さ
れ
る
経
済
関
係
の
も
と
に
組
み
込
ま
れ
て
き
て
い
る
」（
五

五
頁
）
か
ら
で
す
。
伊
藤
先
生
は
、
金
融
化
資
本
主
義
の
も
と
で
の
そ
う
し
た
新
展
開
を
労
働
力
の
金
融
化
と
呼
称
さ
れ
て
い
ま

す
。
資
本
主
義
の
経
済
的
基
礎
を
な
す
〈
労
働
力
の
商
品
化
〉
に
新
た
に
加
わ
る
〈
労
働
力
の
金
融
化
〉
と
い
う
概
念
の
意
義
と

そ
の
理
論
的
位
置
づ
け
に
つ
い
て
は
さ
ら
に
検
討
を
要
し
ま
す
が
、
そ
れ
ら
に
よ
る
重
層
的
な
搾
取
・
収
奪
構
造
の
中
長
期
的
な

持
続
化
が
、
労
働
者
大
衆
の
生
活
基
盤
を
毀
損
し
、
不
安
定
性
を
大
き
く
増
長
さ
せ
て
い
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
あ
り
ま
せ
ん
。

　

伊
藤
先
生
は
さ
ら
に
問
い
続
け
ま
す
。
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
世
界
恐
慌
と
そ
こ
か
ら
随
伴
的
に
誘
発
さ
れ
拡
大
す
る
こ
と
に
な
っ
た

国
家
債
務
危
機
へ
の
反
省
か
ら
、
そ
れ
ら
を
推
し
進
め
た
新
自
由
主
義
的
緊
縮
財
政
を
反
転
し
、
ケ
イ
ン
ズ
主
義
的
社
会
民
主
主

義
的
な
諸
政
策
を
打
ち
出
す
動
き
が
、
と
り
わ
け
米
日
で
の
政
権
交
代
を
つ
う
じ
て
一
時
的
に
は
実
現
し
た
も
の
の
、
そ
れ
は
国

家
債
務
危
機
を
深
め
る
懸
念
か
ら
新
自
由
主
義
的
緊
縮
政
策
へ
「
再
反
転
」
さ
せ
ら
れ
、
金
融
・
通
貨
危
機
を
媒
介
と
し
な
が

ら
、
ハ
ー
ヴ
ェ
イ
の
い
う
経
済
危
機
の
「
た
ら
い
回
し
」
現
象
が
定
着
し
て
い
る
現
代
世
界
の
情
況
を
ど
う
理
解
し
、
ハ
ー
ヴ
ェ

イ
的
に
「
何
を
な
す
べ
き
か
」
な
の
か
を
。
こ
こ
で
は
、
伊
藤
先
生
自
身
の
確
固
た
る
学
問
的
認
識
の
み
を
表
明
し
て
お
き
ま

し
ょ
う
。「
こ
れ
を
歴
史
の
終
わ
り
と
み
な
し
て
よ
い
は
ず
は
な
い
」（
六
五
頁
）。

　

一
九
八
〇
年
代
以
降
に
お
け
る
資
本
主
義
の
新
自
由
主
義
化
と
上
記
で
み
て
き
た
金
融
資
本
主
義
化
と
と
も
に
、
本
書
の
全
体

を
つ
う
じ
て
一
貫
し
て
重
要
視
さ
れ
て
い
る
の
が
、
と
り
わ
け
先
進
資
本
主
義
諸
国
に
お
け
る
格
差
問
題
の
再
燃
で
す
。
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二
五

　

伊
藤
先
生
は
第
五
章
「
格
差
再
拡
大
の
政
治
経
済
学
」
で
、
フ
ラ
ン
ス
人
経
済
学
者
の
ト
マ
・
ピ
ケ
テ
ィ
の
世
界
的
ベ
ス
ト
セ

ラ
ー
『
21
世
紀
の
資
本
』（
邦
訳
、
み
す
ず
書
房
、
二
〇
一
四
年
）
の
衝
撃
的
内
容
に
つ
い
て
、
マ
ル
ク
ス
『
資
本
論
』
の
経
済

学
と
の
理
論
的
対
比
を
つ
う
じ
て
多
面
的
に
考
察
さ
れ
て
い
ま
す
。
周
知
の
よ
う
に
日
本
で
も
本
書
は
ベ
ス
ト
セ
ラ
ー
と
な
り
、

大
き
な
話
題
作
と
な
り
ま
し
た
。
ピ
ケ
テ
ィ
の
当
該
著
書
は
大
部
で
す
が
読
み
や
す
く
、
刊
行
か
ら
一
〇
年
強
し
か
経
っ
て
い
な

い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
す
で
に
古
典
的
名
著
の
一
冊
と
し
て
の
風
格
す
ら
あ
り
ま
す
。
本
書
の
刊
行
後
も
ピ
ケ
テ
ィ
の
本
は
邦
訳

さ
れ
続
け
て
お
り
、
た
と
え
ば
二
〇
二
三
年
の
邦
訳
『
資
本
と
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
』
は
一
〇
〇
〇
頁
を
こ
え
る
分
量
の
大
著
で
す
。

　

そ
れ
ゆ
え
当
該
章
に
つ
い
て
は
、
ぜ
ひ
ピ
ケ
テ
ィ
の
『
21
世
紀
の
資
本
』
と
あ
わ
せ
て
読
み
進
め
て
い
た
だ
く
の
が
良
い
で
あ

ろ
う
と
判
断
し
、
以
下
で
は
示
唆
に
富
む
二
つ
の
論
点
に
つ
い
て
の
み
論
究
し
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
。
ひ
と
つ
は
、『
21
世
紀

の
資
本
』
の
理
論
的
分
析
の
基
礎
に
据
え
置
か
れ
て
い
る
の
が
、
マ
ル
ク
ス
の
経
済
理
論
で
は
な
く
、
新
古
典
派
経
済
学
の
理
論

体
系
で
あ
る
こ
と
に
関
わ
っ
て
い
ま
す
。
現
代
の
資
本
主
義
世
界
に
拡
が
っ
て
い
る
富
と
所
得
の
顕
著
な
不
平
等
化
、
格
差
再
拡

大
の
進
展
と
い
う
、
政
治
経
済
学
の
古
典
派
的
伝
統
に
つ
ら
な
る
重
要
な
問
題
群
を
再
燃
さ
せ
た
ピ
ケ
テ
ィ
の
貢
献
は
い
う
ま
で

も
な
く
き
わ
め
て
大
き
く
、
経
済
学
の
い
か
な
る
競
合
的
学
派
に
お
い
て
も
尊
重
さ
れ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

か
つ
て
サ
イ
モ
ン
・
ク
ズ
ネ
ッ
ツ
が
提
唱
し
て
い
た
、
い
わ
ゆ
る
ベ
ル
・
カ
ー
ブ
論
に
対
し
、「
二
〇
世
紀
の
例
外
的
で
劇
的

な
資
産
と
所
得
の
格
差
縮
小
は
、
二
〇
世
紀
末
か
ら
二
一
世
紀
に
向
け
て
資
産
と
所
得
の
格
差
に
Ｕ
字
カ
ー
ブ
再
拡
大
を
も
た
ら

し
つ
つ
」（
八
九
頁
）
あ
り
、
と
り
わ
け
ピ
ケ
テ
ィ
が
注
視
し
て
い
る
の
は
、
資
本
所
有
が
上
位
ト
ッ
プ
一
〇
％
、
さ
ら
に
は

一
％
の
富
裕
者
層
に
集
中
し
て
い
く
傾
向
で
す
。
た
と
え
ば
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
ト
ッ
プ
一
〇
％
が
じ
つ
に
七
〇
％
も
の
資

本
所
有
を
支
配
す
る
と
い
う
著
し
く
不
平
等
な
分
配
構
造
を
示
し
て
き
て
い
る
の
で
す
。
そ
れ
に
と
も
な
う
中
間
層
の
没
落
が
生

じ
て
い
る
の
は
い
う
ま
で
も
あ
り
ま
せ
ん
。

　

ピ
ケ
テ
ィ
に
よ
れ
ば
、
資
本
収
益
率
（
ｒ
）
が
経
済
成
長
率
（
ｇ
）
よ
り
高
く
な
る
こ
と
（
ｒ＞

ｇ
）
が
、
上
記
で
述
べ
ら
れ
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た
よ
う
な
格
差
再
拡
大
の
実
証
的
根
拠
と
し
て
あ
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。
マ
ル
ク
ス
が
労
働
価
値
説
を
古
典
派
か
ら
批
判
的
に
継
承

し
、
そ
れ
こ
そ
を
資
本
の
収
益
の
社
会
的
基
礎
（
賃
金
労
働
者
の
剰
余
労
働
が
資
本
の
取
得
す
る
剰
余
価
値
の
源
泉
を
な
し
て
い

る
こ
と
）
を
あ
き
ら
か
に
す
る
理
論
的
論
拠
と
し
て
い
た
の
と
は
異
な
り
、
新
古
典
派
経
済
学
に
依
拠
す
る
ピ
ケ
テ
ィ
の
一
連
の

分
析
は
そ
の
こ
と
が
必
然
的
に
等
閑
視
さ
れ
て
い
ま
す
。「
資
本
」
そ
の
も
の
の
規
定
自
体
も
ま
た
、
新
古
典
派
経
済
学
に
内
在

す
る
通
弊
と
し
て
の
物
神
的
資
本
観
を
自
然
視
す
る
こ
と
か
ら
免
れ
て
お
ら
ず
、
ピ
ケ
テ
ィ
の
一
連
の
格
差
再
拡
大
論
が
、
資
本

蓄
積
の
動
態
と
そ
れ
に
と
も
な
う
資
本
の
自
己
矛
盾
に
つ
い
て
の
議
論
を
欠
い
て
い
る
の
も
、
恐
慌
論
が
な
い
新
古
典
派
経
済
学

に
依
拠
す
る
こ
と
の
論
理
的
帰
結
で
す
。
総
じ
て
伊
藤
先
生
は
、
ピ
ケ
テ
ィ
の
い
う
「
ｒ＞

ｇ
が
成
り
立
つ
の
は
、
一
般
的
に
は

ど
の
よ
う
な
諸
条
件
を
要
す
る
か
」（
九
三
頁
）
と
い
う
論
点
へ
の
理
論
的
な
再
検
討
を
深
め
、
新
自
由
主
義
的
資
本
主
義
と
金

融
化
資
本
主
義
に
内
在
す
る
限
界
へ
の
批
判
的
分
析
の
な
か
で
、
ピ
ケ
テ
ィ
の
議
論
を
位
置
づ
け
直
す
こ
と
の
必
要
性
を
説
か
れ

て
い
ま
す
。

　

も
う
ひ
と
つ
は
、
ピ
ケ
テ
ィ
が
再
燃
さ
せ
た
格
差
再
拡
大
と
い
う
現
代
世
界
が
直
面
し
て
い
る
難
題
に
対
す
る
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ

ブ
に
関
わ
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
論
点
に
つ
い
て
の
ピ
ケ
テ
ィ
と
伊
藤
先
生
の
見
解
と
の
決
定
的
相
違
の
根
源
に
あ
る
の
も
、
上
記

と
同
様
に
、
い
か
な
る
理
論
的
参
照
枠
を
据
え
置
い
て
格
差
再
拡
大
を
是
正
し
て
い
く
の
か
、
ま
た
是
正
す
べ
き
で
あ
る
の
か
と

い
う
こ
と
に
ほ
か
な
り
ま
せ
ん
。

　

伊
藤
先
生
に
お
い
て
は
、「
ピ
ケ
テ
ィ
の
提
唱
す
る
累
進
的
な
相
続
税
や
所
得
税
の
再
強
化
と
あ
わ
せ
て
の
、
国
際
資
本
課
税

も
そ
の
有
力
な
一
環
に
位
置
づ
け
る
こ
と
が
で
き
る
」（
一
〇
三
頁
）
と
み
な
さ
れ
な
が
ら
、
格
差
再
拡
大
の
是
正
を
ふ
く
む
オ

ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
社
会
の
実
現
へ
の
方
途
は
そ
れ
ら
に
狭
く
限
定
さ
れ
う
る
も
の
で
は
な
い
と
主
張
さ
れ
て
い
ま
す
。
マ
ル
ク
ス
の

思
想
と
理
論
を
活
か
し
う
る
、
ま
た
充
分
に
活
か
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
立
場
か
ら
の
伊
藤
先
生
の
結
論
は
こ
こ
で
も
確
固
た
る

も
の
で
あ
り
、
本
節
の
最
後
に
銘
記
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。「
ピ
ケ
テ
ィ
の
提
示
し
て
い
る
格
差
再
拡
大
傾
向
へ
の
徹
底
し
た
解



─ 98 ─

伊藤誠『資本主義の多重危機』を読む

二
七

決
は
、
持
続
可
能
な
自
然
環
境
の
保
全
と
も
あ
わ
せ
て
、
や
は
り
究
極
的
に
は
私
的
資
本
の
無
限
蓄
積
の
原
理
か
ら
解
放
さ
れ
る

社
会
主
義
の
課
題
と
み
な
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
は
な
い
か
」（
一
〇
五
頁
）。

四
．
日
本
資
本
主
義
を
め
ぐ
る
多
重
危
機
の
特
質

　

日
本
経
済
と
日
本
資
本
主
義
の
い
わ
ゆ
る
「
失
わ
れ
た
三
〇
年
」
の
ダ
イ
ナ
ミ
ズ
ム
を
め
ぐ
る
一
連
の
問
題
群
も
ま
た
、
伊
藤

先
生
に
と
っ
て
重
要
な
学
問
的
意
義
を
担
い
続
け
て
い
ま
す
。
第
八
章
か
ら
第
一
〇
章
は
そ
の
た
め
の
考
究
で
あ
り
、
た
と
え
ば

第
二
章
と
第
七
章
、
第
一
〇
章
の
三
つ
の
章
を
セ
ッ
ト
で
通
読
す
れ
ば
、「
資
本
主
義
」、「
世
界
経
済
」
そ
し
て
「
日
本
経
済
・

日
本
資
本
主
義
」
が
直
面
し
続
け
て
い
る
〈
多
重
危
機
〉
の
コ
ン
パ
ク
ト
で
有
機
的
な
全
体
像
が
得
ら
れ
る
こ
と
で
し
ょ
う
。

　

第
一
〇
章
「
日
本
資
本
主
義
の
多
重
危
機
」
は
、
ひ
と
き
わ
精
彩
に
富
む
思
索
が
展
開
さ
れ
て
い
る
と
思
い
ま
す
。
本
書
の
骨

子
を
知
り
た
い
方
は
、
こ
こ
か
ら
読
み
進
め
て
も
よ
い
と
強
く
推
奨
で
き
る
ほ
ど
、
伊
藤
先
生
の
筆
致
は
明
快
で
す
。

　

新
自
由
主
義
化
し
た
先
進
諸
国
に
お
け
る
ま
さ
に
長
期
的
な
衰
退
と
停
滞
の
典
型
的
事
例
を
な
し
て
お
り
、
い
わ
ば
そ
の
先
端

的
モ
デ
ル
と
し
て
の
諸
特
徴
を
顕
著
に
示
し
て
い
る
の
が
日
本
資
本
主
義
に
ほ
か
な
ら
な
い
と
い
う
の
が
、
伊
藤
先
生
の
基
本
認

識
で
す
。
し
た
が
っ
て
そ
れ
は
、
日
本
に
お
い
て
新
自
由
主
義
的
資
本
主
義
の
形
態
が
ま
っ
た
く
展
開
さ
れ
て
い
な
い
と
み
な

す
、
第
六
章
で
批
判
的
に
扱
わ
れ
て
い
る
Ｄ
・
コ
ッ
ツ
の
日
本
例
外
論
（
一
一
六
─
一
一
八
頁
）
と
対
照
的
で
あ
る
こ
と
は
い
う

ま
で
も
あ
り
ま
せ
ん
。
当
該
第
一
〇
章
で
は
、
１
）
日
本
資
本
主
義
の
成
長
の
衰
退
、
２
）
貨
幣
・
金
融
の
不
安
定
性
、
３
）
富

と
所
得
の
格
差
再
拡
大
、
４
）
少
子
高
齢
化
の
進
展
と
人
口
動
態
の
危
機
、
５
）
財
政
危
機
の
深
化
、
そ
し
て
６
）
産
業
空
洞
化

を
と
も
な
う
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
六
つ
が
、
あ
ら
た
め
て
「
日
本
資
本
主
義
の
多
重
危
機
」
を
象
徴
す
る
重
要
な
側
面
と
し
て
強
調

さ
れ
て
い
ま
す
。
く
わ
え
て
二
〇
一
一
年
の
東
日
本
大
震
災
と
過
酷
な
原
発
事
故
、
二
〇
二
〇
年
以
降
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
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二
八

の
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
地
球
温
暖
化
現
象
な
ど
の
三
つ
に
類
型
化
さ
れ
た
、
自
然
災
害
を
動
因
と
す
る
経
済
危
機
の

重
層
的
な
深
ま
り
に
つ
い
て
も
広
く
考
察
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

た
だ
け
っ
し
て
見
逃
し
て
は
な
ら
な
い
の
は
、
そ
う
し
た
「
日
本
資
本
主
義
の
多
重
危
機
」
の
基
本
を
な
す
も
の
こ
そ
が
、
マ

ル
ク
ス
『
資
本
論
』
か
ら
宇
野
弘
蔵
が
か
つ
て
強
調
し
て
い
た
論
拠
を
ふ
ま
え
、
ま
さ
に
資
本
主
義
そ
の
も
の
の
基
本
前
提
で
も

あ
る
と
こ
ろ
の
労
働
力
商
品
化
の
無
理
の
現
代
的
な
深
化
と
存
続
に
あ
る
と
み
な
す
認
識
に
ほ
か
な
り
ま
せ
ん
。
こ
の
論
点
を
、

伊
藤
先
生
は
本
章
の
全
体
を
つ
う
じ
て
何
度
も
何
度
も
強
調
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
こ
か
ら
直
截
的
に
導
き
う
る
の
は
、
二
一
世
紀

型
社
会
民
主
主
義
と
い
う
ス
テ
ッ
プ
を
つ
う
じ
て
の
二
一
世
紀
型
社
会
主
義
の
新
た
な
潜
勢
力
の
「
そ
の
基
本
的
意
義
は
、
労
働

力
の
商
品
化
の
無
理
の
現
代
的
深
化
の
緩
和
か
ら
よ
り
根
本
的
脱
却
に
む
か
う
こ
と
に
あ
る
」（
二
一
八
頁
）
と
い
う
こ
と
で

す
。
こ
れ
は
第
五
章
の
ピ
ケ
テ
ィ
論
で
の
結
論
的
主
張
と
も
符
合
し
て
い
ま
す
。

　

第
八
章
「
日
本
に
お
け
る
住
宅
金
融
と
金
融
不
安
定
性
」
に
お
い
て
は
、
周
知
の
よ
う
に
、
一
九
八
〇
年
代
後
半
か
ら
日
本
で

生
じ
た
、
株
価
と
土
地
・
住
宅
な
ど
の
不
動
産
価
格
の
投
機
的
上
昇
に
よ
る
バ
ブ
ル
経
済
の
形
成
と
そ
の
劇
的
な
崩
壊
過
程
の
一

連
の
特
徴
的
様
相
が
詳
細
に
活
写
さ
れ
て
い
ま
す
。
低
成
長
下
で
の
住
宅
金
融
の
弾
力
的
拡
張
を
介
し
な
が
ら
、
地
価
の
バ
ブ
ル

的
上
昇
と
そ
れ
に
と
も
な
う
住
宅
価
格
の
高
騰
そ
の
も
の
に
よ
っ
て
、
実
際
に
は
、「
人
び
と
の
努
力
や
勤
勉
さ
と
は
無
関
係
な

不
公
平
で
不
平
等
な
富
の
再
分
配
が
、
土
地
や
住
宅
の
所
有
者
、
売
り
手
、
買
い
手
、
非
所
有
者
な
ど
の
間
に
大
規
模
に
生
じ
て

い
た
と
み
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」（
一
六
一
頁
）
の
で
す
。
投
機
的
バ
ブ
ル
で
膨
れ
上
が
っ
た
「
株
価
と
地
価
と
の
双
方
の
バ
ブ

ル
崩
壊
に
よ
り
、
一
九
九
〇
年
代
半
ば
ま
で
に
ほ
ぼ
一
〇
〇
〇
兆
円
の
資
産
価
額
が
メ
ル
ト
ダ
ウ
ン
し
た
と
見
積
も
ら
れ
て
い

た
」（
一
六
三
頁
）
と
も
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

か
つ
て
Ｅ
・
ヴ
ォ
ー
ゲ
ル
の
著
書
に
よ
っ
て
、「
ジ
ャ
パ
ン
・
ア
ズ
・
ナ
ン
バ
ー
ワ
ン
」
と
し
て
世
界
か
ら
高
く
称
賛
さ
れ
て

い
た
日
本
経
済
は
、
一
九
九
〇
年
の
バ
ブ
ル
崩
壊
を
契
機
に
そ
の
後
の
「
失
わ
れ
た
三
〇
年
」
と
い
う
長
期
衰
退
過
程
に
突
入
し
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二
九

て
い
く
こ
と
に
な
り
、
そ
の
重
苦
し
く
先
行
き
不
透
明
な
混
迷
ぶ
り
と
閉
塞
感
と
を
、
当
該
論
考
は
わ
れ
わ
れ
に
強
く
突
き
つ
け

て
い
ま
す
。
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
日
本
経
済
と
日
本
資
本
主
義
が
辿
っ
た
「
失
わ
れ
た
三
〇
年
」
を
つ
う
じ
て
、
い
っ
た
い
わ
れ
わ

れ
は
な
に
を
「
失
っ
た
」
の
か
を
総
括
し
直
す
必
要
性
も
実
感
で
き
る
で
し
ょ
う
。

　

も
ち
ろ
ん
そ
れ
ら
の
学
問
的
背
景
に
あ
る
の
は
、
日
本
に
お
け
る
巨
大
な
バ
ブ
ル
経
済
の
形
成
と
そ
の
大
規
模
な
崩
壊
こ
そ

は
、「
新
自
由
主
義
に
よ
る
市
場
原
理
へ
の
楽
観
的
信
頼
の
失
敗
を
実
証
す
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
」（
一
六
四
頁
）
と
い
う
伊
藤

先
生
の
基
本
認
識
で
あ
り
、
そ
れ
は
ま
た
、
貨
幣
・
金
融
の
根
源
的
不
安
定
性
を
そ
の
特
徴
と
し
て
内
在
し
て
い
る
資
本
主
義
市

場
経
済
の
自
己
破
壊
性
が
、
社
会
的
制
御
を
解
放
し
て
競
争
的
市
場
原
理
を
絶
対
視
す
る
新
自
由
主
義
に
よ
っ
て
、
い
っ
そ
う
顕

著
に
増
長
さ
れ
た
こ
と
の
論
理
的
帰
結
に
ほ
か
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
な
の
で
す
。
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
金
融
諸
機
関
に
巨
額
の
公

的
資
金
を
投
入
し
て
救
済
す
る
論
理
は
あ
き
ら
か
に
新
自
由
主
義
的
政
策
基
調
に
反
し
、
新
自
由
主
義
は
そ
れ
が
掲
げ
る
理
念
と

現
実
と
の
あ
い
だ
に
大
き
な
乖
離
と
矛
盾
を
生
じ
さ
せ
て
い
ま
す
。
第
三
章
の
主
題
に
立
ち
戻
っ
て
い
え
ば
、
ア
メ
リ
カ
発
の
サ

ブ
プ
ラ
イ
ム
恐
慌
か
ら
国
家
債
務
危
機
へ
の
深
化
が
進
展
し
て
い
く
な
か
で
、
富
裕
層
を
な
す
資
本
家
階
級
に
は
優
遇
的
措
置
が

と
ら
れ
る
半
面
、「
住
ま
い
を
差
し
押
さ
え
ら
れ
た
り
、
失
職
し
た
り
し
て
経
済
危
機
に
苦
し
む
労
働
者
た
ち
へ
の
公
的
支
援
は

あ
ま
り
に
薄
い
」（
六
一
頁
）
の
で
す
。

　

日
本
資
本
主
義
の
多
重
危
機
を
特
徴
づ
け
て
い
る
先
述
の
４
）
に
つ
い
て
は
、
第
九
章
「
日
本
の
人
口
動
態
の
危
機
」
に
お
い

て
、
よ
り
詳
細
で
本
格
的
な
議
論
が
な
さ
れ
て
い
ま
す
。
伊
藤
先
生
に
よ
れ
ば
、「
歴
史
的
な
社
会
構
成
の
あ
ら
ゆ
る
形
態
を
つ

う
じ
、
世
代
間
の
人
口
の
再
生
産
を
維
持
す
る
こ
と
は
、
経
済
生
活
の
原
則
を
な
し
て
い
た
に
ち
が
い
な
い
」（
一
七
一
頁
）
と

さ
れ
、
と
り
わ
け
日
本
に
お
い
て
急
速
に
進
展
し
て
い
る
少
子
化
の
持
続
化
こ
そ
は
、
ま
さ
に
経
済
原
則
の
基
盤
そ
の
も
の
を
毀

損
す
る
重
大
な
問
題
を
露
呈
し
て
い
る
の
で
す
。
女
性
一
人
が
生
涯
に
産
む
子
供
の
平
均
数
を
あ
ら
わ
す
Ｔ
Ｆ
Ｒ
（Total 

Fertility Rate

、
合
計
特
殊
出
生
率
）
は
、
一
九
七
三
年
の
二
・
一
四
か
ら
二
〇
〇
五
年
に
は
一
・
二
六
へ
と
顕
著
に
低
落
し
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て
き
て
い
ま
す
。
そ
れ
で
は
、
本
章
の
副
題
「
マ
ル
ク
ス
の
資
本
主
義
的
人
口
法
則
の
観
点
か
ら
」
に
照
ら
し
、
日
本
の
人
口
問

題
の
動
態
と
そ
の
危
機
は
ど
の
よ
う
に
理
解
で
き
る
の
で
し
ょ
う
か
。

　

い
う
ま
で
も
な
く
資
本
主
義
に
お
け
る
人
口
問
題
は
、
マ
ル
サ
ス
的
な
自
然
法
則
の
帰
結
と
し
て
で
は
な
く
、
マ
ル
ク
ス
の
い

う
資
本
主
義
的
生
産
様
式
と
そ
の
も
と
で
の
資
本
蓄
積
の
ダ
イ
ナ
ミ
ズ
ム
を
明
確
に
射
程
に
お
さ
め
る
と
こ
ろ
の
歴
史
的
社
会
的

諸
関
連
の
な
か
で
生
じ
る
現
象
と
し
て
捉
え
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
の
こ
と
の
学
問
的
含
み
は
じ
つ
は
大
き
な
意
義
を
も
っ

て
い
ま
す
。
日
本
を
ふ
く
む
先
進
諸
国
に
お
け
る
「
人
口
動
態
の
危
機
」
が
、
マ
ル
ク
ス
が
批
判
し
た
よ
う
に
、
マ
ル
サ
ス
の
い

う
自
然
法
則
の
帰
結
で
は
な
い
な
ら
ば
、
過
度
の
少
子
化
ペ
シ
ミ
ズ
ム
は
克
服
す
る
こ
と
が
可
能
な
現
代
的
課
題
と
み
な
す
こ
と

が
で
き
る
か
ら
で
す
。

　

も
う
少
し
踏
み
込
め
ば
、『
資
本
論
』
で
の
体
系
的
考
察
に
も
と
づ
く
マ
ル
ク
ス
の
資
本
主
義
的
人
口
法
則
論
は
、「
資
本
主
義

経
済
が
他
の
商
品
生
産
物
と
異
な
り
、
人
間
の
労
働
力
を
生
産
も
し
え
ず
、
資
本
の
蓄
積
過
程
で
の
需
要
の
変
動
に
供
給
を
適
合

さ
せ
る
こ
と
も
で
き
な
い
ま
ま
、
労
働
力
を
商
品
と
し
て
利
用
す
る
と
こ
ろ
に
ひ
そ
む
根
本
的
矛
盾
の
あ
ら
わ
れ
」（
一
八
九

頁
）
で
あ
る
こ
と
を
あ
き
ら
か
に
す
る
も
の
で
あ
っ
た
の
で
す
。
す
で
に
こ
れ
ま
で
の
論
述
で
幾
度
も
指
摘
し
て
き
た
よ
う
に
、

現
代
の
新
自
由
主
義
的
グ
ロ
ー
バ
ル
資
本
主
義
は
主
流
派
の
新
古
典
派
ミ
ク
ロ
経
済
学
を
理
論
的
論
拠
と
し
て
、
さ
ら
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ

を
強
固
な
物
質
的
基
盤
と
し
て
そ
れ
を
広
範
囲
に
及
ん
で
弾
力
的
に
活
用
し
な
が
ら
、
安
価
な
女
性
労
働
者
の
大
量
動
員
を
ふ
く

む
非
正
規
雇
用
の
割
合
を
も
大
き
く
拡
大
さ
せ
、
結
果
的
に
は
、
共
同
体
的
人
間
関
係
を
個
人
主
義
的
に
解
体
す
る
傾
向
を
推
し

進
め
る
こ
と
に
過
度
に
成
功
し
て
い
た
の
で
あ
り
、
し
た
が
っ
て
む
し
ろ
そ
の
成
功
こ
そ
が
、
か
つ
て
宇
野
弘
蔵
が
強
調
し
て
い

た
労
働
力
商
品
化
の
無
理
と
い
う
資
本
主
義
の
基
本
矛
盾
の
現
代
的
様
相
を
と
も
な
い
、「
日
本
に
お
い
て
も
少
子
高
齢
化
と
人

口
減
少
の
形
で
、
予
期
さ
れ
な
か
っ
た
よ
う
な
人
口
動
態
の
危
機
が
生
じ
、
そ
れ
が
日
本
資
本
主
義
の
深
刻
な
衰
退
化
の
重
要
な

一
要
因
に
な
っ
て
い
る
」（
一
九
二
頁
）
と
い
う
こ
と
な
の
で
す
。
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一

　

伊
藤
先
生
の
こ
う
し
た
理
論
的
・
現
状
分
析
的
な
総
括
は
、
き
わ
め
て
示
唆
に
富
ん
で
い
る
と
思
い
ま
す
。
シ
ュ
ン
ペ
ー
タ
ー

の
資
本
主
義
衰
退
論
と
は
異
な
る
歴
史
的
社
会
的
コ
ン
テ
ク
ス
ト
と
洞
察
で
あ
り
な
が
ら
、
日
本
を
ふ
く
む
新
自
由
主
義
的
資
本

主
義
の
ま
さ
に
「
過
度
な
成
功
ゆ
え
の
衰
退
」
と
い
う
伊
藤
先
生
の
見
識
は
、
新
自
由
主
義
の
生
命
力
と
適
合
力
の
双
方
を
逆
説

的
に
照
射
す
る
も
の
で
あ
り
、
資
本
主
義
へ
の
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
を
探
究
す
る
際
に
も
留
意
さ
れ
る
べ
き
で
し
ょ
う
。

　

資
本
主
義
市
場
経
済
を
予
定
調
和
的
な
自
然
的
自
由
の
秩
序
と
み
な
す
新
古
典
派
経
済
学
の
理
論
体
系
と
そ
れ
を
理
論
的
論
拠

と
す
る
新
自
由
主
義
で
は
、
先
進
資
本
主
義
諸
国
で
の
人
口
動
態
の
危
機
を
惹
き
起
こ
し
て
い
る
根
拠
を
学
問
的
に
明
確
に
し
え

ず
、
結
局
の
と
こ
ろ
、
そ
の
打
開
策
の
方
途
す
ら
見
い
だ
し
え
な
い
の
で
は
な
い
か
と
い
う
の
が
、
当
該
第
九
章
と
本
書
の
全
体

を
つ
ら
ぬ
く
コ
ア
・
メ
ッ
セ
ー
ジ
の
ひ
と
つ
に
ち
が
い
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
の
こ
と
は
同
時
に
、「
資
本
主
義
の
多
重
危
機
」
の
ま

さ
に
多
面
的
考
究
に
お
け
る
マ
ル
ク
ス
の
経
済
理
論
の
潜
勢
力
を
こ
そ
あ
ら
た
め
て
見
い
だ
す
こ
と
の
意
義
を
も
表
明
し
て
い
る

の
で
す
。五

．
二
一
世
紀
型
社
会
主
義
へ
の
展
望
に
む
け

（
（1
（て

　

二
〇
〇
九
年
か
ら
二
〇
一
二
年
に
社
会
評
論
社
か
ら
刊
行
さ
れ
た
、『
伊
藤
誠
著
作
集
』
全
六
巻
の
第
六
巻
目
の
表
題
は
『
市

場
経
済
と
社
会
主
義
』
で
す
。
そ
こ
に
は
同
じ
書
名
の
『
市
場
経
済
と
社
会
主
義
』（
平
凡
社
、
一
九
九
五
年
）
と
『
現
代
の
社

会
主
義
』（
講
談
社
学
術
文
庫
、
一
九
九
二
年
）
の
二
冊
が
所
収
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ソ
連
崩
壊
の
一
九
九
〇
年
代
初
頭
以
降
、
二
〇
世
紀
型
社
会
主
義
の
失
敗
と
そ
の
世
界
史
的
意
義
を
体
系
的
に
総
括
し
て
い
く

作
業
は
、
人
類
史
に
お
け
る
雄
大
な
社
会
主
義
の
理
念
と
思
想
の
新
た
な
可
能
性
と
あ
わ
せ
て
、
伊
藤
先
生
の
な
か
で
も
っ
と
も

重
要
な
政
治
経
済
学
的
課
題
の
ひ
と
つ
を
な
し
て
い
た
と
思
い
ま
す
。
さ
ら
に
そ
れ
は
、
新
た
な
ミ
レ
ニ
ア
ム
以
降
、
新
自
由
主
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義
的
資
本
主
義
と
そ
の
理
論
的
論
拠
と
さ
れ
て
い
る
新
古
典
派
ミ
ク
ロ
経
済
学
の
限
界
が
顕
著
に
な
る
こ
と
と
軌
を
一
に
し
て
、

い
っ
そ
う
焦
点
化
さ
れ
る
こ
と
と
も
な
り
ま
し
た
。「
社
会
主
義
」
な
い
し
は
「
市
場
経
済
と
社
会
主
義
」
と
い
う
、
巨
大
か
つ

壮
大
な
テ
ー
マ
を
主
題
と
す
る
単
著
を
二
一
世
紀
に
世
に
問
う
こ
と
は
、
伊
藤
先
生
の
大
き
な
学
問
的
目
標
の
一
環
に
あ
っ
た
の

で
は
な
い
か
と
推
察
さ
れ
ま
す
が
、
そ
れ
は
「
未
完
」
と
な
り
ま
し
た
。
欧
米
の
マ
ル
ク
ス
理
論
家
や
日
本
の
斎
藤
幸
平
な
ど
、

エ
コ
ロ
ジ
カ
ル
社
会
主
義
を
積
極
的
に
提
唱
す
る
新
た
な
活
力
に
伊
藤
先
生
は
大
き
な
期
待
を
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
し
た
。

　

以
下
で
は
、
紙
幅
の
都
合
上
、
二
つ
の
主
要
論
点
の
み
に
着
眼
し
て
お
き
ま
す
。

一
）
資
本
主
義
へ
の
多
元
的
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ

　

当
該
テ
ー
マ
に
対
す
る
伊
藤
先
生
な
り
の
考
究
は
、
と
り
わ
け
本
書
の
最
後
の
二
つ
の
章
、
第
一
一
章
「
マ
ル
ク
ス
の
経
済
理

論
に
よ
る
社
会
主
義
へ
の
展
望
」、
第
一
二
章
「
二
一
世
紀
型
社
会
民
主
主
義
と
社
会
主
義
の
政
治
経
済
学
」
で
、
い
わ
ば
独
立

し
た
論
考
と
し
て
と
り
ま
と
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
本
稿
の
冒
頭
で
す
で
に
言
及
し
て
お
い
た
よ
う
に
、
本
書
の
全
一
二
章
の
う
ち
、
上
記
の
二
つ
の
章
を
除
く

約
半
分
の
論
考
の
最
後
で
、
二
一
世
紀
型
社
会
主
義
の
新
た
な
可
能
性
を
ふ
く
む
、
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
未
来
社
会
の
諸
相
に
つ
い

て
の
多
面
的
考
察
が
な
さ
れ
て
い
ま
す
。
第
二
章
「
４　

そ
の
諸
問
題
と
変
化
の
可
能
性
」、
第
三
章
「
４　

ど
う
し
て
こ
う
な

る
の
か
、
何
を
な
す
べ
き
か
」、
第
五
章
「
３　

格
差
再
拡
大
へ
の
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
」、
第
六
章
「
４　

こ
れ
か
ら
の
社
会
経
済

の
選
択
肢
」、
第
九
章
「
４ 

人
口
動
態
の
危
機
と
新
自
由
主
義
の
限
界
」、
第
一
〇
章
「
３　

新
自
由
主
義
か
ら
の
転
換
」、
の
よ

う
に
。
各
章
の
論
考
を
読
者
が
各
自
で
読
み
進
め
な
が
ら
、
伊
藤
先
生
が
「
二
一
世
紀
型
社
会
主
義
」
の
め
ざ
し
て
い
く
も
の
の

諸
特
徴
を
ど
の
よ
う
に
展
望
さ
れ
て
い
る
の
を
確
認
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
そ
れ
ら
を
共
通
し
て
貫
い
て
い
る
の

は
、
働
く
人
々
の
経
済
民
主
主
義
を
い
か
に
充
足
し
、
徹
底
的
に
実
現
し
て
い
け
る
の
か
と
い
う
冷
静
に
し
て
熱
い
ま
な
ざ
し
で
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す
。

　

二
〇
世
紀
の
ソ
連
型
社
会
主
義
の
実
験
を
あ
ら
た
め
て
ど
う
捉
え
直
せ
ば
よ
い
で
し
ょ
う
か
。
ソ
連
型
社
会
主
義
（
集
権
的
計

画
経
済
）
が
実
現
し
え
た
経
済
的
・
歴
史
的
諸
成
果
（
二
三
二
─
二
三
三
頁
）
を
正
し
く
評
価
し
位
置
づ
け
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
が
、
周
知
の
よ
う
に
、
ソ
連
型
社
会
は
、
そ
の
末
期
に
生
じ
た
天
然
資
源
と
労
働
の
供
給
余
力
の
枯
渇
、
不
足
経
済
の
慢
性
的

な
常
態
化
、
既
存
の
経
済
モ
デ
ル
を
質
的
か
つ
弾
力
的
に
チ
ェ
ン
ジ
し
て
い
く
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
大
幅
な
停
滞
と
困
難
に
直
面

し
、
そ
し
て
民
衆
の
自
由
を
抑
圧
す
る
非
民
主
的
な
政
治
体
制
と
特
権
的
な
党
と
官
僚
層
肥
大
化
へ
の
不
満
も
蓄
積
さ
せ
な
が
ら

顕
著
に
摩
滅
し
て
い
き
、
最
終
的
に
破
綻
に
至
り
ま
し
た
。
こ
の
こ
と
が
世
界
史
に
お
け
る
重
大
な
悲
劇
で
あ
っ
た
こ
と
は
い
う

ま
で
も
あ
り
ま
せ
ん
が
、
伊
藤
先
生
に
よ
れ
ば
、「
そ
れ
に
と
も
な
い
資
本
主
義
を
こ
え
る
社
会
主
義
の
可
能
性
が
す
べ
て
失
わ

れ
た
と
み
る
見
解
も
性
急
で
狭
す
ぎ
る
」（
一
〇
四
頁
）
の
で
す
。
新
自
由
主
義
的
資
本
主
義
の
危
機
と
限
界
は
明
白
だ
が
、
実

際
の
と
こ
ろ
、
そ
れ
ら
は
本
当
に
資
本
主
義
を
こ
え
う
る
社
会
主
義
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
で
な
け
れ
ば
克
服
し
え
な
い
も
の
で
あ
る

の
か
に
つ
い
て
は
、
マ
ル
ク
ス
派
と
非
マ
ル
ク
ス
派
で
は
意
見
が
分
か
れ
、
賛
否
両
論
を
交
え
た
多
様
な
主
張
が
存
在
し
う
る
で

し
ょ
う
。
一
言
で
い
え
ば
、
い
わ
ゆ
る
〈
資
本
主
義
終
焉
論
〉
を
ど
う
み
る
の
か
と
い
う
こ
と
で
す
。

　

と
は
い
え
、
上
記
の
伊
藤
先
生
の
学
問
的
立
場
を
尊
重
す
る
際
、
押
え
て
お
か
ね
ば
な
ら
な
い
き
わ
め
て
重
要
な
焦
点
の
ひ
と

つ
は
、
二
一
世
紀
に
お
け
る
「
社
会
主
義
へ
の
道
は
ひ
と
つ
に
か
ぎ
ら
れ
な
い
」（
二
一
九
頁
）
と
い
う
認
識
に
ほ
か
な
ら
ず
、

そ
の
こ
と
を
マ
ル
ク
ス
『
資
本
論
』
体
系
を
つ
う
じ
て
明
確
に
読
み
取
る
こ
と
の
現
代
的
意
義
、
そ
し
て
そ
の
含
意
の
未
来
へ
の

活
か
し
方
で
す
。

　

マ
ル
ク
ス
自
身
は
彼
に
先
立
つ
空
想
的
社
会
主
義
と
異
な
り
、
社
会
主
義
の
未
来
の
青
写
真
を
詳
細
に
描
き
出
す
こ
と
に
は
む

し
ろ
禁
欲
的
で
あ
り
、
ス
ミ
ス
と
リ
カ
ー
ド
の
古
典
派
経
済
学
が
発
見
で
き
な
か
っ
た
〈
剰
余
価
値
〉
と
経
済
学
の
理
論
体
系
の

裏
付
け
を
有
す
る
科
学
的
史
観
と
し
て
の
〈
唯
物
史
観
〉─
─
伊
藤
先
生
に
よ
れ
ば
、「
唯
物
史
観
は
、
階
級
諸
社
会
の
歴
史
と
し
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て
の
資
本
主
義
に
い
た
る
人
類
前
史
を
克
服
す
る
社
会
主
義
的
展
望
を
含
蓄
す
る
、
人
類
史
の
包
括
的
史
観
を
な
し
て
い
る
」

（
二
二
頁
）─
─
と
に
よ
っ
て
、
社
会
主
義
に
科
学
的
基
礎
を
提
供
す
る
こ
と
に
こ
そ
専
心
し
て
い
た
の
で
す
。
そ
の
意
味
で
も
マ

ル
ク
ス
と
エ
ン
ゲ
ル
ス
は
、
科
学
的
社
会
主
義
者
で
あ
っ
た
わ
け
で
す
。
商
品
、
貨
幣
、
資
本
と
い
う
市
場
経
済
の
（
流
通
）
諸

形
態
と
資
本
主
義
市
場
経
済
の
特
殊
歴
史
性
と
を
明
確
に
区
分
し
て
い
る
こ
と
は
マ
ル
ク
ス
『
資
本
論
』
の
経
済
学
の
顕
著
な
特

徴
を
な
し
、
第
一
章
「
価
値
概
念
の
進
化
と
そ
の
歴
史
的
基
礎
」
を
つ
う
じ
た
、
と
り
わ
け
価
値
形
態
論
を
め
ぐ
っ
て
の
ア
リ
ス

ト
テ
レ
ス
、
マ
ル
ク
ス
そ
し
て
宇
野
弘
蔵
の
鼎
談
を
ふ
ま
え
て
強
調
さ
れ
て
い
る
内
容
を
あ
ら
た
め
て
敷
衍
す
れ
ば
、
マ
ル
ク
ス

に
よ
る
「『
資
本
論
』
の
経
済
学
は
、
資
本
主
義
市
場
経
済
を
自
然
的
で
合
理
的
な
自
由
の
秩
序
と
み
な
す
古
典
派
経
済
学
や
新

古
典
派
経
済
学
の
価
格
理
論
と
は
異
な
り
、
市
場
経
済
と
そ
れ
に
も
と
づ
く
資
本
主
義
経
済
の
特
殊
な
歴
史
性
を
体
系
的
に
価
値

概
念
か
ら
理
論
的
に
解
明
し
て
い
く
課
題
を
追
究
し
て
い
る
」（
二
二
頁
）
の
で
す
。「
社
会
主
義
へ
の
道
は
ひ
と
つ
に
か
ぎ
ら
れ

な
い
」
と
い
う
先
の
伊
藤
先
生
の
見
解
に
つ
い
て
い
え
ば
ど
う
な
る
で
し
ょ
う
か
。

　

市
場
経
済
の
流
通
諸
形
態
を
な
す
商
品
、
貨
幣
、
資
本
が
、
価
値
の
実
体
と
し
て
の
社
会
的
労
働
の
再
生
産
過
程
に
対
し
て
外

来
的
な
歴
史
性
を
有
す
る
と
い
う
マ
ル
ク
ス
の
理
論
的
・
歴
史
的
洞
察
を
な
す
と
こ
ろ
の
市
場
経
済
外
生
説
（
な
お
こ
の
表
現
は

伊
藤
先
生
の
『
市
場
経
済
と
社
会
主
義
』
平
凡
社
、
一
九
九
五
年
、
第
一
章
に
拠
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
と
は
対
照
的
な
ス
ミ
ス
の

見
方
は
市
場
経
済
内
生
説
と
呼
称
さ
れ
て
い
ま
す
）
に
立
つ
な
ら
ば
、
市
場
経
済
と
そ
れ
を
機
能
的
に
構
成
す
る
貨
幣
な
ど
を
全

面
的
に
廃
棄
す
る
集
権
的
計
画
経
済
こ
そ
を
社
会
主
義
の
唯
一
普
遍
と
み
な
す
必
要
は
な
く
な
る
の
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ま
で
の
ラ

ン
ゲ
か
ら
ブ
ル
ス
に
つ
ら
な
る
東
欧
改
革
派
の
市
場
社
会
主
義
や
そ
の
第
五
世
代
モ
デ
ル
で
あ
る
と
み
ず
か
ら
主
張
す
る
ジ
ョ

ン
・
ロ
ー
マ
ー
ら
現
代
の
市
場
社
会
主
義
論
、
さ
ら
に
は
現
在
の
中
国
に
お
け
る
社
会
主
義
市
場
経
済
の
実
験
の
可
能
性
な
ど
も

念
頭
に
、
社
会
主
義
の
理
念
と
市
場
経
済
の
諸
機
能
を
弾
力
的
に
結
合
す
る
市
場
社
会
主
義
な
い
し
は
社
会
主
義
市
場
経
済
も
ま

た
、
存
立
可
能
な
多
様
な
社
会
主
義
経
済
モ
デ
ル
の
一
形
態
と
し
て
理
解
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
す
。
か
つ
て
の
伊
藤
先
生
に
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よ
る
『
マ
ル
ク
ス
の
思
想
と
理
論
』（
青
土
社
、
二
〇
二
〇
年
）
で
の
表
現
を
引
用
し
て
お
け
ば
、
マ
ル
ク
ス
「『
資
本
論
』
の
体

系
構
成
は
、
資
本
主
義
と
市
場
経
済
と
の
理
論
的
分
離
可
能
性
と
、
そ
れ
に
も
と
づ
く
市
場
社
会
主
義
の
理
論
的
可
能
性
に
も
重

要
な
論
拠
を
示
唆
し
て
い
る
と
い
え
よ
う
」（
同
上
書
、
一
八
五
─
一
八
六
頁
）
と
い
う
こ
と
で
す
。
労
働
時
間
を
生
産
と
分
配

の
基
礎
と
す
る
単
純
で
透
明
な
社
会
関
係
と
し
て
の
マ
ル
ク
ス
の
い
う
「
自
由
な
個
人
の
ア
ソ
シ
エ
ー
シ
ョ
ン
」
は
、
マ
ル
ク
ス

に
よ
っ
て
「
そ
れ
は
本
当
に
社
会
主
義
の
唯
一
の
経
済
モ
デ
ル
と
み
な
さ
れ
て
い
た
の
か
ど
う
か
」（
二
三
五
頁
）
と
伊
藤
先
生

が
問
い
直
さ
れ
て
い
る
の
は
い
っ
そ
う
興
味
深
く
、
示
唆
に
富
ん
で
い
る
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
ま
す
。

二
）
社
会
主
義
の
理
論
的
基
礎
を
ど
う
み
る
か

　

い
う
ま
で
も
な
く
上
記
で
扱
わ
れ
た
内
容
は
、
社
会
主
義
の
理
論
的
基
礎
を
ど
う
み
る
か
と
い
う
、
も
う
一
つ
の
論
点
と
密
接

に
関
連
し
て
い
ま
す
。
第
一
一
章
は
、
未
解
決
と
も
い
え
る
そ
う
し
た
論
点
に
立
ち
入
っ
て
考
察
を
及
ぼ
し
て
い
ま
す
。

　

伝
統
的
マ
ル
ク
ス
主
義
の
見
地
に
た
て
ば
、
社
会
主
義
社
会
は
資
本
主
義
的
経
済
シ
ス
テ
ム
を
い
わ
ば
反
転
さ
せ
る
こ
と
で
実

現
し
、
資
本
主
義
を
支
配
す
る
価
値
法
則
は
廃
棄
さ
れ
、
生
産
諸
手
段
の
私
的
所
有
制
も
国
有
化
さ
れ
、
そ
れ
に
と
も
な
っ
て
集

権
的
計
画
経
済
モ
デ
ル
が
社
会
主
義
の
典
型
的
な
経
済
秩
序
と
な
る
の
で
す
。
実
際
の
と
こ
ろ
、
ソ
連
型
社
会
主
義
は
そ
う
み
な

さ
れ
て
き
た
の
で
す
。
伊
藤
先
生
は
、
宇
野
弘
蔵
に
よ
る
最
終
講
義
の
論
考
「
利
子
論
」（
一
九
六
八
年
）
を
と
り
あ
げ
、「
宇
野

は
、
社
会
主
義
経
済
を
建
設
す
る
に
は
、
資
本
主
義
市
場
経
済
を
た
ん
に
廃
棄
す
る
だ
け
で
は
十
分
で
は
な
い
こ
と
を
示
唆
し
て

い
た
」（
二
二
四
頁
）
と
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。
資
本
主
義
経
済
に
お
い
て
、
遊
休
資
金
を
ま
さ
に
遊
ば
せ
て
お
か
な
い
よ
う
な

利
子
や
信
用
機
構
の
し
く
み
を
社
会
主
義
的
に
ど
う
整
備
し
う
る
の
か
と
い
う
宇
野
の
問
題
提
起
を
真
剣
に
受
け
止
め
る
と
同
時

に
、
マ
ル
ク
ス
の
経
済
理
論
が
社
会
主
義
論
と
し
て
い
か
に
活
か
し
う
る
の
か
と
い
う
挑
戦
的
課
題
に
取
り
組
ま
れ
て
い
る
の
で

す
。
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社
会
主
義
経
済
計
算
論
争
は
、
社
会
主
義
の
い
わ
ば
〈
理
論
的
基
礎
〉
を
め
ぐ
っ
て
競
合
的
学
派
の
あ
い
だ
で
争
わ
れ
た
有
名

な
論
争
で
、
と
く
に
一
九
八
〇
年
代
以
降
、
ソ
連
型
社
会
主
義
の
危
機
と
停
滞
が
深
ま
る
な
か
で
国
際
的
に
大
き
く
再
燃
す
る
こ

と
と
な
り
ま
し
た
。
社
会
主
義
存
立
不
可
能
論
を
主
張
す
る
ミ
ー
ゼ
ス
や
ハ
イ
エ
ク
、
ド
ン
・
ラ
ヴ
ォ
ア
ら
現
代
オ
ー
ス
ト
リ
ア

学
派
、
そ
れ
に
異
議
を
唱
え
社
会
主
義
の
存
立
可
能
性
を
支
持
し
、
そ
の
た
め
の
社
会
主
義
存
立
可
能
モ
デ
ル
を
展
開
す
る
ラ
ン

ゲ
や
ラ
ー
ナ
ー
、
現
代
の
ジ
ョ
ン
・
ロ
ー
マ
ー
ら
一
般
均
衡
理
論
（
ロ
ー
ザ
ン
ヌ
）
学
派
の
二
学
派
が
主
要
な
理
論
的
対
抗
関
係

を
形
成
し
て
い
る
な
か
、
伊
藤
先
生
が
当
該
論
争
に
参
戦
し
強
調
さ
れ
て
い
た
の
が
、
次
の
よ
う
な
批
判
的
総
括
で
し
た
。

　

す
な
わ
ち
社
会
主
義
経
済
計
算
論
争
は
、
マ
ル
ク
ス
派
、
新
古
典
派
、
そ
し
て
新
リ
カ
ー
ド
派
に
よ
る
価
値
論
・
転
形
問
題
論

争
、
さ
ら
に
そ
れ
ら
を
つ
う
じ
て
問
い
直
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
マ
ル
ク
ス
労
働
価
値
説
の
意
義
と
妥
当
性
と
有
機
的
に
結
合
さ

れ
て
い
な
か
っ
た
と
い
う
の
で
す
。
伊
藤
先
生
に
よ
れ
ば
、
前
者
が
オ
ー
ス
ト
リ
ア
学
派
と
ロ
ー
ザ
ン
ヌ
学
派
と
い
う
新
古
典
派

内
部
で
の
論
争
と
解
釈
さ
れ
、
マ
ル
ク
ス
派
の
Ｍ
・
ド
ッ
ブ
や
Ｐ
・
ス
ウ
ィ
ー
ジ
ー
も
、
ラ
ン
ゲ
ら
の
一
般
均
衡
理
論
に
も
と
づ

く
分
権
的
な
市
場
社
会
主
義
的
解
決
を
ミ
ー
ゼ
ス
と
ハ
イ
エ
ク
へ
の
有
効
な
反
論
と
み
な
し
た
こ
と
も
あ
り
、
マ
ル
ク
ス
の
経
済

理
論
は
社
会
主
義
経
済
計
算
論
争
に
お
け
る
理
論
的
参
照
枠
と
し
て
明
確
に
論
議
さ
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
わ
け
で
す
。

　

こ
の
よ
う
な
伊
藤
先
生
の
見
解
の
背
景
に
あ
る
の
が
、
実
際
の
ソ
連
型
社
会
に
お
い
て
価
格
形
態
や
貨
幣
形
態
は
排
除
さ
れ
え

ず
、
ル
ー
ブ
ル
と
い
う
名
の
社
会
主
義
的
疑
似
貨
幣
に
よ
る
社
会
主
義
的
疑
似
価
格
（
公
定
価
格
）
が
経
済
シ
ス
テ
ム
の
再
生
産

と
経
済
成
長
を
曲
が
り
な
り
に
も
保
障
し
て
い
た
と
い
う
こ
と
で
す
。
伊
藤
先
生
に
よ
れ
ば
、
そ
れ
は
、
一
般
均
衡
理
論
が
導
く

市
場
で
の
限
界
的
な
需
給
変
動
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
る
価
格
体
系
で
も
、
マ
ル
ク
ス
の
労
働
価
値
説
が
帰
結
す
る
労
働
時
間
に
基

礎
づ
け
ら
れ
る
価
格
体
系
で
も
な
く
、
客
観
的
な
投
入
産
出
の
技
術
的
物
量
体
系
か
ら
再
生
産
可
能
な
価
格
体
系
を
導
出
す
る
、

新
リ
カ
ー
ド
派
の
ス
ラ
ッ
フ
ァ
理
論
こ
そ
が
最
も
近
似
性
が
高
か
っ
た
と
結
論
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
次
の
よ
う
に
述
べ

て
お
ら
れ
ま
す
。「
証
拠
も
な
い
ま
ま
あ
え
て
い
え
ば
、
ス
ラ
ッ
フ
ァ
の
価
格
理
論
も
ソ
連
型
社
会
の
経
済
的
再
生
産
の
実
践
に
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そ
の
構
想
の
ひ
と
つ
の
現
実
的
基
礎
を
お
い
て
い
た
の
で
は
な
か
ろ
う
か
」。
さ
ら
に
続
け
て
、「
社
会
主
義
経
済
計
算
論
争
は
、

不
幸
に
し
て
マ
ル
ク
ス
の
労
働
価
値
説
と
分
離
さ
れ
て
い
た
だ
け
で
な
く
、
ス
ラ
ッ
フ
ァ
の
価
格
理
論
も
ま
だ
利
用
し
え
な
い
ま

ま
進
行
し
て
い
た
」（
二
二
九
頁
）
の
だ
と
。

　

上
記
で
み
た
宇
野
の
論
考
「
利
子
論
」
で
の
見
解
に
立
ち
戻
っ
て
い
う
な
ら
ば
、
社
会
主
義
経
済
に
は
そ
れ
を
学
問
的
に
正
確

に
基
礎
づ
け
う
る
経
済
理
論
こ
そ
が
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、
社
会
主
義
経
済
の
合
理
的
な
基
礎
づ
け
を
ど
の
よ
う
な
経
済
理
論
の

参
照
枠
を
つ
う
じ
て
問
い
直
す
の
か
を
ふ
く
め
た
一
連
の
重
要
な
問
題
群
が
、
依
然
と
し
て
未
解
決
の
ま
ま
残
さ
れ
て
い
る
と
い

う
こ
と
に
ほ
か
な
ら
な
い
の
で
す
。
こ
う
し
た
学
問
状
況
を
、
社
会
主
義
を
め
ぐ
る
「
宇
野
―
伊
藤
問
題
」
と
あ
え
て
称
し
て
よ

い
か
も
し
れ
ま
せ
（
（1
（
ん
。
第
一
章
「
価
値
概
念
の
進
化
と
そ
の
歴
史
的
基
礎
」
と
第
一
一
章
「
マ
ル
ク
ス
の
経
済
理
論
に
よ
る
社
会

主
義
へ
の
展
望
」
の
各
論
考
は
、
異
な
る
主
題
を
こ
そ
論
じ
て
い
な
が
ら
も
、
じ
つ
は
根
源
的
に
は
深
部
で
有
機
的
に
繋
が
っ
て

い
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

二
〇
世
紀
型
社
会
主
義
の
象
徴
で
あ
っ
た
ソ
連
型
モ
デ
ル
の
失
敗
の
体
系
的
総
括
と
と
も
に
、
伊
藤
先
生
が
学
問
的
に
大
き
な

貢
献
を
な
さ
れ
て
き
た
、
資
本
主
義
経
済
の
基
礎
理
論
と
し
て
の
マ
ル
ク
ス
価
値
論
・
恐
慌
論
の
研
究
が
、
二
一
世
紀
型
社
会
主

義
を
展
望
し
そ
れ
を
理
論
的
に
基
礎
づ
け
る
も
の
と
し
て
ど
う
活
か
し
う
る
か
、
人
類
史
的
に
巨
大
な
未
解
決
の
難
問
が
立
ち
現

れ
て
い
る
の
で
す
。

結
び
に
か
え
て
─
─
学
問
的
に
未
知
の
新
大
陸
発
見

　

遺
著
で
あ
る
『『
資
本
論
』
と
現
代
世
界
』
の
副
題
に
は
、「
マ
ル
ク
ス
理
論
家
の
追
憶
か
ら
」
と
い
う
文
言
が
付
さ
れ
て
い
ま

す
。
欧
米
で
の
い
わ
ゆ
る
マ
ル
ク
ス
・
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
が
と
り
わ
け
一
九
七
〇
年
代
以
降
に
大
き
く
胎
動
し
て
い
く
な
か
、
マ
ル

ク
ス
・
宇
野
理
論
の
日
本
人
経
済
学
者
と
し
て
主
導
的
な
役
割
を
担
わ
れ
た
の
が
、
ほ
か
な
ら
ぬ
伊
藤
先
生
で
し
た
。
上
記
の
著
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書
の
「
５　

マ
ル
ク
ス
・
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
（
（1
（

へ
」
の
冒
頭
に
あ
る
よ
う
に
、
一
九
七
四
年
か
ら
初
め
て
の
イ
ギ
リ
ス
（LSE

、
ロ
ン

ド
ン
・
ス
ク
ー
ル
・
オ
ブ
・
エ
コ
ノ
ミ
ク
ス
）
と
ア
メ
リ
カ
（
ハ
ー
バ
ー
ド
大
学
）
の
各
大
学
で
の
在
学
研
究
を
称
し
て
伊
藤
先

生
は
、「
そ
れ
は
私
に
と
っ
て
、
学
問
的
に
未
知
の
新
大
陸
発
見
の
よ
う
に
感
じ
ら
れ
た
」（
九
二
頁
）
と
記
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

そ
こ
か
ら
五
〇
年
と
い
う
半
世
紀
後
の
二
〇
二
四
年
に
刊
行
さ
れ
た
遺
著
『
資
本
主
義
の
多
重
危
機
』
を
読
み
進
め
、
そ
し
て

書
評
を
書
き
な
が
ら
、
そ
の
き
わ
め
て
印
象
深
い
一
文
が
常
に
私
の
念
頭
に
は
あ
っ
た
の
で
す
（
な
お
余
談
に
な
り
ま
す
が
、
一

九
七
四
年
に
生
ま
れ
、
二
〇
二
四
年
に
五
〇
歳
を
む
か
え
た
評
者
で
あ
る
私
は
、
ま
さ
に
伊
藤
先
生
の
初
の
在
外
研
究
と
当
該
遺

著
の
刊
行
と
偶
然
に
も
シ
ン
ク
ロ
ナ
イ
ズ
し
て
い
る
の
で
す
）。
さ
き
の
「
学
問
的
に
未
知
の
新
大
陸
」
と
は
た
ん
な
る
物
理
的

な
場
所
に
と
ど
ま
ら
ず
、
伊
藤
先
生
み
ず
か
ら
の
知
的
関
心
と
知
的
好
奇
心
を
促
し
醸
成
し
て
い
く
と
こ
ろ
の
ま
さ
に
「
学
問
的

に
未
解
決
の
問
題
群
」
を
指
し
示
し
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
た
か
ら
で
す
。
そ
の
た
め
の
思
索
と
考
究
を
体
系
的
に
重

ね
続
け
て
こ
ら
れ
た
学
問
上
の
〈
精
神
〉
は
、
伊
藤
先
生
が
遺
し
て
く
れ
た
鮮
烈
な
〈
追
憶
〉
と
と
も
に
こ
れ
か
ら
も
輝
き
を
増

し
て
い
く
に
ち
が
い
あ
り
ま
せ
ん
。

補
記
．
伊
藤
誠
先
生
と
の
思
い
出

　

こ
れ
ま
で
の
私
は
、
伊
藤
誠
先
生
の
ご
著
書
の
多
く
に
書
評
さ
せ
て
い
た
だ
く
機
会
に
恵
ま
れ
ま
し
た
。
そ
の
初
め
て
の
書
評

は
、
二
〇
〇
六
年
に
大
月
書
店
か
ら
刊
行
さ
れ
た
『
幻
滅
の
資
本
主
義
』
に
対
す
る
も
の
で
、
伊
藤
先
生
か
ら
直
接
の
依
頼
を
う

け
て
執
筆
い
た
し
ま
し
た
。
二
〇
〇
七
年
に
『
政
経
研
究
』
と
い
う
学
術
誌
に
掲
載
さ
れ
た
そ
の
原
稿
は
、
結
果
的
に
二
万
字
を

こ
え
る
書
評
論
文
と
な
り
ま
し
た
。
今
回
の
書
評
の
分
量
も
そ
れ
に
近
く
な
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
伊
藤
先
生
の
本
へ
の
初
め
て
の

書
評
の
こ
と
が
無
意
識
の
な
か
、
私
の
頭
の
ど
こ
か
に
あ
っ
た
の
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
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本
稿
の
冒
頭
で
述
べ
て
お
い
た
よ
う
に
、
遺
著
『
資
本
主
義
の
多
重
危
機
』
の
書
評
は
、
伊
藤
先
生
へ
の
あ
ら
た
め
て
の
「
追

悼
」
文
で
も
あ
り
、
正
真
正
銘
、「
最
後
の
書
評
」
と
な
る
こ
と
で
し
ょ
う
。
そ
こ
で
、
私
自
身
の
記
憶
の
な
か
に
深
く
刻
み
込

ま
れ
て
い
る
伊
藤
先
生
と
の
個
人
的
な
思
い
出
の
幾
つ
か
を
補
記
と
し
て
述
べ
る
こ
と
で
、
本
稿
の
締
め
く
く
り
と
さ
せ
て
く
だ

さ
（
（1
（

い
。

　

私
が
伊
藤
誠
先
生
と
初
め
て
お
会
い
し
た
の
は
一
九
九
六
年
四
月
、
先
生
が
慶
應
義
塾
大
学
に
非
常
勤
講
師
と
し
て
来
ら
れ
た

と
き
で
し
た
。
東
京
大
学
を
定
年
退
官
さ
れ
る
一
年
前
の
こ
と
で
す
。「
社
会
主
義
経
済
論
」
と
い
う
講
義
で
伊
藤
先
生
は
、
ご

自
身
の
『
現
代
の
社
会
主
義
』（
講
談
社
学
術
文
庫
、
一
九
九
二
年
）
を
片
手
に
黒
板
一
面
に
板
書
し
な
が
ら
熱
心
に
講
義
さ
れ

て
い
ま
し
た
。
一
九
九
五
年
に
刊
行
さ
れ
た
『
市
場
経
済
と
社
会
主
義
』（
平
凡
社
）
も
参
照
文
献
に
指
定
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

慶
應
で
「
社
会
主
義
経
済
論
」
と
い
う
当
該
科
目
は
講
義
の
適
任
者
が
お
ら
ず
、
じ
つ
は
数
年
間
、
非
開
講
に
な
っ
て
い
た
の
で

す
。
大
学
院
進
学
を
決
意
し
て
い
た
私
は
、
こ
う
し
て
幸
運
に
も
伊
藤
先
生
の
授
業
を
拝
聴
す
る
こ
と
が
叶
っ
た
の
で
す
。

　

卒
業
論
文
と
し
て
書
き
、
学
部
の
懸
賞
論
文
に
入
選
し
た
作
品
が
掲
載
さ
れ
た
『
三
田
商
学
研
究
』
を
授
業
後
に
手
渡
す
と
、

翌
週
に
は
「
塚
本
君
の
論
文
、
読
み
ま
し
た
よ
」
と
い
わ
れ
、
ラ
ン
チ
を
ご
一
緒
し
な
が
ら
、
丁
寧
な
コ
メ
ン
ト
を
い
た
だ
き
ま

し
た
。
東
大
大
学
院
か
ら
日
本
学
術
振
興
会
の
特
別
研
究
員PD

と
し
て
、
伊
藤
先
生
が
お
ら
れ
る
國
學
院
大
學
で
の
受
入
指
導

教
授
を
お
願
い
し
た
際
に
は
、
快
諾
さ
れ
る
と
同
時
に
、
伊
藤
先
生
か
ら
温
か
く
も
厳
し
い
助
言
を
頂
戴
し
た
こ
と
を
覚
え
て
い

ま
す
。
一
研
究
者
と
し
て
や
っ
て
い
く
た
め
の
明
確
な
「
覚
悟
」
を
し
た
瞬
間
で
し
た
。

　

國
學
院
大
學
で
の
伊
藤
先
生
の
演
習
系
ゼ
ミ
後
、
伊
藤
研
究
室
で
ち
ょ
っ
と
し
た
雑
談
と
お
茶
を
す
る
機
会
が
定
期
的
に
あ
り

ま
し
た
。
研
究
室
に
行
く
と
、
ソ
フ
ァ
の
前
の
長
い
机
の
う
え
に
、
仕
上
が
っ
た
ば
か
り
の
伊
藤
先
生
の
論
文
の
コ
ピ
ー
が
積
ん

で
あ
り
ま
し
た
。
伊
藤
先
生
は
、「
塚
本
君
、
一
部
持
っ
て
い
き
ま
す
か
」
と
い
わ
れ
ま
し
た
が
、
こ
う
し
た
機
会
は
そ
の
後
も

何
度
も
あ
っ
た
と
思
い
ま
す
。
執
筆
予
定
の
論
文
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
メ
モ
の
よ
う
な
も
の
が
壁
に
貼
っ
て
あ
り
、
書
き
終
え
る
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と
、
チ
ェ
ッ
ク
の
斜
線
な
い
し
◎
印
が
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
伊
藤
先
生
ほ
ど
の
研
究
者
に
な
る
と
献
本
さ
れ
る
本
の
冊
数
も
か
な

り
あ
る
の
で
し
ょ
う
、
知
ら
な
い
う
ち
に
本
棚
が
新
刊
で
埋
ま
っ
て
い
く
様
子
を
垣
間
見
る
こ
と
も
で
き
ま
し
た
。
師
か
ら
学
ぶ

こ
と
の
醍
醐
味
は
、
こ
う
し
た
い
わ
ば
無
数
の
暗
黙
知
に
あ
る
の
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

な
お
個
人
的
な
思
い
出
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
次
の
よ
う
な
こ
と
も
私
に
は
記
憶
に
新
し
い
と
こ
ろ
で
す
。
伊
藤
先
生
の
七
〇

歳
古
希
を
祝
し
て
の
論
文
集
の
企
画
が
発
案
さ
れ
、
私
も
一
文
を
寄
稿
し
ま
し
た
。『
マ
ル
ク
ス
理
論
研
究
』（
御
茶
ノ
水
書
房
、

二
〇
〇
七
年
）
と
題
す
る
、
多
く
の
伊
藤
弟
子
の
論
文
か
ら
な
る
著
書
の
刊
行
後
、
そ
の
出
版
記
念
の
催
し
が
二
〇
〇
七
年
、
東

京
大
学
内
の
会
館
で
実
施
さ
れ
ま
し
た
。
参
加
者
全
員
が
マ
イ
ク
で
一
言
ず
つ
お
祝
い
の
ス
ピ
ー
チ
を
す
る
の
で
す
。
食
事
と
歓

談
を
し
な
が
ら
皆
の
ス
ピ
ー
チ
が
す
べ
て
終
わ
る
と
、
伊
藤
先
生
が
お
話
を
さ
れ
ま
し
た
。
正
確
に
す
べ
て
を
記
憶
し
て
は
い
ま

せ
ん
が
、
こ
う
言
わ
れ
た
こ
と
は
覚
え
て
い
ま
す
。
伊
藤
先
生
曰
く
、「『
幻
滅
の
資
本
主
義
』
大
月
書
店
、
二
〇
〇
六
年
と
『『
資

本
論
』
を
読
む
』
講
談
社
学
術
文
庫
、
二
〇
〇
六
年
と
い
う
二
冊
の
著
書
を
刊
行
し
た
直
後
な
の
で
、
今
の
自
分
は
空
っ
ぽ
の
状

態
だ
け
ど
、
こ
れ
ら
を
刊
行
し
て
再
検
討
し
て
み
た
い
理
論
問
題
に
も
少
し
ず
つ
頭
が
向
い
て
き
て
い
ま
す
。
そ
の
ひ
と
つ
が
い

わ
ゆ
る
不
等
価
交
換
の
問
題
で
す
。
早
く
着
手
し
て
、
論
文
と
し
て
と
り
ま
と
め
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
」。
そ
し
て
早
く
も
伊

藤
先
生
は
、
二
〇
〇
八
年
三
月
に
「
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
時
代
に
お
け
る
国
際
的
不
等
価
交
換
の
意
義
」
と
題
す
る
論
文

を
、
そ
の
当
時
の
勤
務
先
で
あ
る
国
士
舘
大
学
の
学
術
誌
に
公
刊
さ
れ
た
の
で
す
。
そ
れ
は
、
二
〇
一
〇
年
の
『
伊
藤
誠
著
作

集
』
第
一
巻
の
『
現
代
の
マ
ル
ク
ス
経
済
学
』
補
論
Ⅲ
、
伊
藤
先
生
に
お
け
る
初
期
代
表
作Value and Crisis

の
第
二
版
の
邦

訳
版
で
遺
著
と
も
な
っ
た
『
価
値
と
恐
慌
』（
岩
波
書
店
、
二
〇
二
四
年
九
月
）
第
五
章
、
と
し
て
も
所
収
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
言
動
か
ら
も
あ
き
ら
か
な
よ
う
に
、
伊
藤
先
生
は
い
つ
で
も
自
分
の
な
か
に
芽
生
え
た
新
た
な
学
問
的
テ
ー
マ
を

大
切
に
し
、
そ
れ
に
挑
み
続
け
て
こ
ら
れ
た
の
で
す
。
ひ
と
つ
の
山
を
越
え
て
は
ま
た
次
の
山
を
め
ざ
し
、
学
問
と
い
う
名
の
道

を
ど
こ
ま
で
も
歩
み
続
け
る
純
真
な
る
探
究
者
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
ま
す
。
け
っ
し
て
尽
き
る
こ
と
の
な
か
っ
た
気
高
い
学
問
精
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神
。
そ
の
こ
と
は
や
は
り
、
巨
大
な
山
脈
を
な
す
マ
ル
ク
ス
『
資
本
論
』
体
系
に
多
大
な
敬
意
を
払
い
、
惹
か
れ
続
け
て
き
た
こ

と
の
必
然
的
な
帰
結
な
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
論
文
を
書
き
続
け
、
そ
れ
を
単
著
に
ま
と
め
刊
行
し
続
け
る
こ
と
は
、
伊
藤

先
生
に
と
っ
て
ま
さ
に
「
た
の
し
か
ら
ず
や
」
と
実
感
さ
せ
る
、
至
福
の
時
間
で
あ
っ
た
に
ち
が
い
あ
り
ま
せ
ん
。
本
当
に
素
晴

ら
し
い
こ
と
で
す
。
心
の
底
か
ら
私
は
そ
う
思
い
ま
す
。

　

愛
知
大
学
へ
の
赴
任
前
に
は
、
社
会
評
論
社
か
ら
刊
行
の
『
伊
藤
誠
著
作
集
』
全
六
巻
の
編
集
・
校
正
作
業
に
協
力
さ
せ
て
い

た
だ
き
、
そ
の
う
ち
の
二
つ
の
巻
で
私
の
名
前
を
記
し
て
く
だ
さ
っ
た
こ
と
も
け
っ
し
て
忘
れ
ら
れ
な
い
印
象
的
な
エ
ピ
ソ
ー
ド

で
す
。
二
〇
一
八
年
の
『
入
門 

資
本
主
義
経
済
』
刊
行
後
、「
週
刊
読
書
人
」
紙
で
の
最
初
で
最
後
の
伊
藤
先
生
と
の
「
対
談
」、

本
務
校
で
あ
る
愛
知
大
学
で
の
特
別
講
義
も
実
現
し
ま
し
た
。
八
〇
歳
を
こ
え
て
も
お
元
気
な
伊
藤
先
生
の
講
義
を
、
私
は
本
務

校
で
拝
聴
す
る
こ
と
が
で
き
た
の
で
す
。
た
だ
、
二
〇
一
八
年
一
一
月
に
実
施
さ
れ
た
そ
の
特
別
講
義
が
、
伊
藤
先
生
と
直
接
お

会
い
で
き
た
最
後
の
日
と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
う
し
た
ひ
と
つ
ひ
と
つ
の
光
景
や
会
話
が
今
で
も
ま
ば
ゆ
く
、
懐
か
し
く
感
じ
ら
れ
る
の
は
尊
く
、
本
当
に
幸
せ
な
こ
と
だ

と
思
い
ま
す
。
こ
の
書
評
原
稿
を
執
筆
し
て
い
く
な
か
で
、
こ
れ
ま
で
に
書
評
す
る
機
会
を
得
た
作
品
を
ふ
く
め
、
伊
藤
先
生
の

ご
著
書
の
多
く
を
部
分
的
な
が
ら
も
あ
ら
た
め
て
読
み
直
す
こ
と
も
で
き
ま
し
た
。『
資
本
論
』
に
よ
る
マ
ル
ク
ス
の
経
済
学
の

研
究
を
一
生
涯
か
け
て
究
め
続
け
よ
う
と
さ
れ
た
伊
藤
先
生
の
研
究
者
と
し
て
の
姿
そ
の
も
の
が
想
い
起
こ
さ
れ
、
お
の
ず
と
胸

が
熱
く
な
り
ま
す
。
伊
藤
誠
先
生
と
の
思
い
出
は
尽
き
ま
せ
ん
。
こ
れ
か
ら
も
偉
大
な
師
か
ら
真
摯
に
学
び
続
け
て
い
き
た
い
、

私
は
今
そ
う
強
く
誓
っ
て
い
ま
す
。
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注（
１
）　

塚
本
恭
章
「
書
評
：
マ
ル
ク
ス
理
論
家
の
〈
追
憶
〉
を
引
き
継
ぐ
た
め
に
─
─
経
済
学
の
〈
危
機
〉
と
〈
再
生
〉
を
問
い
直
す
」「
週
刊
読
書

人
」、
二
〇
二
四
年
一
月
二
六
日
、
第
三
五
二
四
号
四
面
。

（
２
）　

塚
本
恭
章
「
伊
藤
誠
『『
資
本
論
』
と
現
代
世
界
』
を
読
む
─
─
マ
ル
ク
ス
理
論
家
の
〈
追
憶
〉
に
思
い
を
馳
せ
て
─
─
」『
科
学
的
社
会
主

義
』
二
〇
二
四
年
五
月
、
第
三
一
三
号
、
四
六
─
五
六
頁
。

（
３
）
塚
本
恭
章
「
追
悼
＝
伊
藤
誠
先
生
を
偲
ぶ　

ラ
イ
フ
ワ
ー
ク
と
し
て
の
マ
ル
ク
ス
経
済
学
研
究
」「
週
刊
読
書
人
」
二
〇
二
三
年
四
月
二
一
日

号
、
第
三
四
八
六
号
八
面
。

（
４
）　

伊
藤
先
生
に
よ
る
当
該
表
現
に
つ
い
て
は
、
た
と
え
ば
伊
藤
誠
『
マ
ル
ク
ス
経
済
学
の
方
法
と
現
代
世
界
』
桜
井
書
店
、
二
〇
一
六
年
、「
は

じ
め
に
」
四
頁
、『
資
本
主
義
の
限
界
と
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
』
岩
波
書
店
、
二
〇
一
七
年
、「
序
章　

資
本
主
義
の
限
界
と
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
」
八

頁
。

（
５
）　

な
お
こ
の
概
念
と
類
似
し
た
も
の
と
し
て
「
複
合
危
機
（polycrisis

）」
が
あ
り
ま
す
。
中
野
剛
志
『
政
策
の
哲
学
』（
集
英
社
、
二
〇
二
五

年
）
の
「
結
論
」
に
は
、
次
の
よ
う
な
解
説
が
記
述
さ
れ
て
い
ま
す
。「
複
合
危
機
」
と
い
う
概
念
は
、
フ
ラ
ン
ス
の
哲
学
者
エ
ド
ガ
ー
ル
・
モ
ラ

ン
が
一
九
九
〇
年
代
に
最
初
に
使
っ
た
と
さ
れ
て
お
り
、
危
機
の
前
に
「
複
合
」
と
付
さ
れ
て
い
る
の
は
、
現
代
社
会
が
直
面
し
て
い
る
危
機
が

い
わ
ば
同
時
多
発
的
に
生
じ
て
い
る
こ
と
だ
け
に
と
ど
ら
な
い
か
ら
で
す
。「
過
去
三
十
年
間
の
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
っ
て
世
界
が
密
接

に
連
結
し
た
た
め
に
、
一
つ
の
危
機
が
生
ま
れ
る
と
、
そ
れ
が
連
鎖
的
に
世
界
中
に
波
及
す
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
し
か
も
、
危
機
の
原
因
を

一
つ
に
絞
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
こ
う
し
た
多
中
心
性
と
複
雑
系
に
よ
っ
て
特
徴
づ
け
ら
れ
る
危
機
を
指
し
て
『
複
合
危
機
』
と
言
う
の
で
あ

る
」。
さ
ら
に
、
歴
史
学
者
で
あ
る
ア
ダ
ム
・
ト
ゥ
ー
ズ
が
明
確
に
論
じ
て
い
る
よ
う
に
、「
複
合
危
機
の
恐
ろ
し
さ
は
、
危
機
の
相
互
作
用
に
よ
っ

て
、
個
々
の
危
機
を
足
し
合
わ
せ
た
も
の
を
は
る
か
に
凌
駕
す
る
全
体
的
な
危
機
と
な
る
と
こ
ろ
に
あ
る
」（
同
上
書
、
い
ず
れ
も
三
三
一
頁
）。

中
野
氏
が
こ
う
し
て
解
説
し
て
い
る
「
複
合
危
機
」
は
、
本
書
で
伊
藤
先
生
が
強
調
さ
れ
て
い
る
「
多
重
危
機
（m

ultiple crises

）」
と
き
わ
め

て
親
近
性
を
も
つ
概
念
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

（
６
）　

新
古
典
派
経
済
学
に
対
す
る
こ
う
し
た
伊
藤
先
生
の
批
判
的
見
解
に
つ
い
て
の
よ
り
詳
し
い
概
説
に
つ
い
て
は
、
伊
藤
誠
『
経
済
学
か
ら
な

に
を
学
ぶ
か
─
─
そ
の
500
年
の
歩
み
』
平
凡
社
新
書
、
二
〇
一
五
年
、
第
Ⅴ
章
「
新
古
典
派
経
済
学
の
方
法
論
的
個
人
主
義
」、
と
く
に
そ
の
四
に

あ
る
「
新
古
典
派
経
済
学
の
危
機
と
限
界
」
が
大
変
有
益
で
す
。

（
７
）　

伊
藤
誠
先
生
の
東
京
大
学
時
代
に
お
け
る
同
僚
で
あ
っ
た
宇
沢
弘
文
先
生
（
一
九
二
八
─
二
〇
一
四
）
に
つ
い
て
、
宇
沢
評
伝
を
執
筆
し
た

佐
々
木
実
氏
が
次
の
よ
う
に
書
い
て
い
る
の
は
ひ
と
き
わ
印
象
的
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
と
い
う
の
は
、
宇
沢
先
生
も
伊
藤
先
生
も
と
も
に
、

ま
さ
に
「
21
世
紀
の
人
類
の
課
題
」
に
挑
み
続
け
て
こ
ら
れ
た
か
ら
で
す
。「『
環
境
』
を
経
済
学
の
概
念
と
し
て
明
確
に
定
義
し
、
理
論
的
な
枠
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組
み
に
入
れ
込
み
、
経
済
変
動
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
な
か
で
ど
の
よ
う
な
役
割
を
果
た
し
、
社
会
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
も
た
ら
し
て
い
る
の
か
を

分
析
す
る
。
そ
れ
が
、
理
論
家
と
し
て
宇
沢
が
引
き
受
け
た
役
割
だ
っ
た
。
21
世
紀
の
人
類
の
課
題
を
、
宇
沢
は
終
生
手
放
さ
な
か
っ
た
」。
佐
々

木
実
『
今
を
生
き
る
思
想　

宇
沢
弘
文　

新
た
な
る
資
本
主
義
の
道
を
求
め
て
』
講
談
社
現
代
新
書
、
二
〇
二
二
年
、
九
四
頁
。

（
８
）　

伊
藤
誠
『
マ
ル
ク
ス
の
思
想
と
理
論
』
青
土
社
、
二
〇
二
〇
年
、
第
三
章
「『
共
産
党
宣
言
』
の
現
代
的
魅
力
」、
九
七
頁
。
そ
こ
に
は
、
国

際
コ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
で
の
次
の
よ
う
な
ハ
ー
ヴ
ェ
イ
の
発
言
が
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。「
こ
こ
で
わ
れ
わ
れ
が
議
論
し
て
い
る
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー

シ
ョ
ン
の
基
本
は
『
共
産
党
宣
言
』
で
す
で
に
指
摘
さ
れ
て
い
る
資
本
主
義
の
発
展
傾
向
だ
と
思
う
」。

（
９
）　

当
該
論
考
の
も
と
と
な
っ
た
英
語
論
文
の
掲
載
に
あ
た
り
、
イ
ギ
リ
ス
の
ケ
ン
ブ
リ
ッ
ジ
大
学
教
授
ロ
バ
ー
ト
・
ロ
ー
ソ
ン
と
イ
ン
ド
の
ジ
ャ

ワ
ハ
ル
ラ
ー
ル
・
ネ
ル
ー
大
学
教
授
ジ
ャ
ヤ
ッ
テ
ィ
・
ゴ
ー
シ
ュ
の
二
名
よ
り
コ
メ
ン
ト
が
寄
せ
ら
れ
て
お
り
、
第
七
章
巻
末
の
「
付
記
」
で
、

そ
れ
ら
の
内
容
に
つ
い
て
伊
藤
先
生
の
再
コ
メ
ン
ト
と
あ
わ
せ
て
記
述
さ
れ
て
い
る
。

（
10
）　

こ
う
し
た
論
点
の
よ
り
簡
明
な
解
説
は
、
伊
藤
誠
『
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
か
ら
世
界
恐
慌
へ
─
─
新
自
由
主
義
の
終
焉
と
こ
れ
か
ら
の
世
界
』
青

土
社
、
二
〇
〇
九
年
、
第
四
章
「
金
融
恐
慌
の
政
治
経
済
学
」
が
参
考
に
な
り
ま
す
。
伊
藤
先
生
は
ハ
イ
マ
ン
・
ミ
ン
ス
キ
ー
の
金
融
不
安
定
性

論
の
特
徴
と
意
義
、
限
界
を
概
観
し
な
が
ら
、
次
の
よ
う
に
主
張
さ
れ
て
い
ま
す
。「
ケ
イ
ン
ズ
や
ポ
ス
ト
ケ
イ
ン
ジ
ア
ン
が
心
理
的
で
主
観
的
な

流
動
性
選
好
や
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
選
択
理
論
に
重
点
を
お
き
、
金
融
市
場
の
変
化
に
関
心
を
集
中
す
る
傾
向
が
あ
る
の
に
た
い
し
、
マ
ル
ク
ス

の
考
察
は
客
観
的
な
資
本
蓄
積
の
動
態
に
注
目
し
、
産
業
と
金
融
の
両
面
の
有
機
的
関
連
の
変
転
を
景
気
循
環
と
恐
慌
の
局
面
の
交
替
を
つ
う
じ

て
解
明
し
よ
う
と
し
て
い
る
」（
同
上
書
、
一
一
六
─
一
一
七
頁
）。

（
11
）　

伊
藤
先
生
自
身
が
「
二
一
世
紀
型
社
会
主
義
」
に
つ
い
て
の
思
索
と
考
究
を
よ
り
推
し
進
め
る
き
わ
め
て
大
き
な
契
機
と
な
っ
た
の
は
、
二

〇
〇
七
─
八
年
の
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
世
界
恐
慌
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
ま
す
。
副
題
に
「
新
自
由
主
義
の
終
焉
と
こ
れ
か
ら
の
世
界
」
を
も
つ
、『
サ
ブ

プ
ラ
イ
ム
か
ら
世
界
恐
慌
へ
』
青
土
社
、
二
〇
〇
九
年
、
の
第
五
章
「
世
界
の
ゆ
く
え
」
の
最
終
節
「
社
会
主
義
の
再
生
」
を
あ
ら
た
め
て
読
み

直
し
て
も
、
そ
う
強
く
感
じ
る
と
こ
ろ
で
す
。
た
だ
し
、
本
書
の
な
か
で
は
、「
二
一
世
紀
型
社
会
主
義
」
と
い
う
表
現
は
ま
だ
登
場
し
て
い
ま
せ

ん
。

（
12
）　

こ
こ
で
い
わ
れ
て
い
る
「
宇
野
―
伊
藤
問
題
」
は
、
以
下
に
述
べ
る
よ
う
な
「
宇
沢
―
岩
井
問
題
」
を
意
識
し
て
、
私
が
呼
称
し
た
も
の
で

す
。
す
な
わ
ち
「
宇
沢
問
題
」
な
い
し
は
「
宇
沢
―
岩
井
問
題
」
と
は
、
自
由
放
任
主
義
に
理
論
的
基
礎
を
与
え
る
新
古
典
派
経
済
学
へ
の
批
判

お
よ
び
新
古
典
派
経
済
学
か
ら
の
脱
却
と
い
う
「
冷
徹
な
頭
脳
」
と
、
正
義
感
に
も
と
づ
く
自
由
放
任
主
義
批
判
と
い
う
「
温
か
い
心
」
と
の
あ

い
だ
の
ギ
ャ
ッ
プ
の
こ
と
で
あ
り
、
こ
の
ギ
ャ
ッ
プ
の
あ
い
だ
で
宇
沢
先
生
は
長
ら
く
葛
藤
さ
れ
て
き
ま
し
た
。
そ
の
大
い
な
る
「
葛
藤
」
こ
そ

が
、
宇
沢
先
生
を
師
の
一
人
と
す
る
岩
井
克
人
先
生
の
研
究
姿
勢
に
色
濃
く
深
い
影
響
を
及
ぼ
し
続
け
て
き
た
の
で
あ
り
、
そ
れ
が
い
わ
ば
未
解

決
の
「
宇
沢
―
岩
井
問
題
」
と
し
て
存
続
し
て
い
る
の
で
す
。
岩
井
克
人
『
経
済
学
の
宇
宙
』
日
本
経
済
新
聞
出
版
社
、
二
〇
一
五
年
、
補
遺

「『
不
均
衡
動
学
』
の
現
代
版
に
挑
む
」
が
所
収
さ
れ
た
文
庫
版
、
二
〇
二
一
年
、
の
第
二
章
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

（
13
）　

こ
の
パ
ー
ト
の
副
題
は
、「
Ｍ
・
デ
ザ
イ
、
Ｍ
・
ド
ッ
ブ
、
Ｂ
・
ロ
ー
ソ
ン
ら
と
の
対
話
」
と
あ
り
ま
す
。
な
か
で
も
と
り
わ
け
銘
記
し
て
お
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き
た
い
の
は
、
ケ
ン
ブ
リ
ッ
ジ
の
マ
ル
ク
ス
経
済
学
者
で
あ
っ
た
モ
ー
リ
ス
・
ド
ッ
ブ
（
一
九
〇
〇
─
一
九
七
六
）
と
伊
藤
先
生
と
の
「
対
話
」

で
し
ょ
う
。
盟
友
で
あ
る
ピ
エ
ロ
・
ス
ラ
ッ
フ
ァ
に
よ
る
『
商
品
に
よ
る
商
品
の
生
産
』
が
一
九
六
〇
年
に
刊
行
さ
れ
、
客
観
的
価
値
論
の
意
義

を
復
権
さ
せ
た
ス
ラ
ッ
フ
ァ
の
当
該
著
書
を
高
く
評
価
し
、
主
観
的
価
値
論
と
客
観
的
価
値
論
の
理
論
的
対
抗
関
係
を
主
軸
と
す
る
経
済
学
説
史

の
系
譜
を
体
系
的
に
と
り
ま
と
め
た
の
が
ド
ッ
ブ
の
『
価
値
と
分
配
の
理
論
』
一
九
七
三
年
、
で
す
。
伊
藤
先
生
は
本
書
を
読
ん
で
ド
ッ
ブ
に
手

紙
を
書
き
、
ド
ッ
ブ
か
ら
す
ぐ
に
返
事
を
も
ら
い
、
本
書
を
め
ぐ
っ
て
の
計
三
度
に
わ
た
る
「
対
話
」
が
実
現
し
た
の
で
す
。
そ
の
後
、
ド
ッ
ブ

は
一
九
七
六
年
に
亡
く
な
り
、
伊
藤
先
生
は
「
追
悼
」
文
を
書
か
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
な
か
に
あ
る
次
の
よ
う
な
一
文
は
、
私
に
は
と
て
も
印
象

深
く
思
わ
れ
ま
す
。「
や
や
小
柄
な
ド
ッ
ブ
は
、
挨
拶
が
す
む
と
、
大
き
な
机
の
奥
に
ゆ
っ
た
り
と
腰
を
お
ち
つ
け
、
温
厚
な
物
腰
で
机
の
上
の
シ

ガ
レ
ッ
ト
を
す
す
め
た
の
ち
、
話
を
は
じ
め
る
と
、
私
を
若
い
研
究
者
仲
間
と
し
て
ま
っ
た
く
対
等
に
遇
し
て
く
れ
た
」。
伊
藤
誠
「
モ
ー
リ
ス
・

ド
ッ
ブ
を
偲
ぶ
」『
リ
カ
ー
デ
ィ
ア
ー
ナ
』
一
九
七
八
年
、N

o.10

、
七
─
九
頁
。

（
14
）　

以
下
に
つ
い
て
は
、
注
３
で
言
及
さ
れ
て
い
る
私
の
伊
藤
先
生
へ
の
「
追
悼
」
文
と
あ
わ
せ
て
、
伊
藤
先
生
の
『『
資
本
論
』
と
現
代
世
界

─
─
マ
ル
ク
ス
理
論
家
の
追
憶
か
ら
』
へ
の
「
読
後
感
」
で
あ
る
、
塚
本
恭
章
「
マ
ル
ク
ス
経
済
学
の
理
論
家
に
よ
る
記
憶
と
記
録
」『
情
況
』
情

況
出
版
、
二
〇
二
三
年
一
一
月
、
第
六
期
一
巻
第
四
号
、
二
七
九
─
二
八
一
頁
、
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。
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一

〔
教
育
研
究
報
告
〕

岩
井
克
人
先
生
の
特
別
講
義
「
貨
幣
と
は
何
か
、
資
本
主
義
と
は
何
か
」

―
― 「
経
済
学
史
Ⅰ
」
に
お
け
る
外
部
臨
時
講
師
招
聘
か
ら 

―
―

塚　

本　

恭　

章

　

二
〇
二
五
年
六
月
一
三
日
の
四
時
限
目
（
一
五
時
～
一
六
時
三
〇
分
）
の
、
私
が
本
学
で
担
当
し
て
い
る
「
経
済
学
史
Ⅰ
」
に

お
い
て
、
岩
井
克
人
先
生
を
外
部
臨
時
講
師
と
し
て
招
聘
し
、
特
別
講
義
「
貨
幣
と
は
何
か
、
資
本
主
義
と
は
何
か
」
が
行
わ
れ

た
。
こ
の
短
い
文
章
は
、
そ
の
こ
と
を
記
録
す
る
た
め
に
書
か
れ
る
も
の
で
あ
る
。

　

私
が
岩
井
先
生
の
東
京
大
学
「
経
済
学
史
」
講
義
を
拝
聴
し
て
い
た
の
は
、
二
〇
〇
四
年
冬
学
期
の
こ
と
で
あ
り
、
岩
井
先
生

の
い
わ
ゆ
る
「
講
義
」
と
い
う
も
の
を
じ
か
に
拝
聴
す
る
の
は
、
し
た
が
っ
て
二
〇
年
以
上
ぶ
り
の
こ
と
。
昨
年
二
〇
二
四
年
九

月
、
岩
井
先
生
が
エ
ッ
セ
イ
集
『
資
本
主
義
の
中
で
生
き
る
と
い
う
こ
と
』
を
筑
摩
書
房
か
ら
刊
行
さ
れ
、
そ
の
著
書
を
め
ぐ
っ

て
同
年
一
一
月
に
東
京
で
「
対
談
」
さ
せ
て
い
た
だ
い
た
こ
と
も
あ
り
、
岩
井
先
生
と
の
再
会
は
そ
こ
か
ら
さ
ほ
ど
時
間
の
経
過

は
な
い
。
と
は
い
え
、
本
務
校
の
愛
知
大
学
で
お
会
い
す
る
の
は
初
め
て
で
あ
り
、
岩
井
先
生
ご
自
身
も
愛
知
大
学
に
は
初
め
て

お
越
し
に
な
ら
れ
た
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。
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二

　

一
期
一
会
と
い
う
言
葉
が
あ
る
が
、
今
回
の
岩
井
先
生
の
「
特
別
講
義
」
は
、
私
自
身
に
と
っ
て
は
ま
さ
に
そ
れ
が
ぴ
っ
た
り

と
あ
て
は
ま
る
。
本
学
に
と
っ
て
、
そ
し
て
一
番
に
は
「
経
済
学
史
Ⅰ
」
を
履
修
し
て
い
る
学
生
諸
君
に
と
っ
て
は
本
当
に
得
難

い
貴
重
な
経
験
で
あ
っ
た
に
ち
が
い
な
い
（
学
生
に
は
岩
井
先
生
の
特
別
講
義
の
内
容
は
奥
が
深
く
、
十
分
な
理
解
に
到
達
す
る

こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
に
せ
よ
、
こ
う
し
た
講
義
そ
の
も
の
に
触
れ
た
と
い
う
事
実
こ
そ
が
大
き
な
意
味
を
も
つ
。
そ
の
こ
と
に

学
生
諸
君
が
い
ず
れ
気
付
け
る
こ
と
を
願
い
た
い
）。
東
京
在
住
の
岩
井
先
生
は
、
今
回
偶
然
な
が
ら
前
日
一
二
日
に
京
都
で
研

究
会
が
あ
り
、
そ
こ
で
一
泊
さ
れ
た
。
そ
し
て
翌
日
一
三
日
に
上
京
す
る
途
中
で
名
古
屋
下
車
し
、
本
学
で
の
特
別
講
義
が
実
現

す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
の
よ
う
な
お
心
遣
い
そ
の
も
の
に
私
自
身
は
深
く
感
銘
を
受
け
る
の
で
あ
り
、
岩
井
先
生
に
よ
る
特
別

講
義
は
本
学
へ
の
ま
さ
に
〈
ギ
フ
ト
〉
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
岩
井
先
生
と
は
事
前
に
数
回
の
や
り
取
り
を
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お

り
、
講
義
開
始
一
時
間
ほ
ど
前
に
、
岩
井
先
生
は
教
室
（
一
一
階
の
六
〇
〇
人
教
室
Ｌ
一
一
〇
四
）
に
お
越
し
に
な
ら
れ
た
。
そ

の
後
、
最
近
の
ご
研
究
や
執
筆
さ
れ
て
い
る
論
考
の
お
話
な
ど
に
つ
い
て
歓
談
で
き
た
こ
と
も
私
に
は
刺
激
的
で
あ
り
、
な
に
よ

り
楽
し
か
っ
た
。
当
日
は
四
〇
〇
人
近
い
学
生
が
受
講
、
本
学
副
学
長
の
加
納
寛
先
生
も
ご
都
合
が
つ
い
て
参
加
し
て
い
た
だ
い

た
。
名
古
屋
教
務
課
、
情
報
シ
ス
テ
ム
課
の
職
員
、
広
報
課
の
五
十
嵐
浩
課
長
に
は
ご
助
力
い
た
だ
き
深
く
感
謝
申
し
上
げ
る
。

＊

　

冒
頭
三
分
で
、「
経
済
学
史
Ⅰ
」
担
当
教
員
の
私
か
ら
、
岩
井
先
生
の
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
を
簡
潔
に
履
修
者
に
む
け
て
紹
介
し

た
。
そ
の
な
か
で
は
あ
え
て
言
及
し
な
か
っ
た
が
、
岩
井
先
生
の
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
を
紹
介
で
き
る
こ
と
自
体
が
、
私
に
は
光
栄

だ
っ
た
。
以
下
で
は
、
当
日
の
授
業
内
で
私
が
話
し
た
内
容
そ
の
も
の
を
掲
載
し
て
お
く
。

　
　

そ
れ
で
は
、
こ
れ
か
ら
「
経
済
学
史
Ⅰ
」
で
の
外
部
臨
時
講
師
招
聘
に
よ
る
特
別
講
義
「
貨
幣
と
は
何
か
、
資
本
主
義
と
は

何
か
」
を
実
施
し
た
い
と
思
い
ま
す
。
外
部
臨
時
講
師
は
岩
井
克
人
先
生
で
す
。
本
日
は
大
変
お
忙
し
い
と
こ
ろ
、
愛
知
大
学
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三

に
お
越
し
い
た
だ
き
、
特
別
講
義
を
ご
担
当
く
だ
さ
り
本
当
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
本
音
を
申
し
上
げ
れ
ば
、
当
初
は

こ
う
い
う
日
に
め
ぐ
り
あ
え
る
と
は
思
っ
て
お
り
ま
せ
ん
で
し
た
の
で
、
本
当
に
と
て
も
感
慨
深
い
気
持
ち
で
お
り
ま
す
。
こ

の
「
経
済
学
史
Ⅰ
」
で
は
、
二
〇
二
〇
年
の
『
岩
井
克
人
「
欲
望
の
貨
幣
論
」
を
語
る
』
を
テ
キ
ス
ト
と
し
て
過
去
五
年
間
、

そ
し
て
本
年
も
活
用
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

　
　

特
別
講
義
に
先
立
っ
て
、
岩
井
克
人
先
生
の
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
を
ご
紹
介
い
た
し
ま
す
。
岩
井
先
生
は
長
ら
く
東
京
大
学
経
済

学
部
に
て
教
鞭
を
と
ら
れ
、
定
年
退
職
後
は
Ｉ
Ｃ
Ｕ
国
際
基
督
教
大
学
で
も
教
鞭
を
と
ら
れ
ま
し
た
。
岩
井
先
生
は
半
世
紀
以

上
に
お
よ
び
、
理
論
経
済
学
、
そ
し
て
経
済
学
を
越
境
し
た
法
学
や
倫
理
学
を
め
ぐ
っ
て
、
独
自
の
研
究
を
推
進
さ
れ
、
語
り

続
け
て
こ
ら
れ
ま
し
た
。
現
在
は
、
東
京
大
学
名
誉
教
授
、
日
本
学
士
院
の
会
員
で
あ
り
、
神
奈
川
大
学
特
別
招
聘
教
授
で
も

お
ら
れ
ま
す
。

　
　

国
際
的
な
視
点
か
ら
申
し
上
げ
れ
ば
、
岩
井
先
生
は
東
京
大
学
経
済
学
部
を
卒
業
後
、
マ
サ
チ
ュ
ー
セ
ッ
ツ
工
科
大
学
に
て

経
済
学
博
士
号
（Ph.D.

）
を
取
得
、
エ
ー
ル
大
学
助
教
授
、
プ
リ
ン
ス
ト
ン
大
学
客
員
准
教
授
、
ペ
ン
シ
ル
バ
ニ
ア
大
学
客

員
教
授
を
歴
任
、
ベ
オ
グ
ラ
ー
ド
大
学
の
名
誉
博
士
号
を
授
与
さ
れ
て
も
お
ら
れ
ま
す
。
近
年
に
つ
い
て
申
し
上
げ
れ
ば
、
二

〇
一
六
年
に
文
化
功
労
者
に
選
出
さ
れ
、
二
〇
二
三
年
に
は
文
化
勲
章
を
受
章
さ
れ
ま
し
た
。

　
　

岩
井
先
生
は
こ
れ
ま
で
に
多
く
の
ご
著
書
を
出
版
さ
れ
て
お
ら
れ
ま
す
。
一
九
八
一
年
のD

isequilibrium
 D
ynam

ics

（
不
均
衡
動
学
）
で
日
経
・
経
済
図
書
文
化
賞
の
特
賞
を
受
賞
、
本
日
の
講
義
テ
ー
マ
に
関
連
し
て
い
ま
す
が
、
一
九
九
三
年

の
『
貨
幣
論
』
で
サ
ン
ト
リ
ー
学
芸
賞
を
受
賞
、
二
〇
〇
三
年
の
『
会
社
は
こ
れ
か
ら
ど
う
な
る
の
か
』
で
は
小
林
秀
雄
賞
を

受
賞
さ
れ
て
お
ら
れ
ま
す
。
不
均
衡
動
学
、
貨
幣
論
、
資
本
主
義
論
、
会
社
・
法
人
論
、
信
任
論
に
つ
い
て
の
ご
研
究
は
、
岩

井
先
生
に
お
け
る
現
在
の
研
究
テ
ー
マ
で
も
あ
り
続
け
て
い
ま
す
。
学
問
的
自
伝
で
あ
る
二
〇
一
五
年
の
『
経
済
学
の
宇
宙
』

は
本
当
に
素
晴
ら
し
い
作
品
で
す
。
昨
年
二
〇
二
四
年
に
は
エ
ッ
セ
イ
集
の
集
大
成
で
あ
る
『
資
本
主
義
の
中
で
生
き
る
と
い
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講義をされる岩井克人先生
（撮影：五十嵐浩広報課長）

四

う
こ
と
』
を
出
版
さ
れ
ま
し
た
。

　
　

最
後
に
な
り
ま
す
が
、
岩
井
先
生
が
日
本
語
で
初
め
て
出

版
さ
れ
、
最
も
愛
着
の
あ
る
本
で
あ
る
『
ヴ
ェ
ニ
ス
の
商
人

の
資
本
論
』
は
一
九
八
五
年
に
出
版
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
た

が
っ
て
二
〇
二
五
年
の
本
日
の
特
別
講
義
は
、
そ
こ
か
ら

ち
ょ
う
ど
「
四
〇
年
」
と
い
う
歳
月
を
経
て
実
現
さ
れ
る
こ

と
に
な
り
、
担
当
者
と
し
て
は
こ
の
不
思
議
な
め
ぐ
り
あ
い

を
今
強
く
感
じ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。
講
義
時
間
は
八
〇
分

と
な
り
ま
す
。
そ
れ
で
は
岩
井
先
生
、
ど
う
ぞ
宜
し
く
お
願

い
申
し
上
げ
ま
す
。

＊

　

岩
井
先
生
が
準
備
さ
れ
た
パ
ワ
ー
ポ
イ
ン
ト
の
講
義
資
料
は

じ
つ
に
六
〇
枚
以
上
の
ス
ラ
イ
ド
が
あ
り
、
残
念
で
は
あ
っ
た

が
、
時
間
内
で
す
べ
て
を
講
義
す
る
こ
と
は
叶
わ
な
か
っ
た
。

具
体
的
に
い
え
ば
、
特
別
講
義
の
内
容
は
岩
井
「
貨
幣
論
」
に

つ
い
て
ま
で
で
あ
り
、
そ
の
後
の
岩
井
「
資
本
主
義
論
」、
そ

し
て
「
貨
幣
と
資
本
主
義
と
の
関
係
」
に
つ
い
て
の
内
容
に
は

言
及
で
き
る
時
間
が
残
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
し
か
し
な
が

ら
、
全
体
の
ス
ラ
イ
ド
の
八
割
以
上
は
講
義
さ
れ
、
残
り
の
箇
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五

所
は
、
特
別
講
義
を
ふ
ま
え
て
履
修
学
生
自
身
で
補
う
こ
と
が
で
き
る
だ
ろ
う
。
む
し
ろ
そ
の
よ
う
に
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
に
捉
え
直
し

た
ほ
う
が
よ
い
。
前
述
し
て
お
い
た
よ
う
に
、
私
の
「
経
済
学
史
Ⅰ
」
で
は
、『
岩
井
克
人
「
欲
望
の
貨
幣
論
」
を
語
る
』
を
過

去
五
年
間
テ
キ
ス
ト
と
し
て
活
用
し
て
き
て
お
り
、
今
年
も
引
き
続
き
そ
う
し
て
い
る
。
さ
ら
に
二
〇
二
五
年
四
月
に
刊
行
の
拙

著
『
い
ま
こ
そ
「
経
済
学
の
冒
険
」
を
語
る
』
も
同
時
に
テ
キ
ス
ト
指
定
し
、
す
で
に
五
月
中
に
「
課
題
」
実
施
も
し
て
い
る
。

課
題
の
範
囲
に
は
、『
岩
井
克
人
「
欲
望
の
貨
幣
論
」
を
語
る
』（
以
下
は
『
欲
望
の
貨
幣
論
』）
へ
の
私
の
論
考
や
岩
井
先
生
と

の
対
談
も
ふ
く
ま
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
「
課
題
」
を
こ
な
し
た
学
生
に
は
、
す
で
に
岩
井
理
論
と
岩
井
「
経
済
学
史
」
に
つ

い
て
の
一
定
以
上
の
予
備
知
識
が
あ
る
と
み
て
よ
い
は
ず
だ
か
ら
だ
。

　

岩
井
先
生
の
特
別
講
義
の
内
容
は
き
わ
め
て
多
岐
に
及
ん
で
お
り
、
こ
こ
で
そ
れ
ら
の
す
べ
て
を
紹
介
す
る
こ
と
は
で
き
な

い
。
そ
こ
で
、
私
自
身
が
あ
ら
た
め
て
学
び
直
し
、
今
後
も
思
考
し
続
け
て
い
き
た
い
論
点
の
み
に
触
れ
て
お
き
た
い
。

　

岩
井
先
生
は
、「
貨
幣
＝
お
カ
ネ
」
と
い
う
も
の
が
も
つ
（
形
而
上
学
的
な
）「
不
思
議
さ
」
を
強
調
さ
れ
、
そ
の
「
不
思
議

さ
」
を
感
じ
る
こ
と
自
体
が
難
し
い
と
い
わ
れ
た
。
貨
幣
＝
お
カ
ネ
を
日
常
的
に
使
用
し
て
い
る
わ
れ
わ
れ
は
そ
の
「
不
思
議

さ
」
に
気
付
く
こ
と
な
く
、
そ
れ
が
人
々
の
あ
い
だ
で
流
通
・
循
環
す
る
こ
と
を
い
わ
ば
当
然
視
し
て
い
る
。
だ
が
し
か
し
、
な

ぜ
「
貨
幣
」
は
「
価
値
」
を
も
つ
の
か
、
な
ぜ
「
貨
幣
」
は
「
貨
幣
」
と
し
て
機
能
し
て
い
る
の
か
と
い
う
問
い
に
「
正
し
く
答

え
る
」
こ
と
は
け
っ
し
て
簡
単
で
は
な
い
。
周
知
の
よ
う
に
、
既
存
の
貨
幣
学
説
に
は
こ
の
問
い
に
答
え
よ
う
と
し
た
「
貨
幣
商

品
説
」
と
「
貨
幣
法
制
（
法
定
）
説
」
の
二
つ
が
存
在
し
て
い
た
。
岩
井
先
生
は
貨
幣
に
つ
い
て
の
こ
の
二
つ
の
学
説
の
内
容
を

丁
寧
に
説
明
さ
れ
、
そ
の
い
ず
れ
も
が
「
誤
り
」
で
あ
る
こ
と
を
論
証
さ
れ
て
い
っ
た
。
そ
れ
に
つ
い
て
の
詳
細
は
割
愛
す
る

が
、
貨
幣
商
品
説
と
貨
幣
法
定
説
が
と
も
に
「
誤
り
」
で
あ
る
な
ら
ば
、
先
の
問
い
に
は
ど
う
答
え
る
こ
と
が
で
き
る
だ
ろ
う

か
。
岩
井
先
生
の
貨
幣
論
、
そ
れ
は
貨
幣
が
貨
幣
と
し
て
の
価
値
を
も
つ
の
は
、
貨
幣
を
「
す
べ
て
の
人
が
貨
幣
と
し
て
受
け
取

る
か
ら
で
あ
る
」
と
い
う
貨
幣
の
自
己
循
環
論
法
に
帰
結
す
る
こ
と
と
な
る
。
貨
幣
の
「
自
己
循
環
論
法
」
理
論
が
も
つ
き
わ
め
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六

て
重
要
な
イ
ン
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
と
は
何
か
。
金
銀
の
素
材
的
な
性
質
や

人
間
の
欲
望
、
あ
る
い
は
国
家
の
権
力
や
命
令
な
ど
の
「
実
体
」
に
こ
そ

貨
幣
の
「
本
質
」
を
還
元
し
よ
う
と
し
て
き
た
貨
幣
商
品
説
や
貨
幣
法
定

説
と
は
根
源
的
に
異
な
り
、「
貨
幣
と
は
貨
幣
で
あ
る
か
ら
貨
幣
で
あ

る
」
と
い
う
自
己
循
環
論
法
と
し
て
の
岩
井
貨
幣
論
は
、
ま
さ
に
貨
幣
の

「
本
質
」
の
「
虚
無
性
（
無
根
拠
性
）」
を
こ
そ
説
く
も
の
に
ほ
か
な
ら
な

い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
（
た
だ
し
、
貨
幣
の
「
価
値
」
は
た
ん
な
る
「
幻

想
」
で
は
な
く
、
他
の
す
べ
て
の
人
々
が
一
万
円
を
一
万
円
の
「
価
値
」

を
も
つ
と
み
な
し
て
い
れ
ば
、
み
ず
か
ら
の
「
主
観
」
か
ら
は
独
立
し
て

一
万
円
の
価
値
を
も
つ
。
そ
れ
ゆ
え
岩
井
先
生
は
、
そ
の
実
体
性
は
「
社

会
的
」
で
あ
る
と
主
張
さ
れ
て
い
る
）。

　

多
く
の
人
々
は
「
無
根
拠
性
」
と
い
う
い
ち
じ
る
し
い
〈
恐
怖
〉
か
ら

逃
れ
る
た
め
に
、
貨
幣
の
「
本
質
」
を
実
体
還
元
主
義
的
な
思
考
様
式
に

も
と
づ
い
て
答
え
よ
う
と
し
て
き
た
が
、
そ
れ
は
貨
幣
に
つ
い
て
の
正
し

い
理
解
を
妨
げ
る
障
害
と
な
っ
て
き
た
の
で
あ
る
。
岩
井
先
生
が
到
達
さ

れ
た
貨
幣
の
自
己
循
環
論
法
か
ら
「
貨
幣
」
と
そ
れ
に
も
と
づ
く
貨
幣
経

済
と
し
て
の
「
資
本
主
義
」
と
い
う
も
の
を
あ
ら
た
め
て
捉
え
直
し
て
み

る
と
、
そ
こ
に
は
不
可
避
的
で
根
源
的
な
〈
不
安
定
性
〉
が
内
在
し
て
い

る
こ
と
が
は
っ
き
り
と
浮
か
び
上
が
っ
て
く（
１
）る。
貨
幣
と
は
こ
の
世
に
存
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七

在
す
る
も
っ
と
も
純
粋
な
「
投
機
」
で
あ
り
、
さ
ら
に
人
間
に
「
自
由
」
を
与
え
る
社
会
的
実
在
で
あ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
資
本

主
義
社
会
は
本
質
的
な
「
不
安
定
性
」
か
ら
け
っ
し
て
免
れ
え
な
い
、
ま
さ
に
〈
二
律
背
反
〉
を
抱
え
込
ん
だ
存
在
な
の
で
あ

る
。
岩
井
先
生
は
特
別
講
義
で
こ
う
い
わ
れ
た
。「
重
要
な
こ
と
は
、
個
人
の
『
自
由
』
の
条
件
こ
そ
が
ま
さ
に
社
会
に
と
っ
て

の
『
危
機
』
の
条
件
と
も
な
っ
て
い
る
の
で
す
」
と
。『
欲
望
の
貨
幣
論
』
の
冒
頭
や
『
経
済
学
の
宇
宙
』
の
最
後
で
も
、
つ
と

に
強
調
さ
れ
て
い
る
認
識
で
あ
り
、
そ
の
こ
と
は
同
時
に
、
人
間
の
「
自
由
」
を
守
る
た
め
に
は
〈
自
由
放
任
主
義
〉
か
ら
の
決

別
こ
そ
が
決
定
的
に
必
要
で
あ
る
こ
と
を
も
表
明
し
て
い
る
。

　

岩
井
先
生
が
「
貨
幣
」
と
と
も
に
重
要
視
さ
れ
て
い
る
「
言
語
」
と
「
法
」
と
い
う
、
社
会
的
実
在
と
し
て
の
「
社
会
的
媒

介
」
の
存
在
に
よ
っ
て
人
間
社
会
は
成
立
し
、
存
続
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ（
２
）る。「
言
語
・
法
・
貨
幣
」
に
よ
っ
て
人
間
と

人
間
社
会
は
「
自
由
」
を
手
に
入
れ
る
こ
と
が
で
き
る
反
面
、
先
に
指
摘
さ
れ
た
よ
う
に
、
そ
の
「
自
由
」
こ
そ
が
人
間
社
会
に

「
危
機
」
を
も
た
ら
す
真
因
で
も
あ
る
。
だ
か
ら
こ
そ
、
そ
の
「
危
機
」
は
自
由
放
任
主
義
で
は
け
っ
し
て
解
決
し
え
な
い
。
岩

井
先
生
に
よ
れ
ば
、
む
し
ろ
「
自
由
放
任
主
義
は
資
本
主
義
破
壊
へ
の
道
」
を
も
た
ら
す
の
で
あ
る
。
特
別
講
義
の
資
料
に
は
次

の
よ
う
に
記
述
さ
れ
て
い
る
。
純
粋
投
機
で
あ
る
貨
幣
に
も
と
づ
く
貨
幣
経
済
と
し
て
の
資
本
主
義
経
済
は
、
自
由
放
任
に
す
れ

ば
、「
貨
幣
の
バ
ブ
ル
（
恐
慌
）」
や
「
貨
幣
の
パ
ニ
ッ
ク
（
ハ
イ
パ
ー
イ
ン
フ
レ
）」
を
引
き
起
こ
す
可
能
性
を
常
に
も
っ
て
お

り
、
し
た
が
っ
て
、
貨
幣
経
済
（
資
本
主
義
）
の
安
定
性
に
は
自
己
利
益
で
は
な
く
、「
公
共
の
利
益
」（
景
気
対
策
な
ど
）
に
奉

仕
す
る
「
中
央
銀
行
」
や
「
政
府
」
が
絶
対
に
不
可
欠
で
あ
る
と
。

　

岩
井
先
生
に
よ
る
こ
う
し
た
主
張
の
理
論
的
含
意
は
、
主
流
派
（
新
古
典
派
）
経
済
学
批
判
の
出
発
点
を
な
す
〈
不
均
衡
動

学
〉
理
論
か
ら
必
然
的
に
導
か
れ
る
も
の
に
ほ
か
な
ら
ず
、
い
う
ま
で
も
な
く
〈
貨
幣
論
〉
研
究
の
成
果
も
明
確
に
組
み
込
ま
れ

て
い
る
。『
欲
望
の
貨
幣
論
』
に
は
、
次
の
よ
う
な
岩
井
先
生
の
総
括
的
見
解
が
あ
る
こ
と
も
、
こ
こ
で
あ
ら
た
め
て
指
摘
し
て

お
き
た
い
。「
自
由
放
任
主
義
者
も
社
会
主
義
者
も
、
と
も
に
貨
幣
に
関
し
て
十
分
に
思
考
し
な
か
っ
た
の
で
す
」（
二
四
頁
）。
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八

＊

　

岩
井
先
生
の
資
本
主
義
論
、
そ
し
て
岩
井
「
貨
幣
論
」
と
岩
井
「
資
本
主
義
論
」
の
有
機
的
関
係
に
つ
い
て
は
講
義
さ
れ
る
時

間
が
な
か
っ
た
が
、「
差
異
か
ら
利
潤
を
生
み
出
す
」
と
い
う
「
利
潤
の
差
異
原
理
（
資
本
主
義
の
基
本
原
理
）」
が
岩
井
資
本
主

義
論
の
コ
ア
に
あ
る
。

　

こ
こ
で
も
い
わ
ゆ
る
「
差
異
」
と
は
実
体
的
根
拠
が
な
く
、
革
新
と
模
倣
を
繰
り
返
す
資
本
主
義
経
済
に
お
い
て
、
そ
れ
は
い

つ
で
も
消
え
去
る
運
命
に
あ
る
と
い
う
。
貨
幣
の
「
本
質
」
か
ら
実
体
を
取
り
除
い
た
よ
う
に
、「
利
潤
」
を
永
続
的
に
創
出
し

て
い
く
資
本
主
義
の
「
本
質
」（
を
な
す
「
利
潤
」）
か
ら
も
同
様
に
実
体
を
取
り
除
く
。
岩
井
先
生
に
よ
れ
ば
、
貨
幣
も
資
本
主

義
も
「
純
粋
に
形
式
的
な
論
理
」
に
よ
っ
て
動
い
て
い
る
。
資
本
主
義
に
お
け
る
「
利
潤
」
は
、
収
入
か
ら
費
用
を
「
引
き
算
」

し
て
得
ら
れ
る
の
で
あ
り
、
こ
の
「
引
き
算
」
と
い
う
最
も
単
純
な
算
術
の
み
に
よ
っ
て
動
い
て
い
る
の
が
資
本
主
義
に
ほ
か
な

ら
な
い
。
だ
か
ら
こ
そ
、
資
本
主
義
と
い
う
仕
組
み
は
普
遍
化
し
、
そ
し
て
グ
ロ
ー
バ
ル
化
す
る
必
然
性
を
も
っ
て
い
る
。

　

現
代
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
し
た
資
本
主
義
が
引
き
起
こ
す
多
元
的
な
問
題
群
に
対
峙
し
て
い
く
た
め
に
は
、
上
述
さ
れ
た
よ
う

に
、
貨
幣
に
せ
よ
資
本
主
義
に
せ
よ
、
そ
れ
ら
が
「
純
粋
に
形
式
的
な
論
理
」
で
動
い
て
い
る
以
上
、
な
ん
ら
か
の
実
体
的
な
根

拠
に
も
と
づ
く
代
替
案
か
ら
は
限
定
的
な
効
果
し
か
得
ら
れ
え
な
い
。
マ
イ
ケ
ル
・
サ
ン
デ
ル
の
「
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
」、

岩
井
先
生
の
師
で
あ
る
故
宇
沢
弘
文
の
「
社
会
的
共
通
資
本
」、
斎
藤
幸
平
の
「
脱
成
長
コ
ミ
ュ
ニ
ズ
ム
」、
西
部
忠
ら
の
「
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
通
貨
」
な
ど
と
は
っ
き
り
一
線
を
画
す
る
の
が
岩
井
先
生
の
思
考
で
あ
り
、
そ
の
こ
と
は
、
究
極
的
に
は
「
貨
幣
と

は
何
か
、
資
本
主
義
と
は
何
か
」
と
い
う
今
回
の
特
別
講
義
の
テ
ー
マ
そ
れ
自
体
に
つ
い
て
の
岩
井
理
論
の
独
自
性
か
ら
お
の
ず

と
生
じ
う
る
論
理
的
帰
結
と
い
え
る
だ
ろ
う
。
貨
幣
論
と
資
本
主
義
論
に
先
立
っ
て
理
論
的
に
構
築
さ
れ
た
〈
不
均
衡
動
学
〉
理

論
、
貨
幣
論
と
資
本
主
義
論
を
経
て
構
築
さ
れ
た
〈
会
社
・
法
人
〉
論
と
〈
信
任
関
係
〉
論
。
岩
井
先
生
の
理
論
経
済
学
の
研
究

と
そ
れ
を
越
境
し
て
い
く
研
究
領
域
の
拡
が
り
と
深
さ
と
厚
み
は
、
雄
大
な
山
脈
を
連
想
さ
せ
る
も
の
で
あ
り
、「
経
済
学
史
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Ⅰ
」
の
履
修
学
生
は
そ
の
一
端
を
直
接
の
講
義
を
つ
う
じ
て
垣
間
見
る
こ
と

が
で
き
た
。
本
当
に
幸
せ
な
こ
と
だ
と
私
は
思
う
。

＊

　

特
別
講
義
の
い
わ
ば
「
ま
と
め
」
と
し
て
、
私
は
最
後
に
次
の
よ
う
に
話

そ
う
と
予
定
し
て
い
た
（
た
だ
実
際
に
は
、
時
間
的
都
合
で
割
愛
す
る
こ
と

と
な
っ
た
）。

　

本
日
の
岩
井
先
生
の
特
別
講
義
を
拝
聴
さ
せ
て
い
た
だ
き
、
資
本
主
義
と

貨
幣
に
つ
い
て
考
え
直
す
こ
と
は
ま
さ
に
「
経
済
学
史
」
を
考
え
直
す
こ
と

で
あ
る
と
あ
ら
た
め
て
強
く
思
い
ま
し
た
。
岩
井
先
生
が
導
か
れ
た
「
貨
幣

の
自
己
循
環
論
法
」
と
「
利
潤
の
差
異
原
理
」
と
い
う
、
貨
幣
と
資
本
主
義

に
つ
い
て
の
も
っ
と
も
基
本
的
な
原
理
な
い
し
は
真
理
を
正
し
く
理
解
し
な

け
れ
ば
、
資
本
主
義
の
理
論
（
理
念
）
も
、
現
在
の
資
本
主
義
が
直
面
す
る

危
機
の
真
因
も
、
そ
し
て
そ
こ
か
ら
の
変
革
の
道
筋
も
誤
謬
に
陥
っ
て
し
ま

い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
「
経
済
学
史
」
の
な
か
で
、
貨
幣
と
資
本
主
義
に
つ

い
て
な
に
が
ど
の
よ
う
に
語
ら
れ
て
き
た
の
か
、
逆
に
い
え
ば
、
な
に
が
語

ら
れ
ず
に
見
失
わ
れ
て
き
た
の
か
。
こ
の
こ
と
を
構
造
的
に
語
り
直
さ
れ
た

の
が
、
本
日
の
岩
井
先
生
の
特
別
講
義
の
基
本
精
神
な
の
で
は
な
い
か
と
思

い
ま
し
た
（
以
上
が
「
ま
と
め
」）。

　

岩
井
先
生
の
こ
の
基
本
精
神
を
明
確
に
受
け
継
ぎ
な
が
ら
学
問
の
道
を
歩
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一
〇

み
続
け
た
い
。
二
〇
一
五
年
に
刊
行
さ
れ
た
、
日
本
経
済
新
聞
出
版
社
の
『
経
済
学
の
宇
宙
』
か
ら
一
〇
年
を
経
て
五
〇
代
に

入
っ
た
私
に
と
っ
て
、
今
回
の
特
別
講
義
は
あ
ら
た
め
て
の
決
意
を
固
め
る
素
晴
ら
し
い
機
会
と
な
っ
た
。
特
別
講
義
が
盛
大
な

拍
手
を
も
っ
て
終
了
し
た
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
今
は
無
事
に
終
了
で
き
た
こ
と
に
安
堵
し
、
そ
れ
を
喜
び
と
し
た
い
。
そ

し
て
愛
知
大
学
に
お
越
し
く
だ
さ
っ
た
岩
井
先
生
に
も
う
一
度
、
心
よ
り
感
謝
申
し
あ
げ
た
い
。
本
当
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま

し
た
。

注（
１
）　

岩
井
先
生
の
『
貨
幣
論
』（
筑
摩
書
房
、
一
九
九
三
年
）
に
は
、
た
と
え
ば
次
の
よ
う
な
記
述
が
あ
る
。「
貨
幣
共
同
体
と
い
う
共
同
体
に
は
、

貨
幣
を
貨
幣
と
し
て
使
っ
て
い
る
と
い
う
こ
と
以
外
に
は
な
ん
の
実
体
性
も
あ
る
わ
け
で
は
な
い
。
そ
れ
は
た
だ
、
み
ず
か
ら
が
未
来
永
劫
に
わ

た
っ
て
存
在
し
つ
づ
け
る
と
い
う
宙
づ
り
的
な
期
待
に
よ
っ
て
の
み
支
え
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
」（
二
〇
三
頁
）。
も
う
一
か
所
、『
資
本
主
義
を

語
る
』（
講
談
社
、
一
九
九
四
年
）
の
な
か
か
ら
も
引
用
し
て
お
き
た
い
。「
貨
幣
の
価
値
は
何
が
さ
さ
え
て
い
る
の
か
と
い
っ
た
ら
、
商
品
世
界

が
つ
づ
い
て
い
く
と
い
う
信
頼
が
さ
さ
え
て
い
る
。
商
品
世
界
が
つ
づ
い
て
い
る
と
い
う
信
頼
は
何
が
さ
さ
え
て
い
る
か
と
い
う
と
、
貨
幣
が
価

値
を
も
っ
て
商
品
交
換
を
媒
介
し
て
い
る
と
い
う
事
実
が
さ
さ
え
て
い
る
。
こ
の
宙
づ
り
構
造
が
崩
れ
る
と
、
こ
れ
は
も
う
社
会
の
完
全
な
る
崩

壊
で
す
。
貨
幣
そ
の
も
の
の
価
値
が
崩
れ
、
同
時
に
人
間
と
人
間
の
関
係
が
崩
れ
て
し
ま
う
」（
一
七
四
頁
）。

（
２
）　

こ
の
こ
と
の
意
味
を
よ
り
正
確
に
理
解
す
る
た
め
に
、『
経
済
学
の
宇
宙
』（
日
本
経
済
新
聞
出
版
社
、
二
〇
一
五
年
）
に
お
け
る
岩
井
先
生

自
身
に
よ
る
説
明
を
記
し
て
お
こ
う
。「
言
語
と
法
と
貨
幣
と
は
、
し
た
が
っ
て
、
ま
さ
に
『
人
間
社
会
』
そ
れ
自
体
を
成
立
さ
せ
る
媒
介
で
あ
る

と
い
う
、
本
質
的
な
意
味
で
『
社
会
的
』
で
あ
る
の
で
す
。
い
や
、
人
間
社
会
に
支
え
ら
れ
な
が
ら
、
同
時
に
人
間
社
会
を
支
え
る
実
在
と
い
う

二
重
の
意
味
で
、
社
会
的
な
実
在
で
あ
る
の
で
す
」（
四
六
九
─
四
七
〇
頁
）。
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岩井克人先生の特別講義「貨幣とは何か、資本主義とは何か」

一
一

【
参
照
文
献
】

岩
井
克
人
『
ヴ
ェ
ニ
ス
の
商
人
の
資
本
論
』
筑
摩
書
房
、
一
九
八
五
年
。

岩
井
克
人
『
貨
幣
論
』
筑
摩
書
房
、
一
九
九
三
年
。

岩
井
克
人
『
資
本
主
義
を
語
る
』
講
談
社
、
一
九
九
四
年
。

岩
井
克
人
（
聞
き
手
＝
前
田
裕
之
）『
経
済
学
の
宇
宙
』
日
本
経
済
新
聞
出
版
社
、
二
〇
一
五
年
。

岩
井
克
人
＋
丸
山
俊
一
＋
Ｎ
Ｈ
Ｋ
「
欲
望
の
資
本
主
義
」
制
作
班
『
岩
井
克
人
「
欲
望

の
貨
幣
論
」
を
語
る
』
東
洋
経
済
新
報
社
、
二
〇
二
〇
年
。

岩
井
克
人
『
資
本
主
義
の
中
で
生
き
る
と
い
う
こ
と
』
筑
摩
著
房
、
二
〇
二
四
年
。

塚
本
恭
章
『
い
ま
こ
そ
「
経
済
学
の
冒
険
」
を
語
る 

─
本
を
読
み
、
文
章
を
書
く
』
読
書
人
、
二
〇
二
五
年
。



彙　報
2024年度事業報告（抄）

１．出版関係

「経営総合科学」の刊行

　第121号  2024年10月３日（発行）

　論　説   神頭広好「四色問題におけるエレガントな解」

   鈴木孝一「米国における S法人の株式取得に係る税務」

   野末英俊「企業と競争力の深層─倫理と存続─」

   山根聡之・塚本恭章

   　　　　 「『 経済学の冒険』は〈学問の扉〉を開けることがで

きるか

    ─経済学をめぐる多様な問題群を鳥瞰する─」

   栗田健一・塚本恭章

   　　　　 「『経済学の冒険』の〈記録〉が〈記憶〉されるために

    ─栗田書評と塚本リプライの往復書簡─」　

　研究ノート  神頭広好「ペイント理論のベーシックに関するノートⅡ

    ─「a²=bm」の法則─」

   神頭広好「日帰り圏と宿泊圏

    ─東京ディズニーランドを例として─」

　第122号  2025年３月31日（発行）

　論　説   鎌倉友一「 意見陳述等による事前防御の機会を与えられない

青色申告承認取消処分

    ─最高裁令和６年５月７日判決を題材にして─」
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   田中孝治「兵庫北関と中世の帳合法　

    ─「兵庫北関入舩納帳」を手掛かりとして─」

   野末英俊「企業の近代化と労働者─生産性と働きがい─」

   加藤好雄「 宿泊事業における価値提供の変容：

   　　　　　 非接触サービスの評価差異が宿泊プラン選択に及

ぼす影響」

　研究ノート  神頭広好「ペイント理論にもとづく数学の難問に関する研究

    ─ フェルマー数、ルジャンドル予想、完全数の総

数問題─」

   塚本恭章「資本主義と貨幣について語り続けるということ

    ─ 岩井克人『資本主義の中で生きるということ』

の主要論点─」

　報　告   山本大造「2024年度経営総合科学研究所企業調査報告

    ─ 地域に根ざした信頼の公的相談窓口　長野県事

業承継・引継ぎ支援センター─」

「愛知大学経営総合科学研究所叢書」の刊行

　　63 COVID19収束後の地域課題

　　　　打田委千弘、島袋伊津子、上山仁恵、小巻泰之、渋澤博幸、崔明姫、

　　　　長谷川朋美、竹田陽介、張燁明、纃纃隆司 2025年３月25日（発行）

２．講演会

　　日　時　2024年７月２日（火）　10：45～12：15

　　場　所　名古屋校舎　講義棟９階　L901教室

　　テーマ　「投資の心理学」

　　講　師　林康史（立正大学　教授）
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　　日　時　2024年12月18日（水）　14：45～16：15

　　場　所　名古屋校舎　講義棟８階　L808教室

　　テーマ　「非財務情報の開示と保証─誰のための信頼性か─」

　　講　師　梨岡英理子（株式会社環境管理会計研究所取締役・公認会計士）

３．企業調査

　　期　日　2024年９月17日（火）～ 18日（水）

　　調査先　長野県事業承継・引継ぎ支援センター

４．特別事業

　共同研究①　「 サーバシステムの情報セキュリティ対策に関するモデル化と

分析」（2024年度～2025年度事業）

　　　　　　　 （所　　　員）木村充位、岩田員典

　　　　　　　 （客員研究員）今泉充啓

　共同研究②　「非営利組織のマネジメント研究」（2023年度～2024年度事業）

　　　　　　　 （所　　　員）望月恒男、大槻隆、栗濱竜一郎、田子晃

　　　　　　　 （客員研究員）今西宏次、浦野恭平、若原憲男、梅津亮子
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